
 
 

 

 

 

 
 

 

 

 
 

伊 予 市 行 政 改 革 実 施 計 画 

（平成１８～２２年度） 

－平成２２年度 実施項目別進捗状況最終報告書－ 

 

 

 
 

 

 
 

 
 

 

 

 
 

 

 

 

 
 

 

 

伊    予    市 

[伊予市行政改革推進本部] 

 



 
計画体系  

１ 情報公開による開かれた市政運営と住民参画による地域の自立の推進 ～協働～ 
 
(1) 参画と協働の郷（くに）づくり 

ア 男女共同参画の推進 
イ 住民自治の推進 
ウ 市民と行政の役割分担の明確化 
エ 市民の自主的な活動の支援や連携 
オ 市民主体の参画型行事の推進 

(2) 公正で透明な市政の推進 
ア パブリックコメント手続等の制度の導入 
イ 審議会委員等の公募制の導入 
ウ 情報公開制度の適正な運用 
エ 個人情報保護制度の適正な運用 
オ 公共工事の入札・契約手続の透明化 

(3) 広報公聴制度の充実 
ア 市のホームページ・広報紙の充実と有効活用 

(ｱ) ホームページの充実と有効活用 
(ｲ) 広報紙の充実と有効活用 

イ 市政懇談会等を通じた公聴制度の充実 
ウ アンケート等による市民満足度の調査 

 
２ 健全で効果的・効率的な行財政システムづくり ～経営～ 

 
(1) 事務・事業の見直し 

ア 市民サービスの充実 
(ｱ) ワンストップサービスの実現をめざした総合窓口の設置 
(ｲ) 市役所以外への窓口事務の委託 
(ｳ) 夜間・休日等の窓口サービスの検討 

イ 行政事務の効率化 
(ｱ) 文書管理・財務会計・電子決決裁システム等の構築 
(ｲ) ＰＦＩ事業の検討と市場化テストの研究 
(ｳ) その他行政事務の効率化 

ウ 事務事業の整理と合理化 
(ｱ) 行政評価システムの導入 
(ｲ) 事務決裁規程の見直し 
(ｳ) 事業・イベントの整理合理化 
(ｴ) 業務マニュアルの作成 

エ 補助金等の整理合理化 
(ｱ) 補助金交付団体の整理又は統合・団体等の運営費補助金の削減又は廃止 
(ｲ) 補助金等交付対象事業の活動実態に即した見直し・新規補助金の既得権化の抑制 

オ 公共工事関係 
(ｱ) 新たな入札・契約方式の検討・導入 
(ｲ) 計画的・効率的な実施と外部委託の検討 
(ｳ) 民間技術の採用や民間技術提案制度の導入 

カ 業務手順の改革 
(ｱ) ＰＤＣＡマネジメントサイクルの確立 

キ 公共施設の設置と効率的な管理運営 
(ｱ) 指定管理者制度や民間活力の積極的な活用 
(ｲ) 施設の民営化や統廃合の検討 

ク 審議会等の見直し 
(ｱ) 統廃合による合理化と定数・人選方法の見直し 

ケ 外郭団体の見直し 
(ｱ) 土地開発公社の徹底した経営改善 
(ｲ) その他外郭団体の財政的自立に向けた指導 

(2) 歳入の確保と強化 
ア 市税等の収納率の向上 

(ｱ) 市税・国民健康保険税等の収納率の向上 
イ 使用料・手数料の適正化 

(ｱ) 使用料・手数料の額と減免基準の見直し 
ウ 市有財産の有効活用・売却の促進 

(ｱ) 未利用地の有効活用と積極的な売却 
(ｲ) その他財産の有効活用 

(3) 定員管理の適正化 
ア 職員の適正配置と定員適正化計画の策定・運用管理 

(4) 給与の適正化 
ア 人事評価システムの構築 
イ 市に適応した給与制度への見直し 
ウ 人件費の抑制 

 
３ 住民ニーズに即応できる業務体制の整備と電子市役所の構築 ～組織～ 

 
(1) 分権時代に対応した組織機構の整備 

ア 簡素で効率的な組織機構の整備 
(ｱ) 最も効率的な組織のあり方への見直し 
(ｲ) 機動的で効率的な組織体制の構築 

(2) 窓口サービスの向上 
ア 窓口サービスの向上 

(3) 電子市役所の推進 
ア 各種行政手続のオンライン化 

(4) 行政の情報化の推進 
ア 電算処理システムの導入コスト・ランニングコストの削減 
イ 統合型地理情報システムの導入 
ウ 公共施設予約システムの導入 
エ 情報共有ソフトウエア等を用いたシステムの構築 
オ 情報セキュリティ対策の強化 

 
４ 職員の意識改革と能力向上、主体的な創意工夫を重視した士気の高揚 ～育成～ 

 
(1) 効果的な施策を立案できる職員の育成 
(2) 使命感に満ちた行動力のある職員の育成 
(3) 変革型職員の育成 

ア 能力・経験・業績等を活かした人事管理 
イ 長期的な視野に立った人材の育成 
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行政改革実施計画の推進内容 

 

 

本市では、平成１８年度から平成２２年度までの５か年を推進期間とする行政改革大綱を策定

し、具体的な方策について目標値を明確に定めた実施計画に基づき、全職員が一丸となって行政

改革に取り組んでまいりました。 

これまでの 5 年間に取り組んた実施項目は２７６件を数え、主な改革は次のとおりです。 

 

１ 開かれた市政運営と住民参画による地域の自立 

○ 自治基本条例の策定 

○ 住民自治組織の構築 

○ パブリックコメント手続制度の導入 

○ 審議会等委員の公募 

○ 広報・公聴指針の策定 

○ 市民満足度調査の導入 

 

２ 効果的・効率的な行財政システムの構築 

○ 行政評価制度の導入 

○ 類似イベントの整理統合 

○ 補助金等の見直し 

○ 国保診療所運営の見直し 
○ 使用料・手数料の改定 

○ 定員適正化計画の運用管理 

 

３ 市民ニーズに即応できる業務体制の整備 

○ 組織・機構の見直し 

○ 経営者会議の設置 

○ 市内公民館組織の見直し 

○ 組織を越えたプロジェクトチームの設置 

○ 窓口業務施設の環境整備 

○ 市民志向への意識改革 

 

４ 職員の意識改革と能力・士気の向上 

○ ＯＪＴの推進 

○ 人事評価制度の導入 

○ 職員のコスト・効率主義等の意識改革の推進 

○ 職員提案制度の導入 

○ 課題認識・改善意識を持った職員の育成 

○ 計画的な研修プログラムの策定 
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進捗・到達状況について 

 

 

１ 実施項目の進捗状況 

本年度の取組に関する進捗状況については、計画期間の最終年度であったことから、下表〔表

１〕に示すとおり、区分「Ａ」及び区分「Ｂ」に変動がない（38.4％）ものの、区分「Ｄ」が減

少し、区分「Ｃ」が（９８件→１０５件）７件増となったことは、最後まで改革に向けた取り

組みが行われたことを示す結果となりました。 

なお、区分「Ｅ」（４２件）については、社会情勢の変化を踏まえて、一旦、計画を見直すこ

とが適当と判断したことから、今後、更に検討を加えながら、次期実施計画の策定において適

切に対応する予定です。 

〔表１〕 

区   分 H18(件) 割合(％) H19(件) 割合(％) H20(件) 割合(％) H21(件) 割合(％) H22(件) 割合(％)

Ａ：計画より早まっているもの １５ 11.3 ２０ 8.3 １６ 6.0 １６ 5.8 １６ 5.8

Ｂ：計画どおりに進んでいるもの ８３ 62.4 １０９ 45.4 ９８ 36.8 ９０ 32.6 ９０ 32.6

Ｃ：計画より多少遅れているもの ２７ 20.3 ８２ 34.2 １０４ 39.1 ９８ 35.5 １０５ 38.1

Ｄ：計画どおり進んでいないもの ８ 6.0 １４ 5.8 １４ 5.3 ３０ 10.9 ２３ 8.3

Ｅ：計画を見合わせたもの － － １５ 6.3 ３４ 12.8 ４２ 15.2 ４２ 15.2

全実施対象項目 ※１ １３３ ２４０ ２６６ ２７６ ２７６

※１ 実施計画において平成 18年度から当該年度までに検討・実施すべき項目について扱う。 

 

２ 実施項目の到達状況 

計画年度（５か年）の取組に係る到達状況については、下表〔表２〕に示すとおり、「実施済」

（１６９件）及び「成果有」（３９件）と判断できたものの合計が２０８件となり、計画期間内

に何らかの成果を収めたものが、全実施対象項目※２（２７６件）の７割を超える結果となり

ました。 

なお、「進行中」（１６件）及び「成果無」（５２件）と判断したものについては、現時点で時

期尚早であったり、新たな改革方法を検討する必要があることから、原則、次期実施計画に引

き継ぐこととし、今後も到達に向けた取組が進行するよう、適切に対応してまいります。 

〔表２〕 

区   分 H18(件) 割合(％) H19(件) 割合(％) H20(件) 割合(％) H21(件) 割合(％) H22(件) 割合(％)

実施済：協議・調整が完了し成果を上げたもの ３５ 12.7 ７６ 27.5 １０５ 38.0 １２７ 46.0 １６９ 61.2

成果有：協議・調整中だが成果を上げつつあるもの ３７ 13.4 ６５ 23.6 ６９ 25.0 ５９ 21.4 ３９ 14.1

進行中：協議・調整中だが成果には至ってないもの ５４ 19.6 ７２ 26.1 ４９ 17.8 ４１ 14.9 １６ 5.8

未着手：何も実施できていないもの ４ 1.4 １２ 4.3 ９ 3.3 ７ 2.5 － －

成果無：協議・調整を行ったが成果が無かったもの ３ 1.1 １５ 5.4 ３４ 12.3 ４２ 15.2 ５２ 18.9

全実施対象項目 ※２ ２７６  ２７６  ２７６ ２７６ ２７６

※２ 実施計画の期間である５か年の間に検討・実施すべき項目について扱う。 



平成２２年度　行政改革実施計画進捗状況一覧表

Ｈ１８ Ｈ１９ Ｈ２０ Ｈ２１ Ｈ２２ 改革内容 進捗評価 成　　果 到達評価 関係課 関連課

　男女共同参画社会づくりのための基本計画の策定

検討・実施

　固定的な性別役割分担意識は未だに根強い中、社会の活
力を維持し続けていくためには、更なる男女共同参画への
取り組みが重要である。
　男女共同参画社会づくりに向けた施策の円滑かつ効果的
な推進を図るため、男女共同参画基本法第14条第3項の規定
に基づく市基本計画を策定する。

Ｂ

　市民アンケートや伊予市男女共同参画基本計画検討委員
会の意見を尊重した形で、平成19年3月「伊予市男女共同参
画基本計画」を策定した。
　女性が社会のあらゆる分野へ参画し、多様な活動を通じ
て能力を発揮できるよう、取り組むべき方向を示すことが
できた。

Ｈ１８
実施済

企画財務課

　政策形成過程での女性委員登用比率 　以下に分割記述 Ｃ 　以下に分割記述 成果有 関係各課

　市の方針のみで選任決定できるものについては、新たに
委嘱するときは、女性委員の比率を当該委員中、25％以上
を目標とする。

Ｂ

　市民会館運営委員会委員については、定数5名に対し、う
ち1名の女性委員登用を行った。また、情報公開・個人情報
審査会については、引き続き、定数5人中2人の委員が女性
となっている。
　※　Ｈ20委嘱委員　10人（うち3人女性）　比率は30％
　※　Ｈ21委嘱委員　10人（うち3人女性）　比率は30％
　※　Ｈ22委嘱委員　 6人（うち2人女性）　比率は33％

実施済 総務課 関係各課

　Ｈ28の目標を30％とし政策・方針決定過程への女性の参
画を促進していく。

Ａ

　Ｈ19は、庁議において審議会等への女性委員の登用につ
いて、積極的に取り組むよう周知した。
　Ｈ20は、市の審議会等への女性委員の登用率　24.1％
　Ｈ21は、伊予市自治基本条例第22条の規定に基づき制定
した「伊予市審議会等の委員の公募並びに会議及び会議録
の公開に関する規則」第4条に「公募委員の選定に当たって
は、男女比、年齢構成等に配慮する」旨規定し、各課に周
知を行った。
　市の審議会等への女性委員の登用率　27.8％
　Ｈ22は、市の審議会等への女性委員の登用率　27.1％

Ｈ２１
実施済

企画財務課 関係各課

　政策を形成する過程において、女性が能力を発揮する機
会を設けることに努める。

Ｃ

　交通指導員、国民保護協議委員、安全安心まちづくり推
進協議会委員、防災会議委員総勢125名のうち女性委員は、
13人で、前年度に比べ1人の減で全体の委員総数の10.4％
で、前年度より女性の委員の登用率は0.8ポイント減となっ
たが、各所属団体での異動に伴うものである。各委員の任
期は2年であり、交通指導員は各地区の安全協会から推薦、
他の委員は、条例等で規定された分野や団体での選任とな
るため、目標どおり女性委員の増に結びつかないものの、
任期到来時に女性の委員選任に配慮するよう引き続き努め
る。

成果有 防災安全課 関係各課

　新たな施設の整備に当たり、建設検討懇談会を開催す
る。懇談会開催に際し、幅広い意見を求めるため、女性の
関係者を含め選任する。
　女性委員の積極的な登用により、多面的な意見を求め
る。

Ｂ

　中山地域事務所・自治支援センター建設懇談会委員16人
中4人が女性（登用率25％）
　総合保健福祉センター建設懇談会委員16人中7人が女性
（登用率43.8%）

実施済 庁舎建設課 関係各課

　幅広い意見等を聴取するため、各審議会等の委員改正時
に、女性の参画を推進する。

Ｂ

　地方自治法に基づく審議会等は４会（民生委員推薦会･障
害程度区分認定審査会･扶桑会館運営委員会・児童館運営委
員会）で計36.2％、その他の審議会等については９会（各
児童クラブ運営委員会）で計66.4％で、総計の登用率は
57.8％と目標を達することができた。

実施済 福祉課 関係各課

　委員会・協議会等への女性委員の積極的な登用により、
多面的な意見を聴取し政策に反映することにより、ぬくも
りのあるまちづくりを推進する。
　① 公募により委員を募る。
　② 委員構成を踏襲しない。
　③ 委員に組織代表を当てる場合は、長とは限らないで、
適任者を選定する。 Ｃ

　Ｈ21は、新たに福祉有償運送運営協議会を設置したが、
道路運送法により委員構成に規定があるため、多くが男性
とならざるを得ない状況で、「特に市長が認める者」につ
いてのみ女性とすることが可能であった。しかし、適任者
がいなかったため９人の委員全員が男性となってしまっ
た。
　その結果、地域密着型サービス運営委員会・福祉有償運
送運営協議会・地域包括支援センター運営協議会の全委員
数36人中５人が女性委員となり、女性委員比率は13.9％に
低下した。
　Ｈ22は、地域包括支援センター運営協議会の委嘱変えを
行ったが、委員構成に変化がなかったため、女性委員比率
はＨ21と同様の13 9％のままとなった

成果有 長寿介護課 関係各課

　伊予市食育推進計画策定委員会において、食育に関する
団体の代表者や学識経験者及び行政機関の職員に委員を委
嘱をする。

Ｂ

　策定委員会をH22に3回開催したが、委員30人のうち、女
性はうち9人である。
　女性登用比率30％

実施済 健康保険課 関係各課

25%

 (1)　参画と協働の郷(くに)づくり

 ア　男女共同参画の推進

　　　　　　　 評価凡例 ：〔進捗評価〕 Ａ…計画より早まっているもの　Ｂ…計画どおりに進んでいるもの　Ｃ…計画より多少遅れているもの　Ｄ…計画どおり進んでいないもの　Ｅ…計画を見合わせたもの

平成２２年度実施状況

          　　　　　　　　〔到達評価〕 実施済…協議・調整が完了し成果を上げたもの　成果有…〃中だが成果を上げつつあるもの　進行中…〃中だが成果には至ってないもの　未着手…何も実施できていないもの　成果無…成果が無かったもの

平成１８～２２年度実施計画

区分・推進事項・実施項目

 １　情報公開による開かれた市政運営と住民参画による地域の自立の推進　～協働～

実施

1／53



平成２２年度　行政改革実施計画進捗状況一覧表

Ｈ１８ Ｈ１９ Ｈ２０ Ｈ２１ Ｈ２２ 改革内容 進捗評価 成　　果 到達評価 関係課 関連課

　　　　　　　 評価凡例 ：〔進捗評価〕 Ａ…計画より早まっているもの　Ｂ…計画どおりに進んでいるもの　Ｃ…計画より多少遅れているもの　Ｄ…計画どおり進んでいないもの　Ｅ…計画を見合わせたもの

平成２２年度実施状況

          　　　　　　　　〔到達評価〕 実施済…協議・調整が完了し成果を上げたもの　成果有…〃中だが成果を上げつつあるもの　進行中…〃中だが成果には至ってないもの　未着手…何も実施できていないもの　成果無…成果が無かったもの

平成１８～２２年度実施計画

区分・推進事項・実施項目

１ (1) ア 　各審議会委員・委員会委員に可能な限り女性団体の代表
者等の参加をすすめ、積極的に委員のメンバーに加えてい
く。

Ｃ

　Ｈ20は、伊予市農業振興地域整備促進協議会の女性委員
として伊予市農山漁村男女共同参画づくり推進協議会会長
を加えた。（女性委員1名）
　Ｈ21は、伊予市農業振興地域整備促進協議会へ女性委員
として２回出席した。
　Ｈ22は、伊予市農業振興地域整備促進協議会の女性委員
として伊予市農山漁村男女共同参画づくり推進協議会会長
（女性委員1名）を加えた協議会を引き続き開催した。

成果有 産業経済課 関係各課

　女性委員の登用は今だ低率であるため、所管の審議会や
委員会委員の女性登用を実施する。

Ｃ

　Ｈ19は、都市計画審議会（委員15名のうち現在14名）に1
名任命しており、平成19年度単年で事業実施した住宅マス
タープランの策定委員（委員13名）に2名の委員を任命し
た。
　Ｈ20は、現在の条例等のなかで女性委員の登用を増やす
ことは困難であるが、女性の任命が可能な学識経験のある
分野で女性の任命を目標数値に近づけるよう次回任期満了
時に考慮することとしたい。
　Ｈ21は、都市計画審議会については昨年と同様である。
庁内景観計画検討会委員会（10名）の委員に女性職員1名を
任命した。
　Ｈ22は、都市計画審議会と庁内景観計画検討委員会の委
員は昨年と同様であるが、景観計画外部検討委員に2名の女
性委員を任命した。所管する審議会及び委員会には女性委
員を1名以上任命できた。

成果有 都市整備課 関係各課

　新たに設置しようとする伊予市上下水道事業運営審議会
の委員構成において、男女共同参画基本計画（女性委員登
用比率）目標値の25％以上を目指す。 Ｂ

　上下水道事業運営審議会条例の委員構成は15人以内で、
学識経験（専門的知識）を有する者などの選任において制
約を受けることとなったが、上下水道利用者である各種団
体の代表者及び一般公募において女性委員4人を登用し、構
成比率を26.7%とすることができた。

実施済 水道課 関係各課

　「伊予市男女共同参画基本計画」に基づき年度別取組計
画H22年度目標値２５％の達成を目指す。

Ｂ

　9月…審議会における女性委員比率を考慮した委員推薦団
体の選定
　10月…公募委員の募集
　11月29日…審議会において委員委嘱
　目標を上回る女性登用比率を達成

実施済 下水道課 関係各課

　農業委員会活動の活性化と地域農業の一層の推進ため、
女性委員の登用を図る。

Ｃ

　農業委員の定数は公職選挙法による委員が30名、農協・
共済・土地改良区で各1名及び学識経験者による推薦委員が
4名の計37名である。現在、市議会の推薦により4名の女性
農業委員が登用されており、引き続き平成23年7月の農業委
員統一選挙を踏まえて、女性農業委員の登用を要請すると
ともに、青年農業者・認定農業者等の担い手など幅広い分
野で選任に向けた取り組みを推進する必要がある。

成果有 農業委員会事務局 関係各課

　公平委員会、固定資産評価審査委員会に各1名存ずる。
　選考過程で事前に女性委員の積極的登用を依頼する。

Ｃ

　Ｈ20は、公平委員会委員3名中1名が女性。（登用率
33％）
　固定資産評価審査委員会9名中1名が女性。（登用率
11％）
　Ｈ21は、公平委員会委員2名の改選は、再任（男性）・後
任（男性）で現状のとおり。
　監査委員2名の改選は、再任（男性）・改選（男性）で現
状のとおり。
　Ｈ22は、固定資産評価審査委員会委員１人の補充は、女
性の適任者の選考が難しく、男性が委員となる。
今後、選任に当たっては市長部局と協議し、女性人材の

成果有 行政委員事務局 関係各課

　政策を形成する委員会等において、積極的に女性を登用
する。

Ａ

　・教育委員会（男3名、女2名）
　・学校給食検討委員会（男11名、女7名）
　・就学指導委員会（男16名、女17名）
　・特別支援連携協議会（男10名、女19名）
　・結核対策委員会（男5名、女5名）
　・下灘地区統合検討委員会（男11名、女6名）
　女性登用比率が48%であり、概ね達成できている。

Ｈ１９
実施済

学校教育課 関係各課

　女性が社会教育活動に参加し、多様な活動を通じて能力
を発揮できるよう、各委員会委員の委嘱について女性委員
の登用を推進する。

Ａ

　･社会教育委員（4名/12名）
　・公民館運営審議会委員（2名/10名）
　・文化財保護審議会委員（0名/11名）
　・図書館協議会委員（6名/8名）
　・青少年センター運営協議会委員（6名/26名）
　平成19年4月の委員委嘱により目標数値を上回る登用比率
を達成した。

Ｈ１９
実施済

社会教育課 関係各課

25%実施
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平成２２年度　行政改革実施計画進捗状況一覧表
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平成１８～２２年度実施計画

区分・推進事項・実施項目

１ (1) ア 　男女共同参画市民意欲啓発事業の実践

実施

　固定的な性別役割分担意識は女性の生き方だけにとどま
らず男性の生き方にも影を落としている。
　男女が対等なパートナーであるとの意識を醸成するに
は、社会のあらゆる分野において男女共同参画を推進し、
意識啓発及び女性リーダーの育成を目指す必要がある。

Ｃ

　「日本女性会議2010きょうと」（京都府京都市）への派
遣
　市民4人が参加し、男女共同参画について研修すること
で、女性リーダーの育成に寄与することができた。
　男女共同参画社会づくりパンフレット作成
　「伊予市男女共同参画基本計画」の概要を周知するとと
もに、「日本女性会議2010きょうと」の内容を掲載し、男
女共同参画の意識啓発を図った。

成果有 まちづくり創造課 H22よりまちづくり創造課

　女性の人材養成のための講座の開催

実施

　様々な分野での男女共同参画を推進するとともに、女性
自らが意識改革し能力を向上させていくことが重要と捉
え、女性の能力開発や様々な支援等についてのセミナーを
開催する。

Ｂ

　自分らしさの発見、自己アピールをテーマに、女性の
チャレンジ支援セミナーを2回開催し、子育て等で一旦仕事
を中断している女性の再就職等を応援することができた。 Ｈ１９

実施済
企画財務課

　市主催会合への男女参加比率 　以下に分割記述 Ｃ 　以下に分割記述 成果有 関係各課

　主催者側において、出来る範囲で女性に案内するなど
し、参加しやすい環境づくりに努める。

Ｃ

　Ｈ19は、市政懇談会（双海地区）への女性の参加割合
8.7％
　Ｈ20は、会合なし。
　Ｈ21は、会合なし。
　Ｈ22は、会合なし。

進行中 総務課 関係各課

　住民自治や地域特性を活かした地域づくりを進める上で
女性の参画が不可欠である。様々な分野での市主催会合へ
の女性の参加を促進するため、啓発を積極的に行う。 Ｄ

　女性の参加について特に啓発を行っていない。
　市主催会合について女性の参画は進んできているが、具
体的な比率等の把握が難しい。 未着手 まちづくり創造課

関係各課
H22よりまちづくり創造課

　急速な少子高齢化や核家族化あるいは女性の社会進出の
拡大等、社会情勢の変化に伴い女性の役割が見直される
中、積極的に市主催の会合や行事等への参加を促し、男女
共同参画社会の形成を図る。

Ｃ

　Ｈ20は、認知症サポーター養成講座を市内22か所で、
キャラバンメイト養成研修を市民会館で、また、ＮＨＫ
ハートフォーラムin伊予市をウェルピア伊予でそれぞれ開
催したが、上記と同様に高齢者家庭相談員や民生児童委
員、婦人会、家族介護者など多くの女性の参加を得て実施
することができた。
　Ｈ21・22は、市主催の会合等なし。

成果有 長寿介護課 関係各課

　所管の各団体主催の会合での女性並びに男性の参加を呼
びかけ、男女それぞれの参加が得られるようにすすめる。

Ｃ

　昨年度と同様、農山漁村男女共同参画社会づくり推進協
主催の研修会に男性の参加を得ることができた。
　しかし、その他の団体主催の会合での男女比率の向上は
まだ進んでいない。

成果有 産業経済課 関係各課

　ＰＴＡ等女性の参加者のほうが多いため、子どもたちの
教育の場に男性の参加を促進する。

Ｅ

　Ｈ22は、子どもたちが関わる休日会合等の推奨は、平日
が休日となる弊害を生み批判も多い等、有効な手法は見つ
かっていない。
　Ｈ23は、依然として男性の参加率は低いが、子どもたち
と接する機会・時間が女性の方が比較的多いという観点か
ら、また休日会合等についての開催要望も特段なく、問題
点とするか再考の必要がある。

成果無 学校教育課 関係各課

　女性が社会教育の各種会合に参加し、多用な活動を通じ
て能力を発揮できるよう大会参加を促進する。

Ｃ

　Ｈ20は、幅広く広報活動を行い、周知したことにより女
性の参加が増えた。
　Ｈ21は、今年度はＰＴＡに幅広く広報活動を行い、周知
したことにより女性の参加が増えた。
　Ｈ22は、女性のシンポジストを活用したことにより、関
係団体等の女性の参加が見込まれる。

成果有 社会教育課 関係各課

　自治基本条例の策定

検討 実施

　市民と行政が対等なパートナーとしての役割と責任の
下、協働のまちづくりを進めるため、自治の基本ルールと
なる自治基本条例の策定が求められている。
　市民の権利・責務、議会や市の執行機関等の機能と権能
を明らかにし、参画と協働のまちづくりを推進するための
ルールを策定する。

Ｃ

　9月定例市議会において条例案が可決され、9月26日に公
布、1月1日に施行された。

Ｈ２１
実施済

企画財務課

　自治基本条例行動計画の策定

検討・実施

　市民の権利・責務、議会や市の執行機関等の機能と権能
を明らかにし、参画と協働のまちづくりを推進するための
ルールを策定する。

Ｄ

　自治基本条例は制定されたが、行動計画は未策定であ
る。
　平成22年度には、条例の施行状況等について調査協議す
るため参画協働推進委員会を設置することとしており、平
成23年度以降、同委員会において行動計画の策定について
検討を行う予定である。

進行中 まちづくり創造課 H22よりまちづくり創造課

1:1

 イ　住民自治の推進

1:1実施

実施
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平成１８～２２年度実施計画

区分・推進事項・実施項目

１ (1) イ 　自治基本条例の認知度

実施 50%

　行政や住民の権利・責務を明確にするための自治基本条
例を整備し、参画と協働のまちづくりを推進するため、住
民への周知を図る。

Ｃ

　市民の認知度33％（市民満足度査結果）
　市民満足度調査結果によると条例の認知度は非常に低い
ものであったため、各地域にて住民自治制度と併せ説明を
行うとともにホームページを活用し周知を図った。
　平成23年度以降は広報紙にも記事を掲載するなど更なる
認知度の向上に向け、鋭意取り組んでいく予定である。

成果有 まちづくり創造課 H22よりまちづくり創造課

　自治支援センターの設置

実施

　住民自治組織の設立・運営等を支援するため、自治支援
センターを設置する。支援の内容については、情報支援
（制度面・法制面での情報を提供したり、他の地域におけ
る先進的な事例を紹介する）及び技術的支援（相談窓口の
設置や会議や活動に対するアドバイス）等を行うことと
し、いわゆる住民自治の「駆け込み寺」的な存在を目的と
する。

Ｃ

　平成22年4月に協働推進拠点施設条例の規定に基づき、市
内4箇所に自治支援センターが設置された。
　各地域事務所に配置されている住民自治担当を中心に自
治支援センターも活用しながら、住民自治の拡大・発展に
努める。 実施済

行革推進室
まちづくり創造課
中山地域事務所

H19より行政改革政策推進室
H20より企画財務課
H22よりまちづくり創造課

　住民自治組織の構築

3ヵ所 順次拡充

　市民が、お互いに助け合いながら、自己責任・自己決定
において、活動や課題解決に取り組むことを目的とした
『住民自治組織』の形成を支援する。
　また、住民自治組織にとって不可欠ともいえる「まちづ
くり計画（地域の課題解決や将来像を登載したもの）」の
策定についても支援を行う。
　
　自ら地域課題に取り組む住民自治組織を育成するため、
下灘地区において合同学習会を開催し、合せて集落座談会
を開催し、地域の課題に対する取り組みのあり方について
住民に対する啓発を行ったり、問題認識状況や意見を把握
したりする取り組みを行う。

Ｃ

　Ｈ20は、モデル地区である佐礼谷地区において、平成２
０年６月１日に伊予市初となる住民自治組織「住民自治さ
れだに」が発足した。
　その役員や部員を中心に、地域の長所・短所、やりたい
こと、やらなければならないことなどの各項目を抽出した
上で、基本方針、実践活動などについて１年間かけて協議
し、佐礼谷地区の未来創造図ともいえる「佐礼谷地域まち
づくり計画」を策定した。
　Ｈ21は、下灘15地区から選出された委員を対象として、
下灘地区合同学習会を６回開催し、住民自治に関する知識
を深めてもらうとともに周知を図った。
　支援団体（グリーンツーリズム）に市の支援等について
説明を行った。
　Ｈ22は、下灘地区合同学習会を開催し、住民自治に関す
る知識を深めてもらうとともに周知を図った。（検討会2回
開催、合同学習会3回開催、集落座談会15集落で開催。）
　大平地区において住民自治に関する知識を深めてもらう
ための説明会を開催した。
　Ｈ23は、地域おしこ協力隊を招へいし、住民自治の推進
を支援してもらう予定。

成果有
まちづくり創造課
地域事務所

H22よりまちづくり創造課

　自主防災組織の設置

50% 100%

　大災害発生時において被害の軽減が図れる地域づくりを
推進するため、自主防災組織を市内全域に整備する。

Ｃ

　地域における自主防災意識の高まりにより、自主防災組
織は全地区で結成され目標は達成できた。今後、自分たち
の地域に即した「自分たちの地域は、自分たちで守る」と
言う住民自治意識の下、より良い共助体制の確立を図りつ
つ地域の防災力を高める必要がある。
　※平成2１年度未実績　100％

Ｈ２１
実施済

防災安全課 H19より防災安全課

　市民と行政の協働推進指針の策定

検討・実施

　施策推進に効果的な協働事業の実践と検討を行うことに
より、役割分担を明確にする。

Ｄ

　自治基本条例は制定されたが、協働推進指針は未策定で
ある。
　Ｈ22には、条例の施行状況等について調査協議するため
参画協働推進委員会を設置することとしており、Ｈ23以
降、同委員会において協働推進指針の策定について検討を
行う予定である。

進行中 まちづくり創造課 H22よりまちづくり創造課

　市民及び職員の協働意識の醸成

実施

　大字や集落等ごとに様々な住民組織があり、その活動内
容や取組姿勢にも温度差が伺える。また、職員も協働事業
についての理解が十分浸透しているとは言えない。
　施策推進に効果的な協働事業の実践と検討を行うことに
より、市民と行政の役割分担を明確にしていく中で、市民
及び職員がともに協働についての意識啓発を図っていく必
要がある。

Ｃ

　自治基本条例及び関連例規の周知啓発を通し、市民・職
員の協働意識の醸成を図った。

成果有 まちづくり創造課 H22よりまちづくり創造課

 ウ　市民と行政の役割分担の明確化
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平成２２年度　行政改革実施計画進捗状況一覧表

Ｈ１８ Ｈ１９ Ｈ２０ Ｈ２１ Ｈ２２ 改革内容 進捗評価 成　　果 到達評価 関係課 関連課

　　　　　　　 評価凡例 ：〔進捗評価〕 Ａ…計画より早まっているもの　Ｂ…計画どおりに進んでいるもの　Ｃ…計画より多少遅れているもの　Ｄ…計画どおり進んでいないもの　Ｅ…計画を見合わせたもの

平成２２年度実施状況

          　　　　　　　　〔到達評価〕 実施済…協議・調整が完了し成果を上げたもの　成果有…〃中だが成果を上げつつあるもの　進行中…〃中だが成果には至ってないもの　未着手…何も実施できていないもの　成果無…成果が無かったもの

平成１８～２２年度実施計画

区分・推進事項・実施項目

１ (1) ウ 　住民自治組織の構築[再掲]

3ヵ所 順次拡充

　市民が、お互いに助け合いながら、自己責任・自己決定
において、活動や課題解決に取り組むことを目的とした
『住民自治組織』の形成を支援する。
　また、住民自治組織にとって不可欠ともいえる「まちづ
くり計画（地域の課題解決や将来像を登載したもの）」の
策定についても支援を行う。

Ｃ

　Ｈ20は、モデル地区である佐礼谷地区において、平成２
０年６月１日に伊予市初となる住民自治組織「住民自治さ
れだに」が発足した。
　その役員や部員を中心に、地域の長所・短所、やりたい
こと、やらなければならないことなどの各項目を抽出した
上で、基本方針、実践活動などについて１年間かけて協議
し、佐礼谷地区の未来創造図ともいえる「佐礼谷地域まち
づくり計画」を策定した。
　Ｈ21は、下灘15地区から選出された委員を対象として、
下灘地区合同学習会を６回開催し、住民自治に関する知識
を深めてもらうとともに周知を図った。
　支援団体（グリーンツーリズム）に市の支援等について
説明を行った。
　Ｈ22は、下灘地区合同学習会を開催し、住民自治に関す
る知識を深めてもらうとともに周知を図った。
　大平地区において住民自治に関する知識を深めてもらう
ため説明会を開催した。
　Ｈ23は、地域おしこ協力隊を招へいし、住民自治の推進
と地域コミュニティの維持・強化のための取り組みを計画
している。

成果有
まちづくり創造課
地域事務所

H22よりまちづくり創造課

　住民自治組織への支援

検討・実施

　地域分権と少子・高齢化に対応し、地域において住民自
治を推進するため、市民と行政が対等の立場で相互に補完
し合う協働のまちづくりを進め、活動拠点施設の整備など
市民の活動を支援するとともに、地域内分権を推進し、地
域の自立と活性化に努め、市民の公共的活動や行政参画を
推進する。

Ｃ

　地域おこし協力隊の招へい。住民自治されだににおける
コミュニティビジネスへの取り組みや法人化に向けての検
討に関する支援を行っている。
　特産品開発に関する支援。講師の招へい（地域おこし研
修会の開催）や、特産品開発部会の協議に出席し、助言を
行った。
　地域外（大学等）との交流・及び連携の支援。Ｅ４の受
入れ、県の支援事業を活用したマッチング事業（聖カタリ
ナ大学との葦刈り）、研修視察受入れ（愛媛大学、松山大
学、西予市、越前市）の支援を行った。また、きてみん祭
やマッチング事業においてアンケートを実施し、意向調査
を行った。
　農地・水・環境保全対策支援制度を活用した遊休農地へ
の取り組み支援。地域の若者を中心に遊休農地に芋、とう
もろこし等を作付けし、地域の子どもたちとの交流イベン
トの開催や、きてみん祭等イベントでの出店に関する支援
を行った。
　Ｈ23には、双海地区への地域おこし協力隊の招へいも予
定している。

実施済
行革推進室
まちづくり創造課
中山地域事務所

H19より行政改革政策推進室
H20より企画財務課
H22よりまちづくり創造課

　自主防災組織の設置[再掲]

50% 100%

　大災害発生時において被害の軽減が図れる地域づくりを
推進するため、自主防災組織を市内全域に整備する。

Ｃ

　地域における自主防災意識の高まりにより、自主防災組
織は全地区で結成され目標は達成できた。今後、自分たち
の地域に即した「自分たちの地域は、自分たちで守る」と
言う住民自治意識の下、より良い共助体制の確立を図りつ
つ地域の防災力を高める必要がある。
　※平成2１年度未実績　100％

Ｈ２１
実施済

防災安全課 H19より防災安全課

　社会教育事業における市民と行政の役割分担の適正化

実施

　従来から、行政が企画・運営する事業に対して市民が参
加する参加依頼型の事業が多い。
　社会教育事業における行政の役割を適正化することによ
り、市民との協働による市民主体の事業への転換を図る。 Ｃ

　Ｈ21は、総合文化祭・和太鼓の集い等において組織活動
が充実し、自主的な取り組みが図られた。
　Ｈ22は、住民自治されだにの立ち上げにより、佐礼谷地
区では行政主導から住民主導に切り換えつつある。
芸能発表会（双海）などでも、自主運営範囲が広がってき
ている。

成果有 社会教育課

　まちづくり活動支援策の策定

検討 実施

　市民の自主的な町づくり活動の育成を図るため、ボラン
ティアや協働事業に対しての支援策を実施する。

Ｃ

　Ｈ20は、住民自治推進事業とあわせて実施することとし
た。
　Ｈ21は、平成19年に制定した伊予市住民自治活動支援規
則及び伊予市住民自治活動支援補助金交付要綱に基づき、
市民団体が文化的活動に取り組んでいる「伊豫國アルテ・
ガレリア」に補助金を交付し、市民の文化意識の醸成を支
援した。
　Ｈ22は、伊予市魅力ある地域づくり事業補助金交付要綱
に基づき、地域リーダーの育成に取り組んでいる「Ｅ４プ
ラットフォーム」に補助金を交付し、人材育成事業の活動
支援を行った。
　平成23年度以降も、市民の自主的なまちづくり活動を行
う団体に対し支援を行っていく予定。

成果有 まちづくり創造課 H22よりまちづくり創造課

 エ　市民の自主的な活動の支援や連携
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平成２２年度　行政改革実施計画進捗状況一覧表

Ｈ１８ Ｈ１９ Ｈ２０ Ｈ２１ Ｈ２２ 改革内容 進捗評価 成　　果 到達評価 関係課 関連課

　　　　　　　 評価凡例 ：〔進捗評価〕 Ａ…計画より早まっているもの　Ｂ…計画どおりに進んでいるもの　Ｃ…計画より多少遅れているもの　Ｄ…計画どおり進んでいないもの　Ｅ…計画を見合わせたもの

平成２２年度実施状況

          　　　　　　　　〔到達評価〕 実施済…協議・調整が完了し成果を上げたもの　成果有…〃中だが成果を上げつつあるもの　進行中…〃中だが成果には至ってないもの　未着手…何も実施できていないもの　成果無…成果が無かったもの

平成１８～２２年度実施計画

区分・推進事項・実施項目

１ (1) エ 　まちづくり活動支援対象事業数

→ 6事業

　市民の自主的な町づくり活動の育成を図るため、ボラン
ティアや協働事業に対しての支援策を実施する。

Ｃ

　Ｈ20は、住民自治推進事業とあわせて実施することとし
た。
　Ｈ21は、平成19年に制定した伊予市住民自治活動支援規
則及び伊予市住民自治活動支援補助金交付要綱に基づき、
市民団体が文化的活動に取り組んでいる「伊豫國アルテ・
ガレリア」に補助金を交付し、市民の文化意識の醸成を支
援した。
　Ｈ22は、伊予市魅力ある地域づくり事業補助金交付要綱
に基づき、地域リーダーの育成に取り組んでいる「Ｅ４プ
ラットフォーム」に補助金を交付し、人材育成事業の活動
支援を行った。
　平成23年度以降も、市民の自主的なまちづくり活動を行
う団体に対し支援を行っていく予定

成果有 まちづくり創造課 H22よりまちづくり創造課

　自治支援センターの設置[再掲]

実施

　住民自治組織の設立・運営等を支援するため、自治支援
センターを設置する。支援の内容については、情報支援
（制度面・法制面での情報を提供したり、他の地域におけ
る先進的な事例を紹介する）及び技術的支援（相談窓口の
設置や会議や活動に対するアドバイス）等を行うことと
し、いわゆる住民自治の「駆け込み寺」的な存在を目的と
する。

Ｃ

　平成22年4月に協働推進拠点施設条例の規定に基づき、市
内4箇所に自治支援センターが設置された。
　各地域事務所に配置されている住民自治担当を中心に自
治支援センターも活用しながら、住民自治の拡大・発展に
努める。

実施済
行革推進室
まちづくり創造課
中山地域事務所

H19より行政改革政策推進室
H20より企画財務課
H22よりまちづくり創造課

　市民・企業と協働した防犯事業の推進

検討 実施

　防犯情報を提供するシステムを整備し、市民の安全・安
心な暮らしにつながる情報を提供する。

Ａ

　防犯情報の提供システムの構築・安全安心メール配信シ
ステムの構築
　伊予市防犯・防災情報配信サービス提供事業に取り組
み、安全安心メールの配信を行い、防犯・不審者情報等を
提供するシステムを構築できた。

Ｈ２０
実施済

防災安全課

　福祉ボランティアセンターの充実

設置 実施

　ボランティア団体の取りまとめやボランティアの育成・
相談窓口が担当課ごとに違うため、社会福祉協議会内にボ
ランティアセンターを設置し対応の一元化を図る。

Ｂ

　Ｈ18にボランティアセンターを設置しボランティア育
成・相談活動が円滑に行えるようになった。
　相談件数　25件

Ｈ１９
実施済

福祉課

　地域福祉実践リーダーの養成

検討 実施

　民生児童委員等の団体がそれぞれに研修を行い地域福祉
の担い手となっているため、地域福祉実践リーダーの養成
を一元的に実施する必要がある。

Ｂ

　ボランティア受け入れ側である施設からの意見聴取を通
して要望に沿った講座内容を検討した結果、障害者を物理
的に支援するものから障害者のメンタル面の支援に関わる
内容に変更した。
　講座を通じて新たなボランティアグループが生まれる手
助けとなるよう運営を進めた結果、受講終了後実際に活動
を始める個人が現れるなど、効果が現れた。
　4講座　延べ23回・延べ受講者数　319人
　3イベント参加者数　117人

Ｈ１９
実施済

福祉課

　景観形成事業への市民参加の推進

検討 実施

　多彩で豊かな自然を保全しつつ、その財産を活かした景
観の形成をどのように図るべきかを検討し、多様な地域が
共生する分散型のまちづくりを進めるため市民参加による
景観計画の策定を目指す。

Ｃ

　Ｈ20は、景観に関する住民アンケートを実施した。集計
結果を基に住民の景観に対する考え方を把握し、景観計画
の方向性を検討する。
　Ｈ21は、庁内景観計画検討委員会を立ち上げ、景観計画
策定に向けた資料収集作業を行なった。庁内検討委員会は
３回開催した。
　Ｈ22は、学識経験者等による外部検討委員会を立ち上
げ、景観計画策定に向け作業を進め、景観計画（案）の策
定を行った。

実施済
産業経済課
都市整備課

　健康づくり地区組織活動の推進

検討 実施

　市民一人ひとりが主体的に健康づくりに取り組むことが
できるよう地区組織活動の支援を行う。

Ｂ

　「いよし健康づくりの会」設立総会を開催するに至っ
た。
　現在、市内5支部（会員数　272名）において栄養・運動
等の教室を開催し、継続して支部活動が実施されるよう支
援すると共に、協働で健康づくり事業を行い市民一人ひと
りが主体的に健康づくりに取り組み活動していく基盤づく
りができた

Ｈ１９
実施済

健康増進課

　青少年に対するボランティア教育の推進
実施

　活動が活発な愛護班、ＰＴＡなどの諸活動や公民館活動
のなかで、ボランティア活動の研修会を随時開催し、意識
の啓発を図る。

Ｃ

　社会教育各事業の中で福祉ボランティア、清掃奉仕等の
実践活動を取り入れ意識啓発が図れた。

Ｈ２０
実施済

社会教育課

　まちづくり活動支援策の策定[再掲]

検討 実施

　市民の自主的な町づくり活動の育成を図るため、ボラン
ティアや協働事業に対しての支援策を実施する。

Ｃ

　Ｈ20は、住民自治推進事業とあわせて実施することとし
た。
　Ｈ21は、平成19年に制定した伊予市住民自治活動支援規
則及び伊予市住民自治活動支援補助金交付要綱に基づき、
市民団体が文化的活動に取り組んでいる「伊豫國アルテ・
ガレリア」に補助金を交付し、市民の文化意識の醸成を支
援した。
　Ｈ22は、伊予市魅力ある地域づくり事業補助金交付要綱
に基づき、地域リーダーの育成に取り組んでいる「Ｅ４プ
ラットフォーム」に補助金を交付し、人材育成事業の活動
支援を行った。
　平成23年度以降も、市民の自主的なまちづくり活動を行
う団体に対し支援を行っていく予定

成果有 まちづくり創造課 H22よりまちづくり創造課

 オ　市民主体の参画型行事の推進
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平成２２年度　行政改革実施計画進捗状況一覧表

Ｈ１８ Ｈ１９ Ｈ２０ Ｈ２１ Ｈ２２ 改革内容 進捗評価 成　　果 到達評価 関係課 関連課

　　　　　　　 評価凡例 ：〔進捗評価〕 Ａ…計画より早まっているもの　Ｂ…計画どおりに進んでいるもの　Ｃ…計画より多少遅れているもの　Ｄ…計画どおり進んでいないもの　Ｅ…計画を見合わせたもの

平成２２年度実施状況

          　　　　　　　　〔到達評価〕 実施済…協議・調整が完了し成果を上げたもの　成果有…〃中だが成果を上げつつあるもの　進行中…〃中だが成果には至ってないもの　未着手…何も実施できていないもの　成果無…成果が無かったもの

平成１８～２２年度実施計画

区分・推進事項・実施項目

１ (1) オ 　まちづくり活動支援対象事業数[再掲]

→ 6事業

　市民の自主的な町づくり活動の育成を図るため、ボラン
ティアや協働事業に対しての支援策を実施する。

Ｃ

　Ｈ20は、住民自治推進事業とあわせて実施することとし
た。
　Ｈ21は、平成19年に制定した伊予市住民自治活動支援規
則及び伊予市住民自治活動支援補助金交付要綱に基づき、
市民団体が文化的活動に取り組んでいる「伊豫國アルテ・
ガレリア」に補助金を交付し、市民の文化意識の醸成を支
援した。
　Ｈ22は、伊予市魅力ある地域づくり事業補助金交付要綱
に基づき、地域リーダーの育成に取り組んでいる「Ｅ４プ
ラットフォーム」に補助金を交付し、人材育成事業の活動
支援を行った。
　平成23年度以降も、市民の自主的なまちづくり活動を行
う団体に対し支援を行っていく予定

成果有 まちづくり創造課 H22よりまちづくり創造課

　市民参画型の観光イベント事業への見直し

検討 実施

　行政主導型から、観光協会や実行委員会が主催である真
の住民主導型の観光イベントを目指す。
　実施主体を観光協会から第三セクター主催に一部移行す
る。

Ｃ

　Ｈ19は、第三セクターの主催事業として自主的な運営へ
と移行するとともに、補助金の削減にもつながった。
　Ｈ20は、双海地域において第三セクターの主催事業とし
て位置づけたことにより、経費の節減につながったものの
市職員による企画・運営等が行われている。
　Ｈ21は、双海地域において市職員による企画を呼びかけ
によって集まったボランティアにより運営する市民参加型
のイベントに取り組んでいる。

Ｈ２１
実施済

産業経済課

　市民による企画・運営事業の推進

実施

　企画段階における市民の参画が単なる行政からの提案の
承認であったり、運営においても行政が主体とならなかれ
ばならない事業が多いため、現在の行政主導の事業体系か
ら市民の主体的な取り組みを行政が支援する形態に改める
必要がある。

Ｃ

　Ｈ20は、住民自治組織の推進地区（佐礼谷）において、
公民館と自治組織運営との具体的な協力体制について協議
を行った。
　Ｈ21は、上灘・下灘地区公民館運営委員会を合同で開
催。また、各種イベントを実行委員会方式とし企画・運営
が主体的に行われた。

Ｈ２１
実施済

社会教育課

　パブリックコメント手続制度の導入

検討 検討・実施

　これまで市民の意見聴取は、アンケートや地域懇談会・
審議会への参画などにより行ってきたが、市民と行政との
協働によるまちづくりを一層推進するため市民が政策形成
過程へ参画する手段として、パブリックコメント手続につ
いての制度を策定する。

Ｂ

　行政上の意思決定の公正の確保と透明性の向上を図り、
市民参画を促進し、もって市民との協働による開かれた市
政の推進に資するために「伊予市意見公募手続条例」を策
定した。（平成19年12月26日制定・平成20年4月1日施行）

Ｈ１９
実施済

企画財務課

　パブリックコメント手続の実施率 　以下に分割記述 Ｂ 　以下に分割記述 実施済 関係各課

　市の重要な施策に市民の意見を反映させることにより、
市政への信頼性を確保するため、意見公募手続制度に基づ
きパブリックコメントを実施する。

Ｂ

　Ｈ20は、市長部局：3件、その他審議会等：2件、実施率
100％
　Ｈ21は、市長部局：12件、実施率100％
　Ｈ22は、市長部局：3件、その他審議会等：1件、施率
100％

実施済 まちづくり創造課
関係各課
H22よりまちづくり創造課

　各種計画の策定に当たり、広く意見を聴取し、計画に反
映させるためにパブリックコメントを実施する。 Ｂ

　平成21年度に策定をした「次世代育成支援行動計画」で
実施し、平成23年度には「障害者福祉計画」について実施
を予定している。

実施済 福祉課 関係各課

　ぬくもりのあるまちづくりを目指した、伊予市の実情に
合ったより良い計画を策定するために、広く意見を聴取
し、政策に反映させる。

Ｂ

　Ｈ20は、伊予市高齢者保健福祉計画・第4期介護保険事業
計画について、平成21年1月中にホームページ、市役所及び
各地域事務所の市政情報コーナーに素案を公表し、ファッ
クスならびにＥメールで意見公募を行ったが、意見提出は
なかった。
　Ｈ21・22は、パブリックコメント手続きを要する事業は
本年度はなかったため未実施。

実施済 長寿介護課 関係各課

　食育基本法に基づいて、本市の食育推進計画を策定する
に当たりパブリックコメントを実施する。 Ｂ

　伊予市食育推進計画策定においてＨＰや庁舎、地域事務
所等での閲覧対応を行い､市民の意見公募を行ったが、市民
からの意見はなかった。

実施済 健康保険課 関係各課

　法令で公告・縦覧等のパブリックコメントの実施が定め
られたもの、また意見公募手続制度に基づくパブリックコ
メントが必要な整備計画等について、的確に手続きをすす
める。

Ｂ

　農業振興地域整備計画の全体見直し・個別除外、森林整
備計画の改正に伴い、公告・縦覧等によりパブリックコメ
ントの手続きを実施した。また、農山漁村活性化プロジェ
クト支援交付金事業（赤坂地区）において、計画案の公表
によるパブリックコメント手続きを実施した。

実施済 産業経済課 関係各課

　条例の改廃や総合計画等の決定に際し、行政上の意志決
定における公正の確保と透明性の向上を図るため、意見公
募等により市民からの意見を求め、市の考え方を説明す
る。

Ｂ

　Ｈ20…都市総合文化施設、公園及び市営住宅管理条例の
改正については、伊予市意見公募手続き制度により条例改
正についての意見公募を実施した。3件の条例改正に対する
意見は提出されなかった。
　Ｈ21・22…該当する事案はなかった。

実施済 都市整備課 関係各課

　条例の改廃や総合計画等の意思決定の際に、市民の意見
を広く取り入れ、政策等に反映させるべくパブリックコメ
ント手続きを実施する。

Ｂ

　Ｈ21は、地域水道ビジョン策定に関して、パブリックコ
メントにて意見を求めた。
　Ｈ22は、該当する案件がなかったため未実施。

実施済 水道課 関係各課

→ 100%

 (2)　公正で透明な市政の推進

 ア　パブリックコメント手続等の制度の導入
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平成２２年度　行政改革実施計画進捗状況一覧表

Ｈ１８ Ｈ１９ Ｈ２０ Ｈ２１ Ｈ２２ 改革内容 進捗評価 成　　果 到達評価 関係課 関連課

　　　　　　　 評価凡例 ：〔進捗評価〕 Ａ…計画より早まっているもの　Ｂ…計画どおりに進んでいるもの　Ｃ…計画より多少遅れているもの　Ｄ…計画どおり進んでいないもの　Ｅ…計画を見合わせたもの

平成２２年度実施状況

          　　　　　　　　〔到達評価〕 実施済…協議・調整が完了し成果を上げたもの　成果有…〃中だが成果を上げつつあるもの　進行中…〃中だが成果には至ってないもの　未着手…何も実施できていないもの　成果無…成果が無かったもの

平成１８～２２年度実施計画

区分・推進事項・実施項目

１ (2) ア 　行政評価におけるパブリックコメントの導入

検討 実施

　行政に関する情報を市民との共有財産であるとの認識に
立ち、パブリックコメント制度の趣旨を踏まえ、市民に対
して意見公募を行う仕組みを行政評価システムに導入す
る。

Ｂ

　6月から市のホームページを利用し、インターネット上で
昨年度の事務事業に関する評価結果の公開を開始し、7月か
らは市民の皆さんからご意見をいただく行政評価公開ＷＥ
Ｂシステムを稼動した。
　市の広報紙やホームページによる啓発、地方新聞にも取
り上げられるなど、一定の周知を行いながら1ヶ月の公募期
間を設けたが、期間中に市民の皆さんからの応募はいただ
けなかった。
　公開ＷＥＢシステムを利用した評価の閲覧件数は月に200
件を超えたものの、このシステムを利用して意見提出を行
うには、氏名・住所・メールアドレス・年齢・性別・職業
を初期登録する必要があることが影響してか、登録者は4名
に留まった。

Ｈ２０
実施済

行革推進室

　市政モニター制度の導入

検討 実施 Ｅ

　市民満足度調査の実施により、市政モニター制度につい
ては実施を見送る。 Ｈ２０

成果無
企画財務課

　審議会等の会議及び会議録の公開 　以下に分割記述 Ｃ 　以下に分割記述 成果有 関係各課

　審議会等の承認を得た上で、ホームページ等で会議録の
公開を実施する。 Ｃ

　市長等の給料額を決定するため、特別職報酬等審議会を
開催し、その会議録をホームページに掲載した。

Ｈ２１
実施済

総務課 関係各課

　住民等への説明責任を果たし情報を共有することで市政
の公正の確保と透明性の向上を図ることを目的に、各種の
審議会等の会議を公開するとともに会議録をホームページ
等により公開する。

Ｃ

　伊予市自治基本条例第22条の規定に基づき制定した「伊
予市審議会等の委員の公募並びに会議及び会議録の公開に
関する規則」の規定により、本年度開催された審議会等に
おいては会議及び会議録の公開を行っている。

実施済 まちづくり創造課
関係各課
H22よりまちづくり創造課

　市民の市政への参画意識の向上を図るため、防災会議・
国民保護会議の委員に承認を得た上で会議録を公開する。

Ｄ

　Ｈ21は、会議内容により公開・非公開を決定する必要が
あるため、ホームページでの会議録公開は実施していな
い。
　なお、安全安心まちづくり推進協議会で協議した交通安
全推進対策等については、交通安全推進パンフレット作成
し、全戸に配布し周知を行った。
　Ｈ22は、防災会議及び国民保護協議会については、審議
に付すべき重大案件がなく、書類による持回り協議とし
た。
安全安心まちづくり推進協議会を含め、公開に向けて進め

進行中 防災安全課 関係各課

　他の自治体では、介護保険事業計画策定委員会等の会議
録を公開しているところもあるので、今後、計画素案に対
する市民の積極的な意見聴取を求めるため、会議録等の公
開に努める。

Ｄ

　地域密着型サービス運営委員会・地域包括支援センター
運営協議会・福祉有償運送運営協議会の委員会・協議会を
開催したが、会議録の公開には至っていない。
引き続き検討を重ねることとする。

進行中 長寿介護課 関係各課

　伊予市食育推進計画策定のために、開催した策定会議3回
分の議事録をＨＰで一般公開する。 Ｃ

　伊予市食育推進計画策定のために、3回開催した同策定会
議の議事録をＨＰに掲載して、情報公開を行った。 実施済 健康保険課 関係各課

　市の環境衛生に関する条例や基本計画について審議をし
た場合には、審議結果を公表する。

Ｄ

　Ｈ19は、環境審議会での審議内容は公表しなかった。今
後は、審議会の開催と審議内容について、ホームページで
公表して行くこととする。
　Ｈ20は、審議会の開催なし。
　Ｈ21は、審議会の開催なし。

進行中 市民生活課 関係各課

　審議会等の開催にあたり、会議内容の公開をすすめてい
く。

Ｄ

　中小企業融資制度審査委員会は、商工会議所に委託し、
企業融資誘致促進委員会については、開催されなかった。
　その他、農業関係の会議内容の開示困難である審査会
（農業経営改善計画認定審査会）の開催はあったが、公開
可能である審議会の開催はなかった。

進行中 産業経済課 関係各課

　都市計画審議会を公開している自治体もあるので、実施
内容を調査し、審議会が公開できるか検討を行う。

Ｄ

　Ｈ20は、庁内会議において会議内容をとりまとめていな
い会があったため、来年度より内容を記録するよう努め
る。
　Ｈ21・22は、都市計画審議会は開催されなかったため、
審議内容を公開すべきか判断しなかった

進行中 都市整備課 関係各課

　上下水道事業運営審議会の承認を得た上で会議録を公開
し、ホームページ等で周知・理解の浸透を図る。 Ｄ

　運営審議会意見の集約が年度末となり、会議内容の公表
もしくは会議録の公開に至っていない。 進行中 水道課 関係各課

　上下水道事業運営審議会の承認を得た上で会議録を公開
し、ホームページ等で周知・理解の浸透を図る。 Ｄ

　運営審議会意見の集約が年度末となり、会議内容の公表
もしくは会議録の公開に至っていない。 進行中 下水道課 関係各課

　農業委員会は農家の代表機関であり、活動内容や農業情
報について広報等によるＰＲを行い一層の啓蒙に努める。

Ｃ

　農業委員会定例会は毎月開催しており、農地の所有権移
転、賃貸借権・使用貸借権の設定及び農地転用の許認可等
に係る意見について審議しており、その審議の内容は議事
録を作成し事務局に備え付けており公開している。

実施済 農業委員会事務局 関係各課

実施
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平成２２年度　行政改革実施計画進捗状況一覧表

Ｈ１８ Ｈ１９ Ｈ２０ Ｈ２１ Ｈ２２ 改革内容 進捗評価 成　　果 到達評価 関係課 関連課

　　　　　　　 評価凡例 ：〔進捗評価〕 Ａ…計画より早まっているもの　Ｂ…計画どおりに進んでいるもの　Ｃ…計画より多少遅れているもの　Ｄ…計画どおり進んでいないもの　Ｅ…計画を見合わせたもの

平成２２年度実施状況

          　　　　　　　　〔到達評価〕 実施済…協議・調整が完了し成果を上げたもの　成果有…〃中だが成果を上げつつあるもの　進行中…〃中だが成果には至ってないもの　未着手…何も実施できていないもの　成果無…成果が無かったもの

平成１８～２２年度実施計画

区分・推進事項・実施項目

１ (2) ア 　選挙管理委員会に関する議案について、ホームページへ
の掲載を検討する。

Ｄ

　Ｈ19は、Ｈ17・4執行の市長・市議選挙における公費負担
のうち燃料費、ポスター作成に関する請求書の公開請求が
あり、諸手続きを経てその写しを交付した。
　Ｈ20・21・22は、公開実績なし。

進行中 行政委員事務局 関係各課

　委員会等の意向を踏まえ、ホームページ等を活用して会
議録等を公開する。 Ｃ

　双海地域中学校統合検討委員会等の会議録をホームペー
ジで公開した。
　学校評価のアンケート結果の公表。

Ｈ２０
実施済

学校教育課 関係各課

　市民の行政への参画意識を醸成し、公正と透明性の確保
するため審議会や会議の会議録を公開する。

Ｄ

　Ｈ20は、社会教育委員会、文化財保護審議委員会、図書
館協議会等の各委員会の会議録の様式について協議を行っ
た。
　Ｈ21は、主幹会において会議録の様式ついて協議を行っ
たが結論に至っていない。
　Ｈ22は、会議は公開できるが、一般への告知はしていな
い。

また、会議内容も記録はしているが、公開請求等の要望

進行中 社会教育課 関係各課

　市民公募に関する取扱指針の策定

検討 検討・実施

　審議会委員等の選任は学識経験者や各種団体の長などか
ら行われる場合が多く、一般市民が直接審議会に参画する
ことは稀なことである。
　参画と協働のまちづくりを推進するには、政策形成過程
へ市民が参画する仕組みを整備する必要があるため、審議
会委員等の公募制についての取扱指針を策定する。

Ｄ

　伊予市自治基本条例第22条の規定に基づき制定した「伊
予市審議会等の委員の公募並びに会議及び会議録の公開に
関する規則」の規定により、順次市民公募委員の参画が進
んでいるが、取扱指針は未策定である。
　H22に設置する参画協働推進委員会において、制度に沿っ
た運用がなされるよう、H23早期に指針の策定を行うことと
した。

進行中 まちづくり創造課

　行政評価委員会委員の公募

実施 実施

　市関係以外の委員で構成される行政評価委員会の委員と
して、公募による市民を募集し、選任された委員が外部評
価を行うことにより、住民の視点に立った市政運営の展開
と市民参画型のまちづくりを推進する。

Ｂ

　委員の改選期を迎えたことから公募による委員を募集
し、５人の応募者の中から書類選考により２人を選任し
た。
　留任とした学識経験者等４人の委員と今期新たに着任し
た委員との経験や知識の違いを如何に円滑に平準化するか
が課題であったが、行政評価制度に関する学習を行いなが
ら平行して平成２０年度事務事業についての外部評価を行
うことにより、市民目線での率直な意見が得られる効果が

Ｈ２１
実施済

行革推進室

　補助金等見直検討委員会委員の公募

実施

　第三者による補助金等審議会の委員として公募による市
民を募集し、市が交付する補助金の総点検を行うことによ
り、「市民と行政との協働によるまちづくり」にふさわし
い補助金制度の再構築に取り組む。 Ｂ

　公募による委員を募集し、3人の応募者の中から書類選考
により2人を選任し、市が交付する補助金等が既に役割を終
えていないか、公益性・公平性の原則が補完されている
か、施策に合致した重点配分を行うべきか等について、
「伊予市補助金等の見直し基準」に基づき、市民目線での
総点検（単独・団体補助63件）を行った。

Ｈ１９
実施済

行革推進室

　参画協働推進委員会委員の公募

実施

　市民が参画した推進体制として参画協働推進委員会を自
治基本条例の策定と並行して制度化を図る。

Ｄ

　自治基本条例第26条の規定に基づく参画協働推進委員会
については、平成22年度に設置に向け、委員の公募を行っ
たが、応募がなかったため、委員の選定方法について再検
討し、平成23年度の早い段階で設置することにした。

進行中 まちづくり創造課

　指針に基づく審議会・委員会等の市民公募率 　以下に分割記述 Ｃ 　以下に分割記述 成果有 関係各課

Ｃ

　特別職等報酬審議会を開催するに当たり、２人の委員を
公募した。 実施済 総務課 関係各課

　政策形成過程へ市民が参画する手段として、審議会委員
等の公募制についての取扱指針に基づき、審議会・委員会
等へ市民公募を行う。

Ｃ

　伊予市自治基本条例第22条の規定に基づき制定した「伊
予市審議会等の委員の公募並びに会議及び会議録の公開に
関する規則」の規定により、順次市民公募委員の参画が進
んでいるが、取扱指針は未策定である。
　H22に設置する参画協働推進委員会において、制度に沿っ
た運用がなされるよう、H23早期に指針の策定を行うことと
した。

成果有 まちづくり創造課 関係各課

　市民からの意見を広く聴取して政策に反映させるため、
出来る限り協議会委員等の市民公募に努める。

Ｂ

　Ｈ20は、介護保険事業計画策定委員会について、委員の
公募を実施し、男性1人、女性6人、計7人の応募があり、18
人の委員中、第1号被保険者（65歳以上）代表1人、2号被保
険者（40～64歳）代表1人を策定委員会委員として委嘱し
た。
　Ｈ21・22は、公募を要する審議会等の委員構成変えがな
かったため本年度は未実施。

実施済 長寿介護課 関係各課

　伊予市食育推進計画策定に当り、市と食育関係者及び一
般市民が協議を行うため、広報いよし7月号において策定委
員の公募を行う。 Ｂ

　平成22年７月から広報いよし及びＨＰで、伊予市食育計
画策定委員会委員の市民公募を行った。
　公募により募集定員を超える応募があり、選考会におい
て３名の委員を委嘱し、年間３回の食育推進計画策定委員
会を開催した。

実施済 健康保険課 関係各課

→ 100%

実施

 イ　審議会委員等の公募制の導入
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平成２２年度　行政改革実施計画進捗状況一覧表

Ｈ１８ Ｈ１９ Ｈ２０ Ｈ２１ Ｈ２２ 改革内容 進捗評価 成　　果 到達評価 関係課 関連課

　　　　　　　 評価凡例 ：〔進捗評価〕 Ａ…計画より早まっているもの　Ｂ…計画どおりに進んでいるもの　Ｃ…計画より多少遅れているもの　Ｄ…計画どおり進んでいないもの　Ｅ…計画を見合わせたもの

平成２２年度実施状況

          　　　　　　　　〔到達評価〕 実施済…協議・調整が完了し成果を上げたもの　成果有…〃中だが成果を上げつつあるもの　進行中…〃中だが成果には至ってないもの　未着手…何も実施できていないもの　成果無…成果が無かったもの

平成１８～２２年度実施計画

区分・推進事項・実施項目

１ (2) イ 　市民からの意見を広く聴取し、方針決定に反映させるた
め公募を行なう。 Ｄ

　Ｈ21は、景観計画外部委員の公募を実施したが、応募者
はなかった。
　Ｈ22は、該当する審議会等がなかった。

進行中 都市整備課 関係各課

　市民から広く意見を徴収し、上下水道事業の円滑な運営
を図るため、審議会委員の選任を市民公募にて行う。 Ｂ

　上下水道事業運営審議会委員15人のうち3名を市民公募
（広報いよし10月号及びホームページに掲載して募集）に
て選任した。

実施済 水道課 関係各課

　市民から広く意見を徴収し、上下水道事業の円滑な運営
を図るため、審議会委員の選任を市民公募にて行う。 Ｂ

　上下水道事業運営審議会委員15人のうち3名を市民公募
（広報いよし10月号及びホームページに掲載して募集）に
て選任した。

実施済 下水道課 関係各課

　文書取扱保存規定に基づく公文書の再整理

実施

　保存、管理等取扱いに関する方針を示し統一した制度運
用の推進を行う。
　また、文書登録簿を調製することにより適正な管理を図
る。

Ｃ

　公文書の適正な保存・管理がより効果的に行われるよう
文書取扱規程を改正するとともに、改正規程を適切に運用
するため、文書取扱主任会議等において改正内容を説明
し、Ｈ20完結文書について、表紙・背表紙の装丁及び保存
文書引継書による引継ぎを徹底するよう指導した。
　なお、文書管理を適正に行うためには、表紙・背表紙を
装丁することが非常に重要であることから、保存文書引継
書及び表紙・背表紙を簡単に作成できるフォームを作成し
事務の簡素化を図った。
　また、文書庫等における公文書の再整理を行い、保存年
限経過文書の廃棄を進めるとともに、課・局等組織別に書
棚配置の集約を図り、公文書保存管理状況の把握に努め
た。

実施済 総務課

　公文書の保存内容の適正化

→ 100%

　保存、管理等取扱いに関する方針を示し、統一した制度
運用の推進を行う。
　また、文書登録簿を調製することにより、適正な管理を
図る。

Ｃ

　Ｈ20は、平成19年度に開催した「公文書の作成並びに管
理及び保存に関する説明会」の成果として、各課で公文書
保存の適正化が図られた。　しかし、文書登録簿の調製に
までは至っていないのが現状で、さらに今後の取り組みが
必要である。
　Ｈ21は、公文書の適正保存を徹底するため、文書取扱主
任会議において文書分類及び保存年限の取扱いについて指
導した。
　Ｈ22は、公文書の適正な保存・管理がより効果的に行わ
れるよう文書取扱規程を改正するとともに、改正規程を適
切に運用するため、文書取扱主任会議等において改正内容
を説明し、Ｈ20完結文書について、表紙・背表紙の装丁及
び保存文書引継書による引継ぎを徹底するよう指導した。
　なお、文書管理を適正に行うためには、表紙・背表紙を
装丁することが非常に重要であることから、保存文書引継
書及び表紙・背表紙を簡単に作成できるフォームを作成し
事務の簡素化を図った。
　また、文書庫等における公文書の再整理を行い、保存年
限経過文書の廃棄を進めるとともに、課・局等組織別に書
棚配置の集約を図り、公文書保存管理状況の把握に努め
た。

実施済 総務課

　情報公開制度研修の導入

実施

　情報公開条例の運用・解釈等について研修を通じ考え方
の統一を図り、透明な市政運営のため一層の制度活用を推
進する。 Ｃ

　情報公開制度の適正な運用を図るため、専門家を招き各
課の文書取扱主任及び主要職員を対象に制度の理解に重点
をおいた研修を実施し意識の向上を図った。

Ｈ２１
実施済

総務課

　ファイリングシステムの導入

検討 実施

　公文書のファイリングに関する方針を示し、統一した制
度運用の推進を行う。
　また、文書登録簿を調製することにより、適正な管理を
図る。 Ｂ

　平成19年度に開催した「公文書の作成並びに管理及び保
存に関する説明会」の成果として、平成20年度にあって
は、各課で公文書ファイリングの適正化が図られつつあ
る。
　文書取扱主任会議において、分類方法や表紙・背表紙の
装丁等について指導したことにより、統一した公文書ファ
イリングが行われている。

Ｈ２１
実施済

総務課

　市長交際費の支給基準の作成

検討 実施

　市政の透明性を高めるため、市長交際費の公表を行うと
ともに、適正かつ公平な支出を行うため、市長交際費の支
出の基準を作成し、基準に沿った支出に努めるものとす
る

Ｂ

　19年度に制定した支出規準に基づく支出ができた。
　ＨＰで交際費の支出状況を公表した。 Ｈ２０

実施済
総務課

　市長交際費の公表

実施

　市ホームページに毎月の支出状況を掲載する。

Ｂ

　伊予市長交際費の公表に関する要綱に基づき、交際費の
支出状況を市ホームページで公表した。 Ｈ２１

実施済
総務課

　建設工事進捗状況の公表(入札分) 　以下に分割記述
Ｄ

　以下に分割記述
進行中

都市整備課
道路河川課

　建設工事の進捗状況を公表することが適切な工程管理と
効率的な事業推進につながり、しいては建設工事対する住
民の理解と施工業者の資質の向上が図られる。

Ｄ

　公表する範囲・内容・時期等の制度構築について関係部
署との協議・調整を行ったが、実施に伴う費用対効果の検
証において、範囲・内容等の決定に至らなかった。

進行中 都市整備課 道路河川課

100%

検討 実施

→

 ウ　情報公開制度の適正な運用

10／53



平成２２年度　行政改革実施計画進捗状況一覧表

Ｈ１８ Ｈ１９ Ｈ２０ Ｈ２１ Ｈ２２ 改革内容 進捗評価 成　　果 到達評価 関係課 関連課

　　　　　　　 評価凡例 ：〔進捗評価〕 Ａ…計画より早まっているもの　Ｂ…計画どおりに進んでいるもの　Ｃ…計画より多少遅れているもの　Ｄ…計画どおり進んでいないもの　Ｅ…計画を見合わせたもの

平成２２年度実施状況

          　　　　　　　　〔到達評価〕 実施済…協議・調整が完了し成果を上げたもの　成果有…〃中だが成果を上げつつあるもの　進行中…〃中だが成果には至ってないもの　未着手…何も実施できていないもの　成果無…成果が無かったもの

平成１８～２２年度実施計画

区分・推進事項・実施項目

１ (2) ウ

検討 実施

　公表により工程管理が適切に行なわれ効率的な事業の推
進が図られる。

Ｄ

　Ｈ20は、全ての事業の公表は困難であるため、公表する
ためには事業範囲・規模等について各部局との調整が必要
となり、実施できなかった。
　Ｈ21は、各部局との調整が必要であるが、行なえなかっ
たため実施できなかった。
　Ｈ22は、建設工事進捗状況の公表は建設工事全般であ
り、（土木・建築、農林水産、下水、水道、学校施設等）
工事を総括的に管理し、発注計画、進捗管理などをしなけ
ればならない。特に部局を越えての調整が必要であるた
め、実施できなかった。

進行中 道路河川課 都市整備課

　個人情報保護条例の見直し

　 検討 実施

　個人情報について職員間の認識が異なっており、情報管
理の甘さ、過剰反応などが見られる。
　個人情報保護条例の適正な運用を図るため、啓発活動を
実施するとともに、個人情報保護法の動向に併せ、条例改
正も視野に入れた検討を行う。

Ｃ

　Ｈ19は、情報公開・個人情報保護審査委員会委員である
大学教授と協議し、適正な取扱方針を示し、一定の改善は
図ることができた。
　Ｈ20は、個人情報保護制度を運用するに当たり、関係各
課と連携を図りながら事務を執行しているが、引き続き職
員間での知識の習得と情報の共有が必要である。
　Ｈ21は、専門家を招き個人情報の取得・保有・利用・提
供時における留意点等について研修を行い、職員の情報セ
キュリティに対する意識の向上を図った。
Ｈ22は、個人情報保護法の運用に係る研修会に参加し、法
の適切な運用について知識の習得に努めるとともに、情報
管理の徹底及び個人情報保護への過剰反応等職員の意識改
革を図った。
　条例改正については、現時点で運用に支障を生じていな
いため、改正の必要はないが、今後も個人情報保護法の動
向を注視し、必要に応じて条例を改正する。

成果有 総務課

　個人情報保護制度研修の導入

実施

　個人情報保護制度の研修の充実を図り、個人情報の保護
に対する職員の資質向上に努める。 Ｃ

　個人情報保護条例の適正な運用を図るため、専門家を招
き各課の文書取扱主任及び主要職員を対象に研修会を実施
し、職員の資質向上を図った。

Ｈ２１
実施済

総務課

　入札制度運用基準の見直し

検討 実施

　設計金額が1億5千万円以上の公共工事において実施して
いる一般競争入札の対象を拡大する。
　ただし、市内業者で施工できる工事は地域条件を付けて
発注する。

Ａ

　一般競争入札実施要領の改正を行った。
　入札手続きの客観性が高く、発注者の裁量の余地が少な
い。
　また、手続きの透明性が高く、第三者の監視が容易であ
ることから、談合等の不誠実な行為を防止することができ
る

Ｈ１８
実施済

企画財務課

　談合防止マニュアルの策定

検討 実施

　不誠実な行為として、特に談合の防止策を策定する。
　また、法令順守を徹底するためのコンプライアンス・マ
ニュアル策定し、それが組織の中で尊重される環境におか
なければならない。 Ｅ

　予定価格の事前公表を実施しているため、入札回数が1回
となり、監視の必要性が低下してきている。
　また、一般競争入札の範囲の拡大及び現存の伊予市建設
工事指名停止及び指名回避措置要領と伊予市公正入札調査
委員会設置要領の活用で対応可能と判断することで計画を
見合わせる。

Ｈ２１
成果無

企画財務課

　入札予定価格の入札前公表

検討 実施

　入札・契約課程の透明性を高めるため、指名通知書及び
指名業者一覧に予定価格を記載し入札参加者等へ公表す
る。

Ｂ

　県下各市の取組状況を調査する。
　指名協議会・庁議を経て公表する業種を決定した。 Ｈ１９

実施済
企画財務課

　落札率の公表

検討 実施

　入札・契約課程の透明性を高めるため、入札案件ごとに
入札結果一覧へ予定価格・落札価格を記載する。 Ｂ

　定例の部課長会で落札率の発表をし、個別の案件いつい
ては課に備え付けてある指名業者・入札結果一覧表で公表
した。

Ｈ１９
実施済

企画財務課

　指名業者入札前公表の廃止

検討 実施

　指名の連絡と同時に指名業者の一覧表を公表すれば入札
前に入札参加者が判明することとなり談合を助長するおそ
れが生じるため、談合防止の観点から入札参加業者の公表
を行わないようにする。

Ｂ

　Ｈ18は、先進自治体の取扱方法の確認を行った。
　Ｈ19は、入札前の公表を実施し落札率の整理・検討を
行った。
　一般競争入札において実施。

Ｈ２０
実施済

企画財務課

　入札監視委員会の設置

検討 実施

　競争参加資格の設定・確認、指名及び落札者決定の経緯
等について定期的に報告を徴収し、その内容の審査及び意
見の具申等ができる第三者機関を活用する。

Ｅ

　予定価格の事前公表を実施しているため、入札回数が1回
になり、監視の必要性が低下してきたため、実施を見送
る。

Ｈ２０
成果無

企画財務課

　公共工事入札及び契約結果の公表

実施

　公共工事の入札及び契約の適正化に関する法律に定める
公共工事の入札情報をインターネットで公表する等入札情
報の公表方法について透明性等の一層の向上を図る。

Ｃ

　平成22年6月以降、ホームページにおいて所管課名・入札
日・工事名・落札業者・金額について公表を始めた。 実施済 財務課 Ｈ22より財務課

　工事成績評定結果を導入した契約制度（総合評価方式）の導入

検討 実施

　入札価格が予定価格の制限の範囲内にあるもののうち、
価格と品質を数値化した「評価値」の最も高いものを落札
者とすることで、予定価格の範囲内での最も品質の良い施
工業者を選定する。

Ｂ

　簡易型総合評価方式による入札を実施した。

Ｈ２１
実施済

企画財務課

 オ　公共工事の入札・契約手続の透明化

 エ　個人情報保護制度の適正な運用
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平成２２年度　行政改革実施計画進捗状況一覧表

Ｈ１８ Ｈ１９ Ｈ２０ Ｈ２１ Ｈ２２ 改革内容 進捗評価 成　　果 到達評価 関係課 関連課

　　　　　　　 評価凡例 ：〔進捗評価〕 Ａ…計画より早まっているもの　Ｂ…計画どおりに進んでいるもの　Ｃ…計画より多少遅れているもの　Ｄ…計画どおり進んでいないもの　Ｅ…計画を見合わせたもの

平成２２年度実施状況

          　　　　　　　　〔到達評価〕 実施済…協議・調整が完了し成果を上げたもの　成果有…〃中だが成果を上げつつあるもの　進行中…〃中だが成果には至ってないもの　未着手…何も実施できていないもの　成果無…成果が無かったもの

平成１８～２２年度実施計画

区分・推進事項・実施項目

１ (2) オ 　電子入札の導入

検討 実施

　業者は入札コストが節約できるうえ、競争原理が働けば
さらに工事費が安くなり、入札に参加する業者が直接参加
する機会がなくなるため談合防止に寄与する。 Ｄ

　県のシステムに便乗対応するか、近隣市町で統一的なシ
ステムを構築するか方針が定まらず、計画延期となった。

進行中 財務課 Ｈ22より財務課

　　

　ホームページ内容の見直し

検討 実施

　広報いよしに掲載される内容を補完し、行政が公表・公
開すべき情報を提供することにより、市民ポータルとして
の機能充実を図る。
　ＣＭＳ（各課で掲載する情報を随時更新するシステム）
の操作・活用説明会を開催し、各課の担当者が確実に情報
を更新できるようにする。
　携帯サイトの運用など、ホームページへのアクセス強化
のための具体策を検討する。

Ｃ

　掲載情報の更新については、各担当課による作業となっ
ているため、広報紙に掲載した情報についてホームページ
上でも掲載するよう働きかけ、新着情報の活性化につな
がった。
　よりシンプルで分かりやすいホームページ運営のため
に、システムの見直しを含めた掲載情報の整理と管理のあ
り方の検討を行うとともに、アクセス解析によるアクセス
状況の分析を実施した。

Ｈ２０
実施済

企画財務課

　行政情報や暮らしの情報の充実

実施

　ＣＭＳの操作・活用説明会を開催し、各課の担当者が確
実に情報を更新できるようにする。

Ｃ

　Ｈ20は、前年に引き続き、広報紙に掲載した情報をホー
ムページ上に掲載するよう各担当課へ働きかけたことで、
新着情報が増加し、トップページの更新が活発に行われ
た。
　セキィリティ強化に向けて、最新技術を取り込んだＣＭ
Ｓの導入が最優先であり、その導入を平成22年度に実施で
きるよう、年度別取組計画を変更した。
　Ｈ21は、ホームページに対するセキュリティ面の脆弱性
に関する問題が新たに発生し、その対策実施を一部実施し
た。
　予算の問題もあり、ホームページのリニューアルは困難
な状況にある。
　Ｈ22は、実施したＷＥＢ健康診断によって明らかとなっ
たセキュリティに関する脆弱性、ホームページの内容の充
実、バリアフリー化等に対応するため、Ｈ23に全面リ
ニューアルを行うこととした。

成果有 まちづくり創造課 H22よりまちづくり創造課

　アクセス件数

→ ３万件／月

　ホームページへ掲載する情報の整理と併せ、トップペー
ジレイアウトの変更などについて検討・実施を行い、伊予
市ホームページへのアクセス件数を30,000ページビュー／
月にまで伸ばす。

Ｂ

　３月末での月間ページビューは６万弱で、直帰率も３
８．７％となり、目標をクリアーすることができた。 Ｈ２１

実施済
企画財務課

　情報更新研修会の開催

実施

　ＣＭＳの操作・活用説明会を開催し、各課の担当者が確
実に情報を更新できるようにする。

Ｂ

　ＯＪＴや個別での情報掲載及び情報更新に関する操作説
明会を随時実施したことで、各担当課による新着情報の登
録が増加し、ホームページ掲載情報が充実した。

Ｈ１９
実施済

企画財務課

　携帯サイト・メール配信サービスの導入

実施

　携帯電話によるウェブサイトへのアクセスが増加してい
るなかで、伊予市の情報発信の媒体の一つとして、携帯サ
イトの運用を検討する。 Ｂ

　防災安全課による「安全・安心メールシステム」におい
て、市政情報の掲載が可能になるよう対応することで、情
報提供のツールとしての携帯電話利用環境の整備が完了し
た。

Ｈ１９
実施済

企画財務課

　高齢者・障害者に対する情報バリアフリー化
検討・実施

　高齢者や障害者に対する行政情報の提供について、ホー
ムページ運用の観点から効果的な提供手段を検討・実施す
る。
サイトのバリアフリ 化に向けた対策を講じる

Ｂ

　ウェブサイトの音声読み上げソフトに対応した対策（alt
属性）など、現行ホームページで可能な対策を実施した。 Ｈ１９

実施済
企画財務課

　公共工事入札及び契約結果の公表[再掲]

実施

　公共工事の入札及び契約の適正化に関する法律に定める
公共工事の入札情報をインターネットで公表する等入札情
報の公表方法について透明性等の一層の向上を図る。

Ｃ

　平成22年6月以降、ホームページにおいて所管課名・入札
日・工事名・落札業者・金額について公表を始めた。 実施済 財務課 Ｈ22より財務課

　建設工事進捗状況の公表(入札分)[再掲] 　以下に分割記述
Ｄ

　以下に分割記述
進行中

都市整備課
道路河川課

　建設工事の進捗状況を公表することが適切な工程管理と
効率的な事業推進につながり、しいては建設工事対する住
民の理解と施工業者の資質の向上が図られる。

Ｄ

　公表する範囲・内容・時期等の制度構築について関係部
署との協議・調整を行ったが、実施に伴う費用対効果の検
証において、範囲・内容等の決定に至らなかった。

進行中 都市整備課 道路河川課

　公表により工程管理が適切に行なわれ効率的な事業の推
進が図られる。

Ｄ

　Ｈ20は、全ての事業の公表は困難であるため、公表する
ためには事業範囲・規模等について各部局との調整が必要
となり、実施できなかった。
　Ｈ21は、各部局との調整が必要であるが、行なえなかっ
たため実施できなかった。
　Ｈ22は、建設工事進捗状況の公表は建設工事全般であ
り、（土木・建築、農林水産、下水、水道、学校施設等）
工事を総括的に管理し、発注計画、進捗管理などをしなけ
ればならない。特に部局を越えての調整が必要であるた
め、実施できなかった。

進行中 道路河川課 都市整備課

 (3)　広報公聴制度の充実

 (ｱ)　ホームページの充実と有効活用

 ア　市のホームページ・広報紙の充実と有効活用

検討 実施

12／53



平成２２年度　行政改革実施計画進捗状況一覧表

Ｈ１８ Ｈ１９ Ｈ２０ Ｈ２１ Ｈ２２ 改革内容 進捗評価 成　　果 到達評価 関係課 関連課

　　　　　　　 評価凡例 ：〔進捗評価〕 Ａ…計画より早まっているもの　Ｂ…計画どおりに進んでいるもの　Ｃ…計画より多少遅れているもの　Ｄ…計画どおり進んでいないもの　Ｅ…計画を見合わせたもの

平成２２年度実施状況

          　　　　　　　　〔到達評価〕 実施済…協議・調整が完了し成果を上げたもの　成果有…〃中だが成果を上げつつあるもの　進行中…〃中だが成果には至ってないもの　未着手…何も実施できていないもの　成果無…成果が無かったもの

平成１８～２２年度実施計画

区分・推進事項・実施項目

１ (3) ア (ｱ) 　議会会議録の公開

検討 実施

　会議録をホームページに掲載し市民及び職員がいつでも
閲覧でき情報を提供することにより開かれた議会なるとと
もに、多くの市民に議会へ関心をもってもらう。
　また、ホームページの掲載は会議録完成後となるため会
議録を出来る限り早く作成する。

Ｂ

　合併以降（平成17年）の会議録をホームページに掲載
し、いつでも市民が会議録の閲覧ができ、市民に開かれた
議会にするとともに、職員の資料にも活用することができ
た。
　また、ホームページへ事前に会期日程、一般質問の掲載
を行い 多くの市民に議会への関心を高めるよう努力し

Ｈ１９
実施済

議会事務局

　国際交流員による英語版の作成

実施

　外国人に対する情報サービスを充実するためホームペー
ジの英語版を作成する。 Ａ

　国際交流員を活用しホームページの英訳を行い、市の紹
介・概要・観光情報等の英語版を作成した。 Ｈ１８

実施済
社会教育課

　各種講座・イベント等への申込手続きの電子化

実施

　各種講座・イベント等への申し込み手続の電子化に関し
インターネットを利用したオンラインシステムの構築に向
けた検討を進める。

Ｃ

　英会話教室の受講、一部のスポーツ大会の参加の申し込
み及び各種事業の募集要項の掲示について、インターネッ
トを利用した対応を行った。

成果有 社会教育課

　文化財情報の公開

実施

　文化財関係の資料公開の電子化に関し、インターネット
を利用したオンラインシステムの構築に向けた検討を進
め、対応可能なものから電子化を実施する。

Ｃ

　Ｈ20は、市で収集保管している未整理の民族文化財資料
や古文書資料について、データベース化し教育的資料とし
て活用可能にするため、資料の分類整理に取り組んだ。
　Ｈ21は、昨年に引き続き、市で収集保管している未整理
の民族文化財資料や古文書資料について、データベース化
し教育的資料として活用可能にするための、資料の分類整
理が実施できた。
　Ｈ22は、埋蔵文化財包蔵地情報を含む文化財データ資料
の分類整理が平成26年度で一応完了するめどがついた。

成果有 社会教育課

　蔵書図書の公開

検討 実施

　多くの公共図書館で共通使用されている書誌データによ
る図書のデータ化と図書システムを導入する。

Ｂ

　Ｈ20は、平成21年度に図書貸し出し業務のコンピュータ
化を実施するため計画書を策定した。
　Ｈ21は、図書館システムの導入により、伊予市のホーム
ページ及び携帯電話からの閲覧が可能となった。

Ｈ２１
実施済

社会教育課

　広報紙の見直し（内容・発行回数）

検討 実施

　広報紙面のレイアウトやタイトルロゴ等をリニューアル
することにより、紙面のマンネリ化を解消し、市民に対し
魅力ある広報紙づくりを行う。
　また、各課等からの掲載情報の精査を行い、適正な情報
を適正な時期に掲載する。

Ｂ

　広報担当者において編集技術等を習得し、さらに読みや
すい紙面の編集に努めた。また、掲載情報について、さら
なる内容精査に努めた結果、愛媛県内市町広報誌コンクー
ルにおいて、佳作を受賞した。

Ｈ２０
実施済

総務課

　郵便局・コンビニ等への配布

検討 実施

　市からの情報発信媒体である広報紙を公共施設以外の施
設にも配布し、より多くの市民に市政等の情報を提供す
る。 Ｂ

　Ｈ18は、現在の発行部数の残部数を郵便事業株式会社伊
予支店に配布し、郵便局を利用する市民に対して、広報紙
を提供した。
　Ｈ19は、引き続き郵便事業株式会社伊予支店に配布し、
郵便局を利用する市民に対して、広報紙を提供した。

Ｈ２０
実施済

総務課

　バランスシートによる財政状況の公表

実施

　一般会計については19年度決算から、それ以外の会計と
の連結決算における財務４表については20年度決算から作
成し、広報紙及びホームページ等において公表する。

Ｃ

　Ｈ20は、一般会計の19年度決算については4表作成は完了
したが、その他会計では全てが完了にまで至らず連結作業
は未完了となった。
　Ｈ21は、20年度決算分の4表について一部会計の検収の遅
延により年度内完了には至らず、次年度へ繰越となった。
　Ｈ22は、実施。

実施済 財務課 Ｈ22より財務課

　高齢者・障害者に対する情報バリアフリー化[再掲]

検討・実施

　高齢者や視覚障害者の視点に立った、読みやすい広報紙
づくり
　○広報紙の編集における、より一層の情報バリアフリー
化の実施
　○声の広報の市民への周知
　○その他、高齢者・視覚障害者への市政情報提供手段の
検討・実施

Ｃ

　市内「音読グループ」の会員により、広報誌を音声テー
プに変換し、公民館等の公共施設及びデイサービス施設等
に設置し、希望者が利用可能な体制を整えた。

Ｈ２０
実施済

総務課

　広報・公聴指針の策定

検討 実施

　開かれた市政と市民との協働による地域経営を目指すた
め、現在の広報・公聴制度の課題と対策を検討し、時代に
対応した制度の指針を策定する。

Ｃ

　Ｈ20は、現在、本市が行っている広報・公聴制度につい
て、現状、課題等調査し、指針策定へ向けての情報収集に
努めた。
　多様化・高度化する行政ニーズに対し、限られた財源で
有効な施策を講じるためには、広報・公聴制度は欠かせな
いものであり、より効果の高い制度を見出すため、引き続
き、研究する必要がある。
　Ｈ21は、引き続き広報・公聴制度に関する調査・研究を
行ったが、制度の対象となる範囲が広く、内容が複雑かつ
多岐にわたるため、指針の策定に至っていない。
　Ｈ22は、行政の透明性の確保及び協働のまちづくり、住
民自治の推進等を図るため、「伊予市広報・公聴指針」を
策定した。

実施済 総務課

 (ｲ)　広報紙の充実と有効活用

 イ　市政懇談会等を通じた公聴制度の充実
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平成２２年度　行政改革実施計画進捗状況一覧表

Ｈ１８ Ｈ１９ Ｈ２０ Ｈ２１ Ｈ２２ 改革内容 進捗評価 成　　果 到達評価 関係課 関連課

　　　　　　　 評価凡例 ：〔進捗評価〕 Ａ…計画より早まっているもの　Ｂ…計画どおりに進んでいるもの　Ｃ…計画より多少遅れているもの　Ｄ…計画どおり進んでいないもの　Ｅ…計画を見合わせたもの

平成２２年度実施状況

          　　　　　　　　〔到達評価〕 実施済…協議・調整が完了し成果を上げたもの　成果有…〃中だが成果を上げつつあるもの　進行中…〃中だが成果には至ってないもの　未着手…何も実施できていないもの　成果無…成果が無かったもの

平成１８～２２年度実施計画

区分・推進事項・実施項目

１ (3) イ 　市政懇談会の開催

2地区 3地区 順次拡充

　市民各層の市政に対する意見及び要望を把握し、今後の
施策へ反映させることを目的に実施しているため、より多
くの住民が意見交換を行えるよう対象地区及び参加者数の
見直しを行うとともに、より自由な意見交換ができる方法
を検討する。
　また、ホームページ等に各地区の質疑・要望事項及び回
答を定期的に公表することにより、住民の市政への関心を
高め、「協働と参画のまちづくり」の推進を図る。

Ｃ

　Ｈ19は、市内の2地区で実施した。
　双海地区（上灘・下灘）について、地域住民に直接影響
がある問題点を集約することにより、行政として取り組む
べき一定の方向性を見出すことができた。
　なお、会議の方法、進行等については、前年度の反省点
を踏まえ、参加住民へ威圧感を与えぬよう行政側の参加者
を関係部課長と人数制限し、より自由に意見が述ることが
できるよう配慮したが、その効果は少なかった。
　Ｈ20・21・22は、広報区長協議会を通じて開催要望を
募ったが、開催希望地区がなかった。

成果有 総務課

　広報区長・広報委員制度の再構築

検討 実施

　今後、市民との参画と協働によるまちづくりを推進する
中で、必要があれば、他の制度への移行を含めて検討す
る。

Ｅ

　平成18年度に制度統一のため、組織を大幅に見直してお
り、現在、大きな問題点も見受けられないので、再構築に
関する検討は、当分の間必要としない。
　ただし、今後、情勢の変化等に伴い必要があれば、その
時点で改めて検討することとする。

Ｈ１９
成果無

総務課

　小学生行政教室の開催

実施

　従来の行政依存の関係を変え、市民と行政がより良い
パートナーシップを築いていくためには、子どもの頃から
協働意識を持つことが大切である。
　小学生を対象とした教室を開催し、協働のまちづくりに
ついての意識醸成を図る。

Ｅ

　協働のまちづくりについては、住民自治を推進する中で
住民の理解を得ることに苦慮している状況であり、小学生
に理解させることは困難と考えられる。
　今後、住民自治が定着し協働のまちづくりが実現した段
階で、地域で行われいてる具体的な取り組みなどを説明し
協働意識の醸成を図る。

Ｈ２０
成果無

企画財務課

　市民満足度調査の導入

検討 実施

　施策の達成度及び今後の取り組むべき施策の方向を把握
するため、アンケートによる市民意識・満足度についての
総合的な調査を実施する。 Ｂ

　アンケート実施期間   平成20年2月8日～2月22日
　調査票送付数　　1,500枚 （20歳以上の市民から無作為
抽出）
　調査票回答数　　　622枚 （回収率41.5%）

Ｈ１９
実施済

企画財務課

　市民意見箱の設置

実施

　市民がより簡単・便利な手段により意見を行政に届ける
ことができるシステムづくりに取り組むことが必要である
ため庁舎内に市民意見箱を設置する。 Ｅ

　市民意見箱の設置については、過去に設置していた経緯
があり、その時の状況等を参考として検討したが、当時の
利用状況やその後の情報機器の発達等から、設置が適当な
手段であるとは思われず、今後の動向を見ながら改めて検
討課題とすることとした。

Ｈ１９
成果無

企画財務課

　地域事務所における総合窓口アンケートの導入 　以下に分割記述
Ｃ

　以下に分割記述 Ｈ２０
実施済

地域事務所

　行政サービスの満足度を測る指標の一環として、窓口ア
ンケート調査を実施し、市民の意向を把握することで、今
後の行政サービスの参考とするとともに、さらなる職員の
接遇意識向上を図る。

Ｂ

　接客態度7項目、窓口環境6項目、窓口対応の自由意見等
を調査した。
　窓口での書類には全て申請日の記載欄があるが、とっさ
には思い出せず、聞くのも恥ずかしい、カレンダーを置い
てほしいといった来庁者の意見を反映して、パネルカレン
ダーを5箇所に設置、窓口対応の改善を図る。

Ｈ１９
実施済

中山総合窓口課 地域事務所

　お客様へのサービス向上のため、接客態度・窓口環境に
ついてのアンケートを実施し、改善事項を把握する。

Ｃ

　12件のアンケートの回答が有り、うち、「大変良い」と
の意見を得たのは3件、「あまり良くない」「悪い」と意見
をいただいたのは3件であった。
　これらの意見を踏まえて生花や小物を置き、来庁者の気
持ちが和らぐよう工夫した。

Ｈ２０
実施済

双海総合窓口課 地域事務所

　総合窓口推進検討会議の設置

検討 実施

　住民基本台帳の異動や戸籍事務等に伴う関連事務を集約
したワンストップサービス機能の導入をめざし、窓口業務
に携わる職員を中心に総合窓口推進検討会議を設置する。

Ｂ

　伊予市総合計画推進検討委員会の庁舎（総合窓口）プロ
ジェクトチームを結成し、統一のシステムの構築の検討を
行った。
　総合窓口導入の際には、職員の判断ミスを防止するた
め、「総合検索システム」「窓口トータル支援システム」
といった、住基異動に伴う各手続きの該当をチェックする
サポート機能を持たせたシステム構築が必要との結論とし
た。

Ｈ１９
実施済

行革推進室

 ２　健全で効果的・効率的な行財政システムづくり　～経営～

 ウ　アンケート等による市民満足度の調査

 (1)　事務・事業の見直し

 (ｱ)　ワンストップサービスの実現をめざした総合窓口の設置

 ア　市民サービスの充実

実施
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平成２２年度　行政改革実施計画進捗状況一覧表

Ｈ１８ Ｈ１９ Ｈ２０ Ｈ２１ Ｈ２２ 改革内容 進捗評価 成　　果 到達評価 関係課 関連課

　　　　　　　 評価凡例 ：〔進捗評価〕 Ａ…計画より早まっているもの　Ｂ…計画どおりに進んでいるもの　Ｃ…計画より多少遅れているもの　Ｄ…計画どおり進んでいないもの　Ｅ…計画を見合わせたもの

平成２２年度実施状況

          　　　　　　　　〔到達評価〕 実施済…協議・調整が完了し成果を上げたもの　成果有…〃中だが成果を上げつつあるもの　進行中…〃中だが成果には至ってないもの　未着手…何も実施できていないもの　成果無…成果が無かったもの

平成１８～２２年度実施計画

区分・推進事項・実施項目

２ (1) ア (ｱ) 　窓口業務システムの統合

検討 実施

　住民異動事由の業務から派生する、保険料の納付相談や
各種サービスの受給相談など、ワンストップサービスの提
供と専門知識を必要とする相談業務との切り分けについて
の検討を行い、現在の市役所の課の配置・申請に適した改
善を進める。

Ｅ

　総合計画実施計画の見直し策定により、新庁舎の建設が
平成２５年度の完成を目指すこととなったことから、新た
に発足する庁舎建設課において庁舎の建設と併せて窓口業
務システムの検討を行うこととする。

成果無 行革推進室

　職員の経歴管理制度・計画的なジョブローテーションの導入

実施

　職務に関する幅広い知識や視野を持ち、複雑・高度化す
る市民ニーズに対応する。
　職員の適正を見出し、適材適所の人員配置を行う。 Ｂ

　①平成19年度新規採用職員については、全員を異動し
た。
　②同一部署での勤務期間が長期に及ぶものを中心に部門
間の異動に努めた。
　③3年間の職場固定に努めるほか、監督者研修を行い、職
務遂行能力 習得に努めた

Ｈ１９
実施済

総務課

　総合窓口受付カウンターの整備

検討 実施

　お客様の立場に立って、地籍システム、施設利用申請
書、その他の関係書類等を効率よく窓口カウンター近くに
設置する。
　パソコンの位置を変え、お客様が来たことがよく分かる
ようにする。

Ｂ

　①施設利用申請書を窓口カウンター近くに移動した。
　②関係書類の再配置を行い、利便性が増した。
　③視界を遮るパソコンを他の位置に移し、職員から来客
を視認しやすくなった。
　④地籍システムは配線の問題もありカウンター近くに設
置することはできなかったが、個人情報保護を配慮し別室
に設置することで事務所の静音化にもつながった。

Ｈ１９
実施済

双海総合窓口課

　諸証明等交付業務の代行化 　以下に分割記述
Ｄ

　以下に分割記述
成果無

税務課
市民生活課

　ワンストップで対応できる総合窓口を設置し、部署ごと
に分散している証明事務を一箇所で行うことで、市民の利
便性の向上を図る。

Ｄ

　Ｈ19は、伊予市総合計画推進検討委員会において、庁舎
（総合窓口機能）プロジェクトチームが検討した内容や提
案を副市長に報告した。
　Ｈ20は、Ｈ19の検討内容の報告以降、プロジェクトチー
ムによる検討がなされていないため、未検討。
　Ｈ21は、新庁舎建設にあわせて、総合窓口（コンピュー
タシステム改善を含む）を構築することについて、来年度
以降に協議を開始することなった。
　Ｈ22は、新庁舎建設にあわせた総合窓口の構築が有効と
思われるが、協議に進展はなく成果なし。

成果無 税務課 市民生活課

　農協・郵便局・銀行及びコンビニ等での諸証明等交付業
務の代行についての研究を行う。
　実施市町の状況を調査し、本市で実施するためにはどの
ような事務手続きが必要か、問題点はないか、費用はどの
くらい必要かについて検討を行う。

Ｅ

　市役所・地域事務所以外での諸証明書の交付について
は、本人認証が可能なカードを活用した自動交付機での交
付となるため、費用対効果や本人確認の方法等問題点が多
く、当分の間実施しないこととした。

Ｈ２１
成果無

市民生活課 税務課

　自動交付機による証明書等の交付 　以下に分割記述
Ｅ

　以下に分割記述 Ｈ２１
成果無

税務課
市民生活課

　自動交付機設置し、市民の利便性の向上を図る。
Ｅ

　現状では自動交付機での各税証明等の交付は不可。 Ｈ１９
成果無

税務課 市民生活課

　市の窓口業務の効率化を図る観点から、住民基本台帳
カードを活用した自動交付機による住民票の写しや印鑑登
録証明書等の各種証明書等の交付を検討する。
　自動交付機導入のための手順、必要経費等について検討
を行う。

Ｅ

　Ｈ20は、H21に住民基本台帳カードの本人確認機能が強化
されることになり、今後カードの多目的利用を検討する中
で、自動交付機による証明書等の発行も検討して行くこと
とした。
　Ｈ21は、費用対効果や本人確認の方法等問題点が多く、
当分の間実施しないこととした。

Ｈ２１
成果無

市民生活課 税務課

　市民サービスセンターの検討
検討 →

　住民の利便性を考え、利用度の高い証明書等の発行や公
共施設の施設予約について、個人情報の保護を担保したシ
ステムを検討した上で、市役所以外の窓口の設置を検討す

Ｅ
　個人情報の取り扱いの問題もあり、またどこまでの範囲
を適用するかといった課題もあり、まだ具体的な検討は行
えていない。

成果無 行革推進室

　日曜窓口の開設[分割] 　以下に分割記述
Ｃ

　以下に分割記述 Ｈ１９
実施済

会計課
市民生活課

日曜窓口の開設・時差出勤制度の活用 　開庁時間に来庁することが困難な市民に対するサービス
向上と休日明けや年度替わりに集中することによる窓口業
務の混乱について、住民ニーズと投資経費を勘案しながら
休日の取り扱い業務の拡大を検討する。

Ｅ

　時差出勤制度等を活用し、日曜窓口を開設するにより、
休日の取り扱い業務を拡大することについては、以下の理
由により、実施しないこととした。
　①関連する他の所管の業務について市民生活課の窓口で
取り扱うシステムが整備されていないため、市民は平日に
別途届出を行う必要がある。
　②ワンストップサービスの実施と合わせ総合的に検討す
べきである。
　③日曜窓口を開設する場合、対応する職員は1名と考えら
れるが、その職員は市民生活課が所管するすべての業務に
精通している必要があり、現状では、対応できる職員が限
定される。

Ｈ１９
成果無

市民生活課 会計課

日曜窓口の開設 　休日の収納窓口開設により住民サービスの向上を図るた
め、利用者のニーズに合った日程・時間帯の設定を行う。 Ｂ

　毎月第4日曜日午前8時30分から午後5時まで収納窓口を開
設することにより、来庁者111人・収納額にして1,954,820
円（督促・延滞金含む）の利用があった。

Ｈ１８
実施済

会計課 市民生活課

 (ｳ)　夜間・休日等の窓口サービスの検討

 (ｲ)　市役所以外での窓口事務の委託

一部実施

検討

検討
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平成２２年度　行政改革実施計画進捗状況一覧表

Ｈ１８ Ｈ１９ Ｈ２０ Ｈ２１ Ｈ２２ 改革内容 進捗評価 成　　果 到達評価 関係課 関連課

　　　　　　　 評価凡例 ：〔進捗評価〕 Ａ…計画より早まっているもの　Ｂ…計画どおりに進んでいるもの　Ｃ…計画より多少遅れているもの　Ｄ…計画どおり進んでいないもの　Ｅ…計画を見合わせたもの

平成２２年度実施状況

          　　　　　　　　〔到達評価〕 実施済…協議・調整が完了し成果を上げたもの　成果有…〃中だが成果を上げつつあるもの　進行中…〃中だが成果には至ってないもの　未着手…何も実施できていないもの　成果無…成果が無かったもの

平成１８～２２年度実施計画

区分・推進事項・実施項目

２ (1) ア (ｳ) 　時差出勤制度の活用[分割] 　以下に分割記述
Ｃ

　以下に分割記述 Ｈ１９
実施済

会計課
市民生活課

日曜窓口の開設・時差出勤制度の活用[再掲] 　開庁時間に来庁することが困難な市民に対するサービス
向上と休日明けや年度替わりに集中することによる窓口業
務の混乱について、住民ニーズと投資経費を勘案しながら
休日の取り扱い業務の拡大を検討する。

Ｅ

　時差出勤制度等を活用し、日曜窓口を開設することによ
り、休日の取り扱い業務を拡大することについては、以下
の理由により、実施しないこととした。
　①関連する他の所管の業務について市民生活課の窓口で
取り扱うシステムが整備されていないため、市民は平日に
別途届出を行う必要がある。
　②ワンストップサービスの実施と合わせ総合的に検討す
べきである。
　③日曜窓口を開設する場合、対応する職員は1名と考えら
れるが、その職員は市民生活課が所管するすべての業務に
精通している必要があり、現状では、対応できる職員が限
定される。

Ｈ１９
成果無

市民生活課 会計課

時差出勤制度の活用 　早朝・夜間の収納窓口開設により住民サービスの向上を
図るため、利用者のニーズに合った日程・時間帯の設定及
び総合窓口の延長と併せて検討を行う。

Ｂ

　3月平日午前7時30分から午後7時まで収納窓口の時間を延
長することにより、来庁者10人程度（納付および納税相
談）の利用があった。

Ｈ１８
実施済

会計課 市民生活課

　窓口業務の時間延長 　以下に分割記述
Ｂ

　以下に分割記述 Ｈ２０
実施済

市民生活課
会計課

　平日夜間サービスと土日曜日等の開庁について、住民
ニーズを十分に把握しながら費用対効果を含めて検討を進
める

Ｅ
　日曜窓口の開設・時差出勤制度の活用と同様の理由によ
り、実施しないこととした。

Ｈ２０
成果無

市民生活課 会計課

　時間外納付者等への窓口サービスを提供する。
　担当者間での交代制（日直等）により対応処理等を行
う。

Ｂ

　日常業務により時間内に来庁不可の納税者からの事前連
絡等により窓口解放し納税相談・納付等の対応処理をして
いる。

Ｈ２０
実施済

会計課 市民生活課

　えひめ電子自治体共同運営システムとの連携

検討・実施

　情報セキュリティに配慮した上で、各ネットワークを接
続することで、システム間連携を行い、申請情報の配信を
自動化する。 Ｂ

　ネットワーク接続及び共通メールアドレスの採用によ
り、円滑な申請情報の連携が行えるシステム整備を実施し
た。
　愛媛県電子自治体推進協議会に参加し、40種類の手続き
を対象として市民の利便性向上を図った

Ｈ１９
実施済

企画財務課

　市民サービスセンターの検討[再掲]

検討 →

　住民の利便性を考え、利用度の高い証明書等の発行や公
共施設の施設予約について、個人情報の保護を担保したシ
ステムを検討した上で、市役所以外の窓口の設置を検討す
る

Ｅ

　個人情報の取り扱いの問題もあり、またどこまでの範囲
を適用するかといった課題もあり、具体的な検討は行って
いない。

成果無 行革推進室

　新たな財務会計システムの構築

検討 実施

　事務文書の電子化及び関連する事務見直しが実施される
ことを前提に、財務会計システムを新たに構築する。

Ｅ

　Ｈ19は、情報リテラシー向上及びシステム基盤の整備と
して、ひとり1台パソコンの配備、庁内情報系ネットワーク
への接続を実施する等、情報基盤の整備に先行着手した。
前提条件である事務文書の電子化について目途が立たない
ことから、完全実施を先送りするよう計画変更した。具体
的には、システム試行期間を設けるなど、新財務会計シス
テム構築に向けて年度別取組計画の見直しを行った。
　Ｈ20は、Ｈ22実施に向けて予算要求を行うも先送りに
なった。（21年度6月補正に向けて、再度予算要求を行う予
定）
　Ｈ21は、予算の問題もあり、実施は先送りとなってい

（庁舎建設 合わ 検討す ）

Ｈ２１
成果無

企画財務課
会計課

　電子決裁システムの導入

検討 実施

　事務文書の電子化及び関連する事務見直しが実施される
ことを前提に、財務会計システムを新たに構築する。

Ｅ

　Ｈ19は、情報リテラシー向上及びシステム基盤の整備と
して、ひとり1台パソコンの配備、庁内情報系ネットワーク
への接続を実施する等、情報基盤の整備に先行着手した。
前提条件である事務文書の電子化について目途が立たない
ことから、完全実施を先送りするよう計画変更した。具体
的には、システム試行期間を設けるなど、新財務会計シス
テム構築に向けて年度別取組計画の見直しを行った。
　Ｈ20は、Ｈ22実施に向けて予算要求を行うも先送りに
なった。（21年度6月補正に向けて、再度予算要求を行う予
定）
　Ｈ21は、予算の問題もあり、実施は先送りとなってい
る （庁舎建設に合わせて検討する ）

Ｈ２１
成果無

企画財務課
会計課

　物品要求書等の電算化
実施 Ｅ

　予算の問題もあり、検討を行っていない。（庁舎建設に
合わせて検討する。）

Ｈ２１
成果無

企画財務課

　光熱水費等の支払制度の改善

検討 実施

　電子データを請求書とみなせるかという法的な問題を解
決しながら財務会計システムとの連動及び利用名義人の統
一を図る。

Ｅ

　Ｈ20は、システムの概要、特徴について内容把握ができ
た。
　Ｈ21は、システムの導入について検討を行ってきたが、
財務会計システムの改修費について、新電算システムの構
築時期の見直しに伴い、再度検討する必要があり取り組み
に遅れが生じた。
　Ｈ22は、検討を行ってきたが、新電算システム構築時期
の見直しにより、実施を当分の間見合わせる。

成果無
企画財務課
会計課

 イ　行政事務の効率化

一部実施

一部実施

 (ｱ)　財務会計システムの構築

検討
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平成２２年度　行政改革実施計画進捗状況一覧表

Ｈ１８ Ｈ１９ Ｈ２０ Ｈ２１ Ｈ２２ 改革内容 進捗評価 成　　果 到達評価 関係課 関連課

　　　　　　　 評価凡例 ：〔進捗評価〕 Ａ…計画より早まっているもの　Ｂ…計画どおりに進んでいるもの　Ｃ…計画より多少遅れているもの　Ｄ…計画どおり進んでいないもの　Ｅ…計画を見合わせたもの

平成２２年度実施状況

          　　　　　　　　〔到達評価〕 実施済…協議・調整が完了し成果を上げたもの　成果有…〃中だが成果を上げつつあるもの　進行中…〃中だが成果には至ってないもの　未着手…何も実施できていないもの　成果無…成果が無かったもの

平成１８～２２年度実施計画

区分・推進事項・実施項目

２ (1) イ

　文書管理・電子決裁システムの構築 　以下に分割記述
Ｃ

　以下に分割記述
成果有

総務課
企画財務課

　保存、管理等取扱いに関する方針を示し、統一した制度
運用の推進を行い、方針に沿ったシステムを構築する。

Ｃ

　Ｈ20は、平成19年度に開催した「公文書の作成並びに管
理及び保存に関する説明会」の成果として、平成20年度に
あっては、各課で公文書ファイリングの適正化が図られつ
つある。
　Ｈ21は、文書取扱主任会議において、文書取扱規程に基
づき公文書の保管、保存及び廃棄の基本事項を指導したこ
とにより、公文書の適正保存が行われつつある。
　Ｈ22は、公文書の適正な保存・管理がより効果的に行わ
れるよう文書取扱規程を改正するとともに、改正規程を適
切に運用するため、文書取扱主任会議等において改正内容
の周知・徹底を図り、統一された文書保存管理体制を構築
した。
　文書管理システムの構築については、市役所庁舎建設に
併せて検討する。
　なお、電子決裁システムの構築については、全国的にそ
の導入が進んでいない状況等を踏まえ、今回は見送りとす
るが、今後も国及び地方自治体の動向を注視する。

成果有 総務課 企画財務課

　事務文書の電子化及び関連する事務見直しが実施される
ことを前提に文書管理システムを新たに構築する。

Ｅ

　Ｈ19は、情報リテラシー向上及びシステム基盤の整備と
して、ひとり1台パソコンの配備、庁内情報系ネットワーク
への接続を実施する等、情報基盤の整備に先行着手した。
　前提条件である事務文書の電子化について、目途が立た
ないことから、完全実施を先送りするよう計画変更した。
具体的には、システム試行期間を設けるなど、新文書管理
システム構築に向けて年度別取組計画の見直しを行った。
　Ｈ20は、Ｈ22実施に向けて予算要求を行うも先送りに
なった。（21年度６月補正に向けて、再度予算要求を行う
予定）
　Ｈ21は、予算の問題もあり、実施は先送りとなってい
る。（庁舎建設に合わせて検討する。）

Ｈ２１
成果無

企画財務課 総務課

(ｱ) 　文書管理庶務事務時間の短縮
→ 200分／年人

　保存文書の状況調査、現行事務の分析、見直しを十分に
行い、それらを生かした形でシステム化を行う。 Ｅ

　予算の問題もあり、実施は先送りとなっている。（庁舎
建設に合わせて検討する。）

Ｈ２１
成果無

総務課・企画財務課

　コピー用紙の削減

→ 600枚／年人

　文書管理システムにより事務文書及び保存文書のデータ
化を図り用紙の削減を図る。

Ｅ

　予算の問題もあり、実施は先送りとなっている。（庁舎
建設に合わせて検討する。）
　文書管理システムの導入が予算の問題で先送りとなって
いるため実施できないが、全職員への回覧・周知文書は職
員ポータルシステムに掲示するなど用紙の削減を行った。

Ｈ２１
成果無

総務課・企画財務課

　ファイリングシステムの導入[再掲]

検討 実施

　公文書のファイリングに関する方針を示し、統一した制
度運用の推進を行う。
　また、文書登録簿を調製することにより、適正な管理を
図る。 Ｂ

　平成19年度に開催した「公文書の作成並びに管理及び保
存に関する説明会」の成果として、平成20年度にあって
は、各課で公文書ファイリングの適正化が図られつつあ
る。
　文書取扱主任会議において、分類方法や表紙・背表紙の
装丁等について指導したことにより、統一した公文書ファ
イリングが行われている。

Ｈ２１
実施済

総務課

　ＰＦＩ導入指針の策定

実施

　ＰＦＩに関する理解を深め、官民が互いに対等なパート
ナーとして目的を共有化し、互いの資源の最適活用を図り
ながら共同してＶＦＭ(バリュー･フォー･マネー)を達成で
きる公共サービスを提供するため、導入を検討する上での
基本的な事項を取りまとめた方針を策定する。

Ｅ

　公共が民間に移転したいリスクを移転するという観点で
の条件設定を行うことは適切ではなく、事業リスクの官民
の適切な配分が今後の検討課題である。
　また、10年以上に渡る長期計画を設定し入札を行うた
め、金融系の民間企業へ長期金利という形で税金を投入す
るための施策とも言われている。
　先進事例からも事業として成立されるためには相当額以
上の大規模な事業が要求されており、逆にコスト増を誘引
する恐れもあることなどから、本市におけるＰＦＩの導入
は時期尚早と判断した。

Ｈ１９
成果無

行革推進室

　ＰＦＩ事業の研究

実施

　ＰＦＩ事業の導入を目的に策定した指針に基づき、民間
事業者の経営上のノウハウや技術的能力を活用し、官民の
適切な役割分担にによる新たな官民パートナーシップを形
成する。
　初期段階での検討熟度が事業に多大な影響を与えること
から、実施方針策定前に的確な導入可能性調査を実施し、
事業に対する考え方を整理する。

Ｅ

　本市におけるＰＦＩの導入は時期尚早と判断しているた
め、事業の研究は行わないこととした。

Ｈ２０
成果無

行革推進室

検討

 (ｲ)　ＰＦＩ事業の検討と市場化テストの研究

 (ｱ)　文書管理・電子決裁システムの構築

実施
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平成２２年度　行政改革実施計画進捗状況一覧表

Ｈ１８ Ｈ１９ Ｈ２０ Ｈ２１ Ｈ２２ 改革内容 進捗評価 成　　果 到達評価 関係課 関連課

　　　　　　　 評価凡例 ：〔進捗評価〕 Ａ…計画より早まっているもの　Ｂ…計画どおりに進んでいるもの　Ｃ…計画より多少遅れているもの　Ｄ…計画どおり進んでいないもの　Ｅ…計画を見合わせたもの

平成２２年度実施状況

          　　　　　　　　〔到達評価〕 実施済…協議・調整が完了し成果を上げたもの　成果有…〃中だが成果を上げつつあるもの　進行中…〃中だが成果には至ってないもの　未着手…何も実施できていないもの　成果無…成果が無かったもの

平成１８～２２年度実施計画

区分・推進事項・実施項目

２ (1) イ 　市場化テストガイドラインの作成

実施

　行政と民間が提案を競い合いながらより良い公共サービ
スの提供を目指す、市場化テスト（官民競争入札等）の導
入に向けた基本的な考え方を定める。 Ｅ

　民間の活力を積極的に導入する手法として、市場化テス
ト（官民競争入札等）による検討を行ったところ、現在の
市の現状を踏まえて既に策定している「公共サービスの民
間委託等に関する指針」に基づき行うと判断した。

Ｈ２０
成果無

行革推進室

　市場化テストの研究

実施

　公共サービスは官しか行うことができないという概念を
転換し、公共サービスの中にも民間にできる仕事があるか
検討を行い、民間にできる仕事なら官と民が競い合うこと
によって公共サービスを向上させる。

Ｅ

　コスト削減によって公共サービスの質が低下が懸念され
る中、制度自体がまだ試行段階であるため、本計画期間内
における実行は見合わせることとした。

Ｈ２１
成果無

行革推進室

　学校給食センター化の導入

検討

　学校給食提供施設の1センター化に鑑み、安価で質の高い
公共サービスの提供を目的として、広くPPPの観点から導入
を検討する。
　学校給食提供施設のセンター化について、PFI手法を導入
する。
　同マニュアルを作成する。

Ｅ

　庁議にて学校給食センター建設・運営に関し、PFI手法を
導入しない旨決定した。
　同マニュアルの作成については、企画部局にて検討する
こととなった。

Ｈ１９
成果無

学校教育課

　防犯灯台帳の整備

実施

　防犯灯台帳を地区毎に整備し、適正な管理を目指す。

Ｅ

　防犯灯の設置については、地元設置分・四国電力寄贈
分・市補助設置分があり、事後の判別が大変困難となって
いる。
　また、設置後の維持管理は全て地元にて対応しているた
め 市が台帳整備を行い管理することが不要と判断した

Ｈ１９
成果無

防災安全課 H19より防災安全課

　本庁・地域事務所間の公文書の使送の見直し

検討 実施

　本庁と各地域事務所における公文書の回議について、円
滑な処理と機密性・安全性を確保するため嘱託職員や職員
による対応を実施する。 Ａ

　総務課及び地域事務所所管課により、使送方法について
の協議、確認を行い、担当者等への指導をすることによ
り、１日２回の確実な実施など一定の改善は見られた。

Ｈ１８
実施済

総務課

　旅費計算ソフトの導入

検討 実施

　各課で旅費を計算できるように、旅費計算ソフトを導入
し、事務の効率化・迅速化を図る。

Ｅ

　①県下10市にソフトの導入状況及び使用状況を確認し
た。
　ソフトについては今治市・四国中央市が導入している
が、目的としたバス路線の検索機能もなく、導入目的を満
たす内容ではなかった。
　②インターネット等を使い、ソフト導入に関する資料を
収集したが、導入経費が高額である。
以上により、ソフトの導入は行わず、現状のとおり対応

Ｈ１９
成果無

総務課

　工事検査補助員制度の導入

検討 実施 Ｅ

　事業実施について実効性に乏しく事業実施を見合わせ
た。 Ｈ２０

成果無
企画財務課

　包括的支出負担行為及び支出命令の採用

検討 実施

　事務手続きの簡素化・省力化を図るため、包括的支出負
担行為及び支出命令の採用を目指す。 Ｅ

　新たな財務会計システムの導入に合わせて検討すること
とする。 Ｈ１９

成果無
企画財務課

　事業コード・科目の再検討

検討 実施

　歳入科目（雑入）について、歳出科目（款）に対応させ
た節名称を採用する。

Ｂ

　Ｈ20は、歳入科目（雑入）について見直し検討を行い、
２１年度予算に反映させた。
　Ｈ21は、歳出の何に対応した歳入かの判断が明解となっ
たことにより、決算での振り分けが容易となった。

Ｈ２１
実施済

企画財務課

　支出負担行為及び支出命令の審査内容の見直し 　以下に分割記述
Ｂ

　以下に分割記述 Ｈ１９
実施済

企画財務課
会計課

　原課及び会計課との協議により、企画財務課における支
出負担行為及び支出命令の審査内容を検討し、検算内容の
分業制等、関係部署との調整を行い、事務の効率化を図
る

Ｅ

　請求書（具体的には保育所の賄い材料費等）の内容
チェックについて担当部署と検討を行ったが、違算をなく
すことを優先し現状のままで行うこことした。

Ｈ１９
成果無

企画財務課 会計課

　支出命令書添付方法及び書類が詳細に既定されており、
作成及び審査事務に要する負担が大きい。
　工事及び業務以外は請求書への確認日の省略が可能とす
るなど証拠書類等の記載事項の簡略化に取り組む。

Ｂ

　請求書への確認日の省略を可能とした。
　支出命令書の作成ミス件数が大幅に減少し、作成及び審
査事務負担の軽減が図られた。

Ｈ１９
実施済

会計課 企画財務課

　公金のクレジット納付の導入

検討 順次拡充

　納付方法の利便性を拡大し収納率の向上を図る。

Ｄ

　Ｈ21は、銀行、システム提供会社から提案を受けたが成
果を出すことができなかった。
　他市の動向及びコンピュータシステムの更改状況等、引
き続き情報収集に努めることとする。
　Ｈ22は、銀行から新たに提案を受けるとともに、アウト
ソーシングの活用セミナーにも参加し、多方面からの情報
収集に努めた。引き続き検討を要する。

進行中
企画財務課
税務課
会計課

　中山地域活性化協議会の自立

一部移譲 100%

　協議会の自立を図りつつ他団体との合併による今後の観
光振興と地域活性化策の一体化を図る。

Ｂ

　Ｈ20に、旧中山観光協会、合併後平成20年3月27日に、旧
伊予市・双海・中山町の観光協会が合併し伊予市観光協会
に一本化され、Ｈ20から観光協会が主体的に地域活性化策
を展開した。
　Ｈ21は、伊予市観光協会中山支部が中心になり観光振
興・地域活性化を図るることができ一定の成果が得られ
た。

Ｈ２１
実施済

中山地域振興課

実施

 (ｳ)　その他の行政事務の効率化
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平成２２年度　行政改革実施計画進捗状況一覧表

Ｈ１８ Ｈ１９ Ｈ２０ Ｈ２１ Ｈ２２ 改革内容 進捗評価 成　　果 到達評価 関係課 関連課

　　　　　　　 評価凡例 ：〔進捗評価〕 Ａ…計画より早まっているもの　Ｂ…計画どおりに進んでいるもの　Ｃ…計画より多少遅れているもの　Ｄ…計画どおり進んでいないもの　Ｅ…計画を見合わせたもの

平成２２年度実施状況

          　　　　　　　　〔到達評価〕 実施済…協議・調整が完了し成果を上げたもの　成果有…〃中だが成果を上げつつあるもの　進行中…〃中だが成果には至ってないもの　未着手…何も実施できていないもの　成果無…成果が無かったもの

平成１８～２２年度実施計画

区分・推進事項・実施項目

２ (1) イ (ｳ) 　各種申請行為における所得証明書類の簡略化 　以下に分割記述

Ａ

　以下に分割記述

Ｈ１９
実施済

福祉課
長寿介護課
保険年金課
学校教育課

　児童扶養手当や児童手当等の認定申請に伴う所得証明書
類の添付について、本市の税務課等で情報確認ができるも
のについては添付を省略し簡素化を図る。

Ａ

　庁内関係課と調整を行い、データ閲覧申請により申請者
の所得証明等が確認できる体制を構築することができた。 Ｈ１９

実施済
福祉課 長寿介護課・保険年金課・学校教育課

　各種申請行為における所得証明書類等の添付を省略し簡
素化する。 Ａ

　税務課等にデータ閲覧申請を行うことにより、申請者の
所得証明書等の提出を省略し簡素化が図られた。 Ｈ１８

実施済
長寿介護課 福祉課・保険年金課・学校教育課

　母子家庭医療助成制度の申請及び更新時において所得証
明書類の提出を簡略化する。 Ａ

　委任状の導入により所得証明の発行を保険年金課でまと
めて行うことにより、窓口の混雑が大幅に緩和された。 Ｈ１９

実施済
保険年金課 福祉課・長寿介護課・学校教育課

　特別支援教育就学奨励費や幼稚園就園奨励費及び要保護
児童生徒援助費の申請時に所得証明書の添付を求めないこ
とにより、申請者の負担軽減を図る。

Ｅ

　国庫補助監査時対応や本人との疎通（申請主義）等考慮
し、現状のまま実施するのが望ましいと判断した。 Ｈ１８

成果無
学校教育課 福祉課・長寿介護課・保険年金課

　老人クラブ事務の移管

検討 実施

　多くの高齢者が参加しやすい組織運営及び自主的な老人
クラブ運営の事務処理能力の向上に向けた指導・助言を行
い、社会福祉協議会又は伊予市老人クラブ連合会へ事務の
移管（委託）を図る。

Ｃ

　各種事業の企画・運営に対しては会員の積極的な参加が
見られるが、事務局の自主運営に対してはまだまだ消極的
で、今後も老人クラブ役員と行政とで引き続き協議する必
要がある。
　なお、会員の減少と役員の高齢化などで組織の弱体化が
進んでおり、会員増強と次世代リーダー育成に向けた検討
も並行して進める必要がある。

成果有 長寿介護課

　国保高額療養・老保高額医療・介護保険高額介護サービス費の支給事務の統括 　以下に分割記述
Ｂ

　以下に分割記述 Ｈ１８
実施済

保険年金課
長寿介護課

国保高額療養費・老保高額医療費の支給事務の統括 　一件別に作成していた支出様式を統括し可能な限り簡略
化する。 Ｂ

　電算システムを変更したことにより、統括した支出負担
行為書及び支出命令書を作成することが可能となった。

Ｈ１８
実施済

保険年金課 長寿介護課

介護保険高額介護サービス費の支給事務の統括 　一件別に作成していた支出様式を統括し簡略化する。
　また、領収書等の自己負担支払金額が確認できる書類の
提出を求めていたが不要とする。
　利用月単位での申請が必要であったが、初回申請のみで
足りるものとする。

Ｂ

　支払業務が簡略化できた。
　領収書等の提示が不要となり、また、申請も初回のみで
足りるものとなり、関係者の利便性の向上が図られた。 Ｈ１８

実施済
長寿介護課 保険年金課

　粗大ごみの個別収集化

検討 実施

　住民から事前に申込みを受け付け自宅まで業者が回収に
赴く個別収集方式を導入することにより、市民の利便性の
向上とステーションへの不法投棄の防止を図る。

Ｂ

　粗大ごみの戸別収集を実施するため、収集運搬を委託す
る業者を入札により決定するとともに、申込受付から収集
までの事務処理をコンピューターで管理するシステムを導
入した。
　粗大ごみを戸別収集にしたことで、排出禁止物の排出が
無くなるとともに、ごみステーションへの粗大ごみの不法
投棄もほとんど無くなった。

Ｈ２０
実施済

市民生活課

　道路補修の単価契約化

検討 実施

　改良を伴わない簡易な道路の維持修繕工事について、単
価契約とすることにより事務の効率化を図る。

Ｃ

　Ｈ20は、舗装補修については既に実施しているが、その
外の維持修繕工事について他市の事例等を参考に検討中で
あるため制度構築までに至らなかった。
　Ｈ21は、県等の事例を参考に検討したが、市道数が９４
７路線あり、地域性・担当路線数等を考慮すると問題点も
発生するため、当面は現在実施している舗装補修と作業員
賃金での対応とした。
　Ｈ22は、補修工事契約を路線別で発注せず、伊予地区、
中山地区、双海地区で発注した。また急を要する路線を除
き、○○線外○線舗装修繕工事で発注する対応とし一定の
効果を上げた。

成果有 道路河川課

　道路台帳の様式等の統一

検討 実施 100%

　道路台帳のデータベース化と様式統一を行い、各種調査
時における事務の効率化を図る。

Ｂ

　Ｈ20は、データベース化により、調査・集計事務の効率
化が図られた。
　Ｈ21は、様式の統一は費用対効果の問題から行わないこ
ととした。

Ｈ２１
実施済

道路河川課

　簡易水道及び県条例水道施設の料金計算システムの導入

検討 実施

　システムの改良を検討し、上水道と一元化した料金シス
テムを導入することによりコストの縮減を図る。

Ｃ

　Ｈ20は、一元化に係るシステム開発（専門業者による検
討）には多くのコストを要し、費用対効果の観点から、現
状システムの問題点を改良することで効率化を図り、料金
体系の統一や経営統合等の時点で再検討することとした。
　Ｈ21は、現状システムの問題点を改良することで効率化
を図るのみとした。

Ｈ２１
実施済

水道課

　投票時間の見直し

検討 実施

　選挙経費の効率的執行と職員の負担軽減を図る。

Ｃ

　期日前投票時間の繰上げと期間の短縮を提案し検討を
図ったが、繰上げ短縮することによる影響と選挙人への周
知期間を考慮し実施時期を再検討する。

進行中 行政委員事務局

検討・実施

実施検討
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平成２２年度　行政改革実施計画進捗状況一覧表

Ｈ１８ Ｈ１９ Ｈ２０ Ｈ２１ Ｈ２２ 改革内容 進捗評価 成　　果 到達評価 関係課 関連課
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          　　　　　　　　〔到達評価〕 実施済…協議・調整が完了し成果を上げたもの　成果有…〃中だが成果を上げつつあるもの　進行中…〃中だが成果には至ってないもの　未着手…何も実施できていないもの　成果無…成果が無かったもの

平成１８～２２年度実施計画

区分・推進事項・実施項目

２ (1)

　行政評価管理システムの導入

検討・試行 実施

　行政運営の透明化を図るため行政評価の結果を広く公表
し、市民への施策・事業についての説明責任を果たすとと
もに、市民の視点に立ち新たな施策の方向性を見定めた成
果重視の行政への転換を図る。

Ｂ

　行政評価システム推進委員会行政評価システム部会によ
る検討を重ね、事務事業の目的や内容、数値化した実績や
成果、事業に関する課題認識等を記載した行政評価シート
をＷＥＢサイト上で広く市民に公開し、その事務事業に対
する意見をインターネットを介して受付ができる行政評価
公開ＷＥＢシステムを構築した。
　事務事業評価の内容を公開することで、市民からの外部
の意見を得る機会が設けられ、職員が事務事業を客観的に
見つめ直すきっかけとなり、開かれた市政運営へ向けての
意識改革が図られた。

Ｈ１９
実施済

行革推進室

　事務事業評価（自己・一次・二次）の導入 　以下に分割記述 Ｃ 　以下に分割記述 実施済 全課

　単なる事業評価にとどまることなく現状の活動実績を把
握し、その実績を踏まえて評価を行い、そこから改革や改
善の視点を考え、翌年の予算や計画に反映させるシステム
を確立する。

Ｂ

　事務事業の必要性や効果を具体的に評価することによっ
て、事業の有効性やコスト意識など、効率かつ効果的な事
業実施に向け、職員の意識改革が図られた。

Ｈ２０
実施済

総務課 全課

　評価結果を広く公表することにより、施策・事業の成果
について客観的な評価を行うシステムを導入する。

Ｂ

　Ｈ19は、行政評価システムを試験導入し、18年度事業の3
モデル事業について評価を行い、成果指標等の内容につい
て検討した。
　全ての事業において実施。

Ｈ２０
実施済

企画財務課 全課

　事務事業の目標を明確にし、事業評価を参考に、更なる
効果的な事業の推進を計る。
　また、事業の早期完成を図り、事業継続等について判断
ができるようにする。 Ｂ

　行政システムの導入による事務事業評価により、次年度
への更なる効果的な事業の推進指標とすることができた。
　なお、事業評価で懸案となっていた、デジタル行政防災
無線工事は、本庁地区の整備工事が完了し次年度での開局
となり、運用面での事業評価を実施することとなるが、効
果的な運用が期待されている。

Ｈ２０
実施済

防災安全課 全課

　事務事業の目標を明確にし、目標に向けた事業進捗を行
う。評価を行うことにより、事業の必然性・効率性を確認
し、翌年度につなげる。

Ｂ

　事業目的、事業対象、活動指標、成果指標等の設定を行
い、検証を行った。
　課題等を抽出し、今後の事務改善につなげた。

実施済 庁舎建設課
全課
Ｈ22より庁舎建設課

　行政経営の成果について、目標を明確にしながら客観的
な評価を行い、その結果に基づく改善策を効果的・効率的
に推進できるシステムを構築する。

Ｂ

　事務事業評価上、事務経費の節約や、時間外勤務数の削
減に努めた結果、明らかに平成19年度成果と比べて効果が
出てきている。

Ｈ２０
実施済

税務課 全課

　年度ごとに事務事業の実施状況及び効果の検証を行い、
次年度以降の改善を図るとともに充実した事業とする。 Ｃ

　平成22年度において、72事業の行政評価を実施し、補助
金の廃止や事務事業の統廃合を行った。 実施済 福祉課 全課

　担当ごとに事業を客観的に見直し、費用やその効果及び
市民満足度などを評価することで、さらに効果的・効率的
な事務事業を推進する。

Ｃ

　事業の必要性を判断する一つの材料として活用すること
ができた。また、コスト改善意識等を各自が持ち、事業実
施にあたることができた。

Ｈ２１
実施済

長寿介護課 全課

　事業目標を明確にし客観的な評価により事業の効果的・
効率的な推進を図る。

Ｂ

　母子保健事業の窓口業務における申請書様式・配布パン
フを見直し、サービス向上と充実を図った。
　また、検証結果から、要フォロー児への細かな対応の重
要性が明確となり、心理士相談にも発達チェックを可能な
限り導入した結果、前年比で17％の実施率向上となった。
よりニーズに合った療育情報の提供もできた。

Ｈ２０
実施済

健康保険課
全課
Ｈ20より保険年金課と健康増
進課は健康保険課に統合

　所管の全事業について、具体的な目標設定を行い、客観
的に評価を実施し、目標の達成度・費用対効果等を検証す
る。 Ｂ

　新規事業については、具体的な成果に基づく評価を行う
ことができた。また、定型業務については、法改正に伴う
事務取扱を適正に実施するため、具体的な目標を掲げ実行
することができた。

Ｈ２０
実施済

市民生活課 全課

　行政評価により事業の効率的な執行を行う。

Ｂ

　農業活性化緊急対策事業（果樹振興関係）・果樹振興対
策事業の効果測定（H17～H19）の結果を踏まえ、農業活性
化緊急対策事業（果樹振興関係）については、事業のスク
ラップアンドビルド（果樹マルチ被覆助成の廃止、果樹育
成袋助成の新設）、果樹振興対策事業については、双海柑
橘生産者大会助成の廃止を決定し、H21年度から実施するこ
ととした。

また、観光協会の合併を行った。

Ｈ２０
実施済

産業経済課 全課

　事務事業の評価に関する情報を公開することによって、
住民の視点に立った行政運営を展開する。 Ｂ

　事務事業評価を行うことで問題点や改善箇所の把握がで
き、次年度の事業実施の参考となった。 Ｈ２０

実施済
都市整備課 全課

　段階評価の導入によって行政の透明化を図り市民が必要
としている施策を見定める。 Ｂ

　評価を行ない、コスト意識・改善意識を持つことで必要
な施策を見定めるための意識付けが出来た。 Ｈ２０

実施済
道路河川課 全課

 ウ　事務事業の整理と合理化

実施

 (ｱ)　行政評価システムの導入

検討 試行
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Ｈ１８ Ｈ１９ Ｈ２０ Ｈ２１ Ｈ２２ 改革内容 進捗評価 成　　果 到達評価 関係課 関連課
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平成１８～２２年度実施計画

区分・推進事項・実施項目

２ (1) ウ (ｱ) 　事務事業の評価を公開することによって、事業の必要性
を市民目線で評価がわかる数値表示を行った。

Ｃ

　所有権移転登記申請件数515 筆
　地目変更登記申請件数  970 筆
　行政評価を行うことでコスト意識、課題意識を持つこと
ができ円滑な事業推進が図れた。

Ｈ２１
実施済

用地整理課 全課

　事業推進にあたり、費用対効果・事業の効率化等に対す
る意識が欠けている。
　事業目標を明確にし、事業評価を行い、効果的な事業推
進を図る。

Ｂ

　整備方法に多くの選択肢がある長期的な大規模事業につ
いて、特定審査委員会を設け、高度で専門的な検討を行
い、有効性及び経済性等に優れた事業計画書を作成するこ
とができた。

Ｈ２０
実施済

水道課 全課

　合理的、客観的かつ成果を重視した事務事業を推進する
ため、妥当性、有効性及び効率性等の観点から具体的数値
等を用いて定量的にその効果を判定し、事務事業の質の向
上及び効率化を図り、効果的かつ効率的な行政運営を行
う。

Ｂ

　Ｈ19は、各事務事業の中長期的な全体計画の策定、事業
費の算出及び成果指標の設定について理解し、併せて行政
評価管理システムの取扱いを習得した。
　モデル事業評価を行なうことにより、事業の目的、効果
等を再確認することができ、コスト意識を持つことができ
た。
　事務事業評価を行うことで問題点や改善箇所の把握がで
き、次年度の事業実施の参考となった。
　Ｈ20は前年度の状況を基に、次年度以降の事業計画にあ
たり適切な事業推進に努めることが出来た。

Ｈ２０
実施済

下水道課 全課

　行革指針により事務事業の見直し、点検を行う。
　農業委員定数は減少したが、地域農政の推進に努力し、
農家の代表機関として、十分責務を果たせるよう努める。

Ｂ

　・農業委員全員で市内全域の耕作放棄地調査を実施し、
実態把握に努めた。今後、要活用農地と活用できない農地
に分類整理し農地の有効活用を図りたい。
　・講師を招き、農地改革プランと農業生産法人の設立に
ついて、農業委員と農業関係区長による研修会を実施し、
資質の向上に努めた。
　・農地の利用集積事業を実施し、農地の流動化に努め
た。

Ｈ２０
実施済

農業委員会事務局 全課

　間違いのない事務対応・適正な選挙事務の執行、管理に
努める。
　計画に沿った事務遂行と適正で円滑な監査執行を図る。

Ｂ

　農業委員会委員選挙、海区漁業調整委員会委員選挙、伊
予郡大谷池土地改良区総代選挙に関し選挙日程に従い、諸
事項を処理するとともに適正な管理執行に努め、農業委員
会委員選挙においては初めての選挙にもかかわらず61.95％
の高投票率となった。
　また、監査事務については、定例の現金出納検査、水道
事業会計、一般・特別会計の決算審査、定期監査（各課、
出先機関、工事）、財政援助団体監査に係る関係書類を事
前に提出を求め、チェツクを行い、当日の各審査、監査の
円滑な実施が図れた。

Ｈ２０
実施済

行政委員事務局 全課

　行政評価の導入により、事務事業の効果等を検証し、住
民の視点に立った行政運営を行う。

Ｃ

　H19年度の試験運用を経て、Ｈ20年度からの正式運用での
評価により、問題点の把握、改善意識を持つことで、事務
事業の改善が図れた。

Ｈ２１
実施済

議会事務局 全課

　目標を明確化した事務事業の客観的評価を行うことによ
り、より効果・効率的な事務事業の推進を図る。併せて、
結果の公表による行政運営の透明化を図る。 Ｃ

　客観的な評価により、より効果・効率的な事務事業の推
進を図ることができた。
　なお、精査の結果、事業項目の細分化の必要性は現状生
じていない。

Ｈ２１
実施済

学校教育課 全課

　行政運営の透明化を図るため行政評価の結果を広く公表
し、市民への施策・事業についての説明責任を果たすとと
もに、市民の視点に立ち新たな施策の方向性を見定めた成
果重視の行政への転換を図る。

Ｃ

　事業目的、事業対象、活動指標、成果指標等の設定を行
い、検証を行った。

実施済 社会教育課 全課

　事務事業の目標を明確にし、事業評価を参考に、更なる
効果的な事業の推進を図る。

Ｃ

　事務事業の評価を行うことで問題点や改善策の把握がで
き、次年度事業のより効果的・効率的な実施にむけて検証
することができた。

Ｈ２１
実施済

中山地域振興課 全課

　事務事業評価に基づく行政サービスの提供効果や課題認
識をとおして、住民の視点に立った効果的・効率的な窓口
業務の推進を図る。 Ｂ

　窓口業務（6事務事業）評価に関する活動実績から、その
有効性及び課題等を客観的に評価（検証・認識）し、事務
の効率化を図るとともにグループ制浸透による窓口サービ
ス（ワンストップ化）の充実が図られた。

Ｈ２０
実施済

中山総合窓口課 全課

　最も身近な市民サービスの現場として、事務の効率化、
サービス向上に努めるため、あらゆる支所事業の客観的な
評価に努め、事務の効率化を図る。

Ｂ

　Ｈ18は、あらゆる支所事業について客観的な評価に努
め、13事業について実施した。
　Ｈ20は、ほとんど業務のない事業・類似業務の統合など
により、税務支所事務・戸籍住民基本台帳支所事務・国民
年金取扱支所事務・老人福祉支所事務・国民健康保険支所
事務・介護保険支所事務の計6業務に絞って実施した。
　Ｈ21は、前年度に引き続き6業務について実施した。

Ｈ２１
実施済

双海総合窓口課 全課

検討 試行 実施

21／53



平成２２年度　行政改革実施計画進捗状況一覧表

Ｈ１８ Ｈ１９ Ｈ２０ Ｈ２１ Ｈ２２ 改革内容 進捗評価 成　　果 到達評価 関係課 関連課

　　　　　　　 評価凡例 ：〔進捗評価〕 Ａ…計画より早まっているもの　Ｂ…計画どおりに進んでいるもの　Ｃ…計画より多少遅れているもの　Ｄ…計画どおり進んでいないもの　Ｅ…計画を見合わせたもの

平成２２年度実施状況

          　　　　　　　　〔到達評価〕 実施済…協議・調整が完了し成果を上げたもの　成果有…〃中だが成果を上げつつあるもの　進行中…〃中だが成果には至ってないもの　未着手…何も実施できていないもの　成果無…成果が無かったもの

平成１８～２２年度実施計画

区分・推進事項・実施項目

２ (1) ウ (ｱ) 　外部評価の導入

検討 試行 実施

　市役所外部の評価者から意見を聴取する機会を設け、事
務事業評価に対する客観的な意見を得ることにより、市民
の視点に立ち新たな施策の方向性を見定めた成果重視の行
政への転換を図る。

Ｂ

　外部評価の本格実施となる本年度においては、19年度の
事務事業の中から外部評価に付された23件の事務事業につ
いての審議を行い、客観性・透明性を確保し簡素で効率的
な行政経営と市民満足度の向上を目的として、制度に則り
事務事業単位に「答申」を行った。
　また、20年度の事務事業に対する取り組みが更なる成果
につながるよう、具体的な方向性を示唆することを目的
に、委員会が選定した14件の事務事業について、モニタリ
ングの視点から評価シートを基に市民目線で評価を実施し
「提言」として示した。

Ｈ２０
実施済

行革推進室

　評価結果の公表・議会報告

検討 試行 実施

　事務事業評価の結果を広く市民に公表することにより、
事業効果や改善策に対する業務管理の厳格化を図る。

Ｂ

　行政評価結果を議会に報告するため、12月議会において
提案を行い「平成19年度事務事業における行政評価結果報
告書」を作成し議員に配布した。
　また、行政評価公開ＷＥＢシステムにおいて、全事務事
業の最終評価結果をインターネット上で公表（翌々年度の3
月末まで）を開始した。
　事務事業の評価結果を3年間保存・閲覧できることで、議
員や市民の皆さんが市が行う各種事業がどのような目的・
目標の基に行われているか、抱えている課題は何か、また
どのような見直しを図ろうとしているか分かるようになっ
た。
　このように目標や課題などを市民に共有することで、こ
れまでの行政主導型から市民協働型に転換を図り、市民と
行政の役割分担を明確にする中で、ともに力を合わせ、活
動（まちづくり）を進める下地が整いつつある。

Ｈ２０
実施済

行革推進室

　行政評価におけるパブリックコメントの導入[再掲]

検討 実施

　行政に関する情報を市民との共有財産であるとの認識に
立ち、パブリックコメント制度の趣旨を踏まえ、市民に対
して意見公募を行う仕組みを行政評価システムに導入す
る。

Ｂ

　6月から市のホームページを利用し、インターネット上で
昨年度の事務事業に関する評価結果の公開を開始し、7月か
らは市民の皆さんからご意見をいただく行政評価公開ＷＥ
Ｂシステムを稼動した。
　市の広報紙やホームページによる啓発、地方新聞にも取
り上げられるなど、一定の周知を行いながら1ヶ月の公募期
間を設けたが、期間中に市民の皆さんからの応募はいただ
けなかった。
　公開ＷＥＢシステムを利用した評価の閲覧件数は月に200
件を超えたものの、このシステムを利用して意見提出を行
うには、氏名・住所・メールアドレス・年齢・性別・職業
を初期登録する必要があることが影響してか、登録者は4名
に留まった。

Ｈ２０
実施済

行革推進室

　事務事業評価実施率

実施 100%

　全事務事業評価に向けた取り組みを円滑に行うため、モ
デル的に事務事業評価を行う試行期間を設け、新たに判明
した問題点や改善点をカスタマイズすることにより、全事
務事業を対象となる本格施行へ向けた移行に伴う職員の技
術的・精神的な負担を少なくする。

Ｂ

　平成19年度事務事業の全635事務事業については、いずれ
も市民の意見公募に付されたのち、経営者会議による最終
判断を得ることができた。
　市の全ての事務事業について、一度でも市民目線を意識
することにより、現状維持から脱却し、事業の見直し意識
が芽生えたものと思われる。

Ｈ２０
実施済

行革推進室

　成果・効果の予算への反映 　以下に分割記述 Ｃ 　以下に分割記述 成果有 全課

　単なる事業評価にとどまることなく、現状の活動実績を
把握し、その実績を踏まえて評価を行い、そこから改革や
改善の視点を考え、翌年の予算や計画に反映させるシステ
ムを確立する。

Ｂ

　行政評価の成果を踏まえて、適正に予算に反映するよう
努めた。 Ｈ２０

実施済
総務課 全課

　行政評価システムの実施に合わせ、評価結果を予算に反
映させる。

Ｂ

　Ｈ19は、平成18年度のモデル事業（企画調整事業、参画
協働推進事業、予算編成費）の評価を実施したが、モデル
事業におけるその運用方法等の検証ということで20年度の
実施に向けた準備を行った。
　全ての事業において実施。

Ｈ２０
実施済

企画財務課 全課

　事業の成果・効果が予算に的確に反映できるよう、事業
の成果を見極める。 Ｂ

　行政評価システムの導入による各事業の評価を再検証
し、適正な事業の執行及び予算へ反映するよう努めた。

Ｈ２０
実施済

防災安全課 全課

　総合計画に定められた施策目標を明確にし、目標に向け
た事業進捗を行う。行政評価の結果をふまえ、政策・施策
に反映する事業を展開する。

Ｂ

　総合計画に定められた建設事業を計画的に進めていくた
めに、具体的なスケジュールを想定し、円滑な進捗が図れ
るよう、単年度ごとの事業評価を行った。

実施済 庁舎建設課
全課
Ｈ22より庁舎建設課

　行政経営の成果について、目標を明確にしながら客観的
な評価を行い、その結果に基づく改善策を効果的・効率的
に推進できるシステムを構築する。

Ｃ

　Ｈ21は、システム入力作業や課税事務等の合理化省力化
を図ったため、人件費等の支出を減少させることができ
た。
　Ｈ22は、入力システム改修等による入力作業や課税事務
の効率化・省力化を図っている。
　土地及び家屋の評価・入力システムについてはこれ以上
の改修はむずかしいため今年度にて一応終了とする。

実施済 税務課 全課

実施検討
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平成２２年度　行政改革実施計画進捗状況一覧表

Ｈ１８ Ｈ１９ Ｈ２０ Ｈ２１ Ｈ２２ 改革内容 進捗評価 成　　果 到達評価 関係課 関連課

　　　　　　　 評価凡例 ：〔進捗評価〕 Ａ…計画より早まっているもの　Ｂ…計画どおりに進んでいるもの　Ｃ…計画より多少遅れているもの　Ｄ…計画どおり進んでいないもの　Ｅ…計画を見合わせたもの

平成２２年度実施状況

          　　　　　　　　〔到達評価〕 実施済…協議・調整が完了し成果を上げたもの　成果有…〃中だが成果を上げつつあるもの　進行中…〃中だが成果には至ってないもの　未着手…何も実施できていないもの　成果無…成果が無かったもの

平成１８～２２年度実施計画

区分・推進事項・実施項目

２ (1) ウ (ｱ) 　各事務事業の目標達成にむけ、効率的かつ効果のある事
業に必要な予算を編成していく。 Ｃ

　行政評価により、予算の増減を検証するとともに、補助
金の廃止を行った。 実施済 福祉課 全課

　計画性のある事業実施と市民の意見映した事業評価によ
り、無駄を省き必要なところに適切な予算を反映させる。 Ｂ

　各事業の成果と課題を検討し、既存事業の見直し、必要
と思われる新規事業の企画・立案等に行政評価システムの
成果・効果を反映させるように努めた。

Ｈ２０
実施済

長寿介護課 全課

　行政評価の成果・効果を適正に予算に反映する。
　事務の効率化・省力化を図り、経費の削減に努める。 Ｃ

　成果指標等を意識することで、事務事業の改善が行え
た。 実施済 健康保険課 全課

　実績の有無で継続かどうか判断するのではなく、あくま
でその事業が市（課）の掲げる目標を達成するために必要
かどうかで判断すべきである。
　内部評価及び外部評価の結果をもとに、事業内容を見直
し、予算の編成を行う。

Ｂ

　外部評価の意見をもとに、節水対策事業について補助事
業の見直しを行った結果、既存制度を廃止し、新たな助成
制度を創設する予算編成を行った。 Ｈ２１

実施済
市民生活課 全課

　事務事業評価の成果を踏まえ、関係機関・団体等との協
議・調整のうえ、可能な限り次年度の予算編成に反映させ
る。

Ｂ

　農業活性化緊急対策事業（果樹振興関係）については、
関係団体（JA）と協議のうえ果樹マルチ被覆助成の廃止
を、また果樹振興対策事業についても、関係団体（JA）と
協議のうえ双海柑橘生産者大会助成の廃止を決定し、H21年
度予算に反映した。
　水田関係予算について、農業構造改革対策指導推進費補
助について、関係団体（JA）との協議により、実態を踏ま
えＨ21年度から減額することとし予算に反映した。

Ｈ２０
実施済

産業経済課 全課

　中長期の計画が確立されていないため、前年度踏襲の予
算となっている。成果・効果を出すためにも、中長期計画
を定める必要がある。 Ｃ

　Ｈ21は、中長期計画が策定されていないことから前年度
踏襲の予算となっている。中長期計画の立案を進めたい。
　Ｈ22は、市営住宅ストック総合活用計画を制定し、住宅
の建替え時期等を決定した。

成果有 都市整備課 全課

　評価を公表することにより、市民の視点に立った行政を
推進し、効果的な事業実施に努める。 Ｂ

　評価・公表を行ない、事業の効果・問題点等を把握し、
今後の事業実施に役立てた。 Ｈ２０

実施済
道路河川課 全課

　事務事業の効率化を図り、効率的な行政運営を行う。

Ｂ

　Ｈ19工程表・作業工程表の内容検討を行うとともに、実
工程の検討を行った結果、事業の前倒し執行を図ることで
効率的な運用ができた。
　登記捺印交渉を集団で行い事務の省力化を図った。

Ｈ２０
実施済

用地整理課 全課

　行政評価の内容を考慮し、予算計上する項目及び事業に
反映させる。 Ｂ

　各事務事業の客観的評価を行うことにより、改善意識を
高め、効率的な予算とした。 Ｈ２０

実施済
水道課 全課

　事務事業評価の成果を踏まえ、関係機関と協議のうえ次
年度予算編成へ反映させる。

Ｂ

　Ｈ19は、事業内容の客観的評価により、今後の事業実施
に当たっての方向付けを検討することが出来た。
　前年度の実績を踏まえて、今後の効率的な事業の方向付
けが出来た。

Ｈ２０
実施済

下水道課 全課

　行政評価結果を予算に反映させる。
Ｃ

　Ｈ19の試験運用結果を踏まえ、交際費については、Ｈ20
から予算に反映させている。 実施済 議会事務局 全課

　事務事業評価を行い、より効率的に事業が実施できるよ
う引続き努めたい。

Ｃ

　平成22年度の農業委員会活動計画を定め、農用地利用集
積事業による利用権設定事業、農地の利用状況調査及び違
反転用の発生を防止するための農地パトロール等を実施し
た。
　また、農業従事者の高齢化・兼業化が進行しており、高
齢化により農業従事が困難になった農地を地域の担い手に
集積を行うとともに地域の情報収集に努めた。

成果有 農業委員会事務局 全課

　行政評価を反映した予算編成とする。

Ｃ

　選挙経費予算の削減策（選挙従事者数の削減、人件費単
価の削減、備品購入しない）により、削減ができた。 実施済 行政委員事務局 全課

　行政評価の成果・効果を、適正に予算へ反映する。
Ｂ

　行政評価の成果・効果を、適正に予算へ反映するよう務
めた。

Ｈ２０
実施済

学校教育課 全課

　行政運営の透明化を図るため行政評価の結果を広く公表
し、市民への施策・事業についての説明責任を果たすとと
もに、市民の視点に立ち新たな施策の方向性を見定めた成
果重視の行政への転換を図る。

Ｂ

　行政評価の成果を踏まえて、予算へ反映させている。

Ｈ２０
実施済

社会教育課 全課

　施設管理運営事業等は、段階的に指定管理者制度を導入
し民間のノウハウを活用しつつ事業コストの低減化を図
る。 Ｃ

　各事業の成果と課題を把握・分析することにより、既存
事業を見直し適正に予算に反映することができた。
　今後、栗の里公園等の市が直接管理している事業の管理
運営については、指定管理者制度等の導入を検討する必要
がある。

Ｈ２１
実施済

中山地域振興課 全課

検討 実施
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平成２２年度　行政改革実施計画進捗状況一覧表

Ｈ１８ Ｈ１９ Ｈ２０ Ｈ２１ Ｈ２２ 改革内容 進捗評価 成　　果 到達評価 関係課 関連課

　　　　　　　 評価凡例 ：〔進捗評価〕 Ａ…計画より早まっているもの　Ｂ…計画どおりに進んでいるもの　Ｃ…計画より多少遅れているもの　Ｄ…計画どおり進んでいないもの　Ｅ…計画を見合わせたもの

平成２２年度実施状況

          　　　　　　　　〔到達評価〕 実施済…協議・調整が完了し成果を上げたもの　成果有…〃中だが成果を上げつつあるもの　進行中…〃中だが成果には至ってないもの　未着手…何も実施できていないもの　成果無…成果が無かったもの

平成１８～２２年度実施計画

区分・推進事項・実施項目

２ (1) ウ (ｱ) 　政策・施策評価の導入 　以下に分割記述 Ｃ 　以下に分割記述 成果有 全課

　単なる事業評価にとどまることなく、現状の活動実績を
把握し、その実績を踏まえて評価を行い、そこから改革や
改善の視点を考え、政策・施策に反映させるシステムを確
立する。

Ａ

　事務事業の実績を把握・分析することにより、事業の効
率性や必要性を認識した上で、政策・施策を予算に反映さ
せることができた。

Ｈ２０
実施済

総務課 全課

　行政評価の結果をふまえつつ、政策的な事業についての
評価を検討する。

Ｃ

　Ｈ21は、防災の基本的政策の一つである情報伝達システ
ムの防災行政無線の整備は、本庁地区の無線局が７月１日
に開局し、今年度中山・双海地区の整備工事が完了し次年
度での開局となる。
　次年度から、一体的な防災行政無線の運用業務の執行及
び事業評価を実施することとなるが、今後、自主防災組織
の育成も含め、市民の安全で安心な暮らしを実現する地域
社会づくりの綜合的な政策・施策について検討し遂行する
ことが求められている。
　Ｈ22は、中山・双海地区の無線局が開局し、全域でデジ
タル防災行政無線の運用を行うことになった。

進行中 防災安全課 全課

　行政評価の結果を経営会議において政策・施策に反映さ
せる。 Ｃ

　全ての事業で実施し、その評価結果を予算編成作業に活
用した。 実施済 まちづくり創造課

全課
H22よりまちづくり創造課

　行政経営の成果について、目標を明確にしながら客観的
な評価を行い、その結果に基づく改善策を効果的・効率的
に推進できるシステムを構築する。

Ｃ

　Ｈ21は、課税事務と電算入力事務の合理化・省力化を図
りながら、入力誤りを無くし、適正かつ正確に処理できる
よう努めたため、一定の効果を得ることができた。
　Ｈ22は、入力システムの改修等により事務の効率化・省
力化を図りながら、入力結果の確認を励行して誤りを無く
し、適正かつ正確な課税処理に努めた。

成果有 税務課 全課

　各種事務事業の行政評価の結果に基づき、政策・施策に
反映する。 Ｃ

　72事務事業の評価を行うことで、それぞれに関与する政
策・施策の評価を行うことができた。 実施済 福祉課 全課

　担当者と所属長がそれぞれ所管事業の費用対効果や事業
実施上の課題を客観的に見直すとともに外部評価結果を反
映させることで、より一層、効果的・効率的な事務事業を
推進する。 Ｃ

　いくつかの事業については、その成果と課題を客観的に
見直すとともに外部評価結果を踏まえるなど、今後の方向
性の検討と共通認識が持てたが、具体的方策には至ってい
ない。ただ、特定高齢者対策事業については、国の方針変
更を踏まえ、年度後半の事務について簡略化を図るなど効
果的・効率的な事務処理に取り組めた。

実施済 長寿介護課 全課

　各種事務事業の行政評価に基づき、政策施策に反映す
る。 Ｃ

　評価を行うことにより、事務の簡略化・効率化を推進す
ることができた。 実施済 健康保険課 全課

　現状や達成状況の評価だけでなく、政策体系が地域・住
民の直面している課題やニーズとどのように関連し、どの
ような影響をもたらすのか分析を行う。

Ｂ

　外部評価の意見をもとに、節水対策事業について補助事
業の見直しを行った結果、既存制度を廃止し、新たな助成
制度を創設することとした。

Ｈ２１
実施済

市民生活課 全課

　合併協定の協定項目を踏まえ、その方向性を変えない方
針のもと、柔軟に事業のスクラップアンドビルドをすすめ
る。

Ｂ

　Ｈ20は、農業活性化緊急対策事業（果樹振興関係）につ
いて、事業のスクラップアンドビルド（果樹マルチ被覆助
成の廃止、果樹育成袋助成の新設）を行い、H21から実施す
ることとした。
　Ｈ21は、農業活性化緊急対策事業（果樹振興関係）につ
いて、新設した果樹育成袋の助成を行った。

Ｈ２１
実施済

産業経済課 全課

　中長期の計画が確立されていないため、前年度踏襲の予
算となっている。政策・施策評価を予算に反映するたみ
に、中長期計画を定める必要がある。 Ｃ

　Ｈ21は、中長期計画が策定されていないことから前年度
踏襲の予算となっている。中長期計画の立案を進めたい。
　Ｈ22は、市営住宅ストック総合活用計画を制定し、住宅
の建替え時期等を決定した。

成果有 都市整備課 全課

　評価を公表することにより、市民の意向を取り入れた行
政運営を行う。 Ｃ

事務事業を評価・公表することで、市民の意向を踏まえた
検証が行え、今後の事業実施に役立てることができた。 実施済 道路河川課 全課

　事業の目的・目標を明確にし、評価を行うことで事業の
効率化を図る。

Ｂ

　事業目的を達成するために現在の問題点を抽出して、分
析・検討を行った結果、外部委託で効率的な事業執行が図
れた。
　登記困難な案件については、外部委託を行った。

Ｈ２１
実施済

用地整理課 全課

　政策等に関する事業の評価をすることにより、政策等自
体の評価の参考にし、改善して行く。

Ｂ

　政策・施策の評価を行なうことにより、事業の継続実施
を検証することができた。
　また、効率的な施設整備を目指し、重要施策を踏まえた
事業実施計画を作成することができた。

Ｈ２１
実施済

水道課 全課

試行 実施検討
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平成２２年度　行政改革実施計画進捗状況一覧表

Ｈ１８ Ｈ１９ Ｈ２０ Ｈ２１ Ｈ２２ 改革内容 進捗評価 成　　果 到達評価 関係課 関連課

　　　　　　　 評価凡例 ：〔進捗評価〕 Ａ…計画より早まっているもの　Ｂ…計画どおりに進んでいるもの　Ｃ…計画より多少遅れているもの　Ｄ…計画どおり進んでいないもの　Ｅ…計画を見合わせたもの

平成２２年度実施状況

          　　　　　　　　〔到達評価〕 実施済…協議・調整が完了し成果を上げたもの　成果有…〃中だが成果を上げつつあるもの　進行中…〃中だが成果には至ってないもの　未着手…何も実施できていないもの　成果無…成果が無かったもの

平成１８～２２年度実施計画

区分・推進事項・実施項目

２ (1) ウ (ｱ) 　外部評価内容をふまえ、市民ニーズに対応する。

Ｃ

　各投票所において、障害者の対応ができるよう又、土足
のまま投票できないかなど、投票しやすい環境整備を行っ
た。

実施済 行政委員事務局 全課

　市民目線に立った議会運営を推進していく。

Ｃ

　行政評価結果の検証を検証し、市民を意識した議会運営
に取り組んだ。 実施済 議会事務局 全課

　政策・施策を踏まえた客観的評価を行い、事業・事務の
目的を明確化する。以って同目的の達成を目指した、より
効果・効率的な事務事業の推進を図る。 Ｃ

　各職員の客観的な評価を行う資質の醸成が図られ、政
策・施策を踏まえた客観的な評価により、より効果・効率
的な事務事業の推進を図ることができた。 実施済 学校教育課 全課

　事務事業の評価に関する情報を公開することによって、
住民の視点に立った行政運営を展開する。 Ｃ

　事業の目的、効果等を再確認することができ、コスト意
識を持つことができた。 成果有 社会教育課 全課

　行政評価を生かせるように業務の成果・効果を検証しつ
つ、住民のニーズや時代の動向に対応した政策に反映でき
るよう努める。

Ｃ

　Ｈ21では、業務の成果・効果を検証しつつ、改善意識を
持ち住民のニーズや時代の動向に対応した政策・施策を実
施できるよう留意した。
　Ｈ22では、行政評価システムの導入による事務事業評価
により、次年度への更なる効果的な事業の推進指針とする
ことができた。（予算管理を伴う関係事業を評価し事業の
検証を行った。）

実施済 中山地域支援課
全課
Ｈ22より地域支援課

　事務決裁規程の見直し

検討 実施

　より正確かつ円滑に決裁（市長等の権限事務の最終的意
思決定）が行えるよう随時注視する必要がある。
　決裁文書には、庶務に関する事項、財務に関する事項が
あるため、関係課と連携し、必要に応じ改善について協議
する。

Ｅ

　財政関係課と協議した結果、円滑な事務執行が実施され
ているため、規定内容の変更は必要ないと判断した。

Ｈ１９
成果無

総務課

　幼稚園・小・中学校への財務事務の一部移管

検討 実施

　事務処理の迅速・効率化を図るため、幼稚園、小・中学
校へ財務事務の一部移管を行う。

Ｅ

　検討の結果、学校事務職員が県職員であること、各校へ
財務システムが導入されていないこと、事業科目が各校別
になっていないこと等を勘案し、現状での財務事務の一部
移管は難しいとの結論となった。

Ｈ２０
成果無

学校教育課

　購入図書の教育長決裁化

検討 実施

　事務処理の迅速・効率化を図るため、購入図書等一部備
品・消耗品について、教育長決裁にて購入できる制度とす
る。

Ｅ

　検討の結果、極端な時間的ロスは認められないと判断さ
れるため、現状どおりの取扱いとする。 Ｈ２０

成果無
学校教育課

　校長への事務決裁権限の委譲

検討 実施

　学校の自主性及び自立性を確立するため伊予市立学校管
理規則の改正を行い、現状に即した権限とする。 Ａ

　伊予市立学校管理規則の全部改正を行った。
Ｈ２０
実施済

学校教育課

　類似・重複事務事業の整理合理化 　以下に分割記述 Ｃ 　以下に分割記述 成果有 全課

　行政評価システムの導入により、類似及び重複している
事務事業を整理し、合理化を図る。 Ｂ

　平成22年度において、72事業の行政評価を実施し、３事
務事業の統合を行った。 実施済 福祉課 全課

　各種事務事業を見直し、類似・重複しているものについ
て整理統合等を行うことで効率的・効果的な事業の推進に
努める。 Ｃ

　類似・重複事務がないか検討を行ったが、制度上の問題
等もあり現行どおりとする。なお、今後においても引き続
き事業内容や経費を見直すとともに、社会情勢の変化も踏
まえ中・長期的な視点から事業の継続・廃止・統合につい
て検討していくこととする。

進行中 長寿介護課 全課

　行政評価により保健事業において類似事業を確認し整理
合理化を行う。 Ｃ

　健康まつりと健康診査を同時に実施し、経費の削減と参
加人員の増加及び検診の受診率の向上に成果があった。 実施済 健康保険課 全課

　本会議の質疑と委員会での質疑が重複しているため、会
議時間が長く時間のロスがある。
　今後特別委員会を設置し、議会運営のあり方について検
討を行う。

Ｃ

　市議会協議会を通じて、調整を図り23年度から特別委員
会を設置して、議会運営のあり方についての検討を図るこ
とになった。 成果有 議会事務局 全課

　各種監査を計画的に効率よく実施する。

Ｃ

　地方自治法にもとづく制度であり合理化は難しいが、監
査においての事業重複監査を避け効率的に精度を高めた監
査を行うため、各種研修会に積極的に参加している。

成果有 行政委員事務局 全課

　細分化されている人事・保険関連事業等を統合する。

Ｃ

　人事関連予算及び負担金関連予算の一部統合が図られＨ
23年度予算へ反映したものの、再考の余地がある。なお、
学校保険関連事業については、精査中である。

成果有 学校教育課 全課

検討 試行 実施

 (ｳ)　事業・イベントの整理合理化

 (ｲ)　事務決裁規程の見直し

検討・実施検討・実施 検討・実施
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平成２２年度　行政改革実施計画進捗状況一覧表

Ｈ１８ Ｈ１９ Ｈ２０ Ｈ２１ Ｈ２２ 改革内容 進捗評価 成　　果 到達評価 関係課 関連課

　　　　　　　 評価凡例 ：〔進捗評価〕 Ａ…計画より早まっているもの　Ｂ…計画どおりに進んでいるもの　Ｃ…計画より多少遅れているもの　Ｄ…計画どおり進んでいないもの　Ｅ…計画を見合わせたもの

平成２２年度実施状況

          　　　　　　　　〔到達評価〕 実施済…協議・調整が完了し成果を上げたもの　成果有…〃中だが成果を上げつつあるもの　進行中…〃中だが成果には至ってないもの　未着手…何も実施できていないもの　成果無…成果が無かったもの

平成１８～２２年度実施計画

区分・推進事項・実施項目

２ (1) ウ (ｳ) 　類似イベントの整理統合 　以下に分割記述

Ｃ

　以下に分割記述

実施済

まちづくり創造課
産業経済課
社会教育課
地域事務所

　行政評価システムを活用してイベントの費用対効果・満
足度を精査し、地域の事情を考慮しながら事業の効率化を
図る。

Ｃ

　Ｈ18は、企画財務課で実施されたイベントについて、そ
の必要性や満足度の把握に努めた。今後は、行政評価に基
づき事業の見直しを行うとともに、他課との調整を図らな
ければならない。
　Ｈ21は、伊予國あじの郷づくり事業が行政改革・政策推
進室へ移管されたため整理統合を図るイベント事業が無く
なった。

実施済 まちづくり創造課

産業経済課・社会教育課・地
域事務所
H22よりまちづくり創造課

　第三セクター等の民間へ移すべきもの、小規模で効果が
期待できないもの、同種のイベントについて統廃合を行
う。

Ｂ

　Ｈ19は、夕焼け音楽祭（双海）は中止として、シーサイ
ドクリスマス、水仙祭り、パラグライダー大会は、第３セ
クターに移管して実施を行い、補助金の削減につながっ
た。
　Ｈ20は、伊予市観光協会・伊予市中山観光協会・伊予市
双海観光協会の合併を行った。

Ｈ２０
実施済

産業経済課 企画財務課・社会教育課・地域事務所

　各地区、各関係機関とイベントの調整を行い事業内容の
精査と経費の統一を行う。

Ｂ

　Ｈ18は、運動会、公民館祭りについて統一化を図った。
　Ｈ19は、市内の和太鼓集団の各発表会を整理統合し、第1
回伊予市和太鼓の集いとして開催した。
　Ｈ20は、文化祭行事について全市的取り組みを行い、第1
回総合文化祭を実施した。

Ｈ２０
実施済

社会教育課 企画財務課・産業経済課・地域事務所

　4大イベント（伊予中山ホタルまつり・なかやま夏まつ
り・なかやま栗まつり・なかやまふるさとまつり）の地域
における相乗効果・費用対効果・地域の活性化等の現状を
再調査し各イベントの改善及び見直しを行う。
　行政指導から地域住民主体の事業展開への方向転換を図
る。

Ｂ

　Ｈ19は、なかやまふるさとまつりを廃止したが、それに
変わるＪＡ主体のＪＡまつりが、実施され、民間主体の地
域振興が図られることとなった。
　Ｈ20は、なかやまふるさとまつり廃止に代わりＪＡまつ
りが定着した。また、同まつりに、伊予市観光協会中山支
部が協賛することで、地域振興を図る体制とすることと
なった。

Ｈ２０
実施済

中山地域振興課 企画財務課・産業経済課・社会教育課

　第三セクター等に移行できるイベント及び同種イベント
の統合について検討し、実施していく。

Ｂ

　Ｈ19はパラグライダー大会、クリスマス関係、水仙花祭
りを（有）シーサイドふたみ主催で開催し、観光協会は共
催・後援とした。
　Ｈ20は下灘みなと祭り・ふたみの夏祭りの開催について
検討会を開催した結果、両祭りとも長年続いてきたもので
あり、地域性もあるので現状通り開催し、祭りの統合又は
隔年開催について今後も検討していくこととなった。

Ｈ２０
実施済

双海地域振興課 企画財務課・産業経済課・社会教育課

　事務引継のルール化

検討 実施

　職員それぞれが独自の引継書により事務引継を行ってい
るため、事務引継書の全庁的な作成・見直しを実施する。

Ａ

　平成18年度に事務引継規程を策定して、事務引継につい
てルール化し、人事異動等の場合に担当業務を円滑に後任
者に引継し、事務の執行が可能になった。 Ｈ１８

実施済
総務課

　市の後援基準の作成

実施

　後援許可事務に関しての手続をマニュアル化し全庁的に
統一した基準を設ける。

Ｂ

　伊予市後援名義使用許可事務取扱要綱を制定することに
より手の透明性を確保するとともに全庁的に統一した運用
が可能となった。 Ｈ１８

実施済
総務課

　情報システム運用マニュアルの作成

検討・実施 見直し

　専門性の排除、アウトソーシングの活用等により、シス
テム運用を簡素化・標準化するとともに、文書化（マニュ
アル整備）を実施する。

Ｄ

　Ｈ20は、ホストコンピュータシステム保守の分業に向け
た試行として、電話回線による遠隔操作対応を実施し、委
託業者の技術支援を迅速に受けることができることが実証
できた。
　市保有情報の安全確保の観点から、遠隔操作対応の実施
基準や手順の明確化を図るよう、平成21年度以降の年度別
取組計画を変更した。
　Ｈ21・22は、ホストコンピュータシステムについては専
門性が高いため、運用の簡素化は困難である。
　また、サポート業者が県外であるため、現システムでは
アウトソーシング等は困難である。

成果無 まちづくり創造課 H22よりまちづくり創造課

 (ｴ)　業務マニュアルの作成

実施検討
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平成１８～２２年度実施計画

区分・推進事項・実施項目

２ (1) ウ (ｴ) 　窓口業務マニュアルの作成 　以下に分割記述 Ｂ 　以下に分割記述 実施済 地域事務所

　担当者の不在時や複数の来庁者に対応するため、各職員
が戸惑うことなく事務処理のできる業務マニュアルを作成
し、窓口サービスの充実を図る。

Ｂ

　Ｈ21は、事務処理については、マニュアルの共同化等に
より効率的な窓口対応が可能となっているが、更なる適切
な窓口対応（各種制度の内容把握・住民に対して分かりや
すい説明）を行うため、本庁関係各課と連携を図り情報の
共有化を図るとともに、知識の把握にも努め的確な窓口対
応が実施できた。
　Ｈ22は、制度改正に伴う既存マニュアルの見直しを行う
とともに、多岐にわたる窓口事務を適確に行うためグルー
プ内研修による知識（制度）の共有化を図り、窓口事務の
効率化を図っている。

実施済 中山地域支援課
地域事務所
Ｈ22より地域支援課

　初心者でもとまどうことなく事務を的確に推進すること
ができるマニュアルを作成する。

Ｂ

　Ｈ20は、これまでに作成したマニュアルを見直し、より
分かりやすくするとともに、以下のマニュアルを作成し
て、初心者でもほとんどとまどうことのないようにできる
事務が増えた。○郵送による申請マニュアル　○印鑑証明
マニュアル　○交通災害共済マニュアル　○国民健康保険
税マニュアル　○宿日直用死亡届受付マニュアル
　Ｈ21は、制度改正に伴い、既存のマニュアルを見直し、
より分かりやすくするとともに、課内での活用を図った。
　お客様に対しては分かりやすい記入例を提示すること
で、受付事務の効率化が図れた。
　Ｈ22は、制度改正に伴い既存のマニュアルを見直し、簡
潔でより分かりやすい内容に修正した。こうした取り組み
で受付事務の効率化を図ることができた。

実施済 双海地域支援課
地域事務所
Ｈ22より地域支援課

　障害福祉マニュアルの見直し

実施

　平成17年4月1日の合併時に作成したものがあるのみで、
平成18年4月1日に施行された障害者自立支援法に対応する
ものにはなっていない。そのため、障害者自立支援法に対
応したマニュアルの作成を行う。

Ｃ

　障害福祉サービスについて分かりやすいマニュアルを作
成した。 Ｈ２０

実施済
福祉課

　生活保護個別支援プログラム実施要領の作成

実施

　担当職員の努力や経験等に依存してきた自立支援の現状
を改めるため、被保護者の自立阻害要因等の状況分析から
類型ごとに自立支援の方向性を明確化し、支援の具体的内
容・実施手順等を定めた個別支援プログラムを整備する。

Ｂ

　今日の多様な問題に対応し、早期自立を推進するため三
つの個別支援プログラムを策定したことにより、被保護者
の自立助長に対して組織的な取組が出来るようになった。
　①「生活保護受給者等就労支援事業」活用プログラム
就労開始1／3人　②高齢者在宅生活支援プログラム　目標
達成3／3人　③精神障害者在宅生活支援プログラム　目標
達成4／4人

Ｈ１８
実施済

福祉課

　障害者自立支援法業務マニュアルの作成

検討 実施

　平成17年4月1日の合併時に作成したものがあるのみで、
平成18年4月1日に施行された障害者自立支援法に対応する
ものにはなっていない。そのため、障害者自立支援法に対
応したマニュアルの作成を行う。

Ｅ

　平成21年３月に「障害者自立支援法の一部を改正する法
律案」が国会に提出されたが、衆議院の解散に伴い廃案と
なり、連立政権のもと大幅な改正等が見込まれているな
ど、平成21年度においても制度が流動的な状況にあり、マ
ニュアルを作成することは非効率的と思われる。
　国が作成しているパンフレットや県の指導を仰ぎながら
相談業務を行っており、日常事務に支障がないので、今後
（平成25年8月ごろ）新法が制定され、制度が確定してから
業務マニュアルを作成する予定とする。

Ｈ２１
成果無

福祉課

　児童手当業務マニュアルの作成

検討 実施

　担当者が不在の場合や人事異動の場合でも業務の円滑・
普遍的な執行が可能となり、業務処理の効率化・迅速化及
び市民サービスの向上が図れるよう、新たに業務を見直し
ながらマニュアルを作成する。

Ａ

　様々な問題に対応しながら、①業務の年間スケジュール
作成　②窓口対応フローチャート作成　③児童手当システ
ムの認定・支払・処理マニュアル作成　を行ったことによ
り、担当者等の経験に頼ることなく組織的な取組が出来る
ようになった。

Ｈ１８
実施済

福祉課

　生活保護受給者自立支援プログラム取組方針の作成

検討 実施

　担当職員の努力や経験等に依存する経済的給付を中心と
した支援から、国が策定した「自立支援プログラム基本方
針」を踏まえてのシステム的・組織的な対応が可能となる
自立支援プログラムの策定に向けた取組方針を定める。

Ａ

　今日の多様な問題に対応し早期自立めざした個別支援プ
ログラムを策定するための方針を定めることができた。 Ｈ１８

実施済
福祉課

　公営住宅管理マニュアルの作成

検討 実施

　Ｈ19に作成された「伊予市住宅マスタープラン」を基本
におき、地域住宅計画や、Ｈ20において「市営住宅ストッ
ク活用計画」を作成する中で、入居者の立場に立った住宅
施策に配慮しながら、安全で安心して過ごせる住宅を確保
するため、住宅管理マニュアルの作成を行う。

Ｄ

　Ｈ21は、入居のしおりの再作成を行った。次年度におい
て住宅長寿命化計画を立案するなかで、住宅管理マニュア
ルの作成を行いたい。
　Ｈ22は、長寿命化計画策定業務を実施し、市営住宅ス
トック活用計画とあわせて、適正な管理を行う。

進行中 都市整備課

　法定外公共物の維持管理マニュアルの作成

検討 実施

　事業の更なる効率化を図るためマニュアルを作成する。

Ｄ

　Ｈ20は、関係課及び地元との協議・調整が行えず、マ
ニュアル作成に至らなかった。
　Ｈ21は、方向性については、まとまりつつあるが、関係
課及び地元との協議が行なえずマニュアル作成に至らな
かった。
　Ｈ22は、関係課及び地元との協議が行なえずマニュアル
作成に至らなかった。

進行中
産業経済課
道路河川課

見直し実施 見直し
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平成１８～２２年度実施計画

区分・推進事項・実施項目

２ (1) ウ (ｴ) 　農家台帳補正マニュアルの作成

検討 実施

　業務の効率化・迅速化及び市民サービスの向上を図るた
め業務マニュアルを作成する。

Ａ

　事務処理マニュアルや農家台帳システム取り扱いマニュ
アルを作成した。
　しかし、マニュアルを活用するには関係法令に基づく一
定の経験期間が必要である。

Ｈ１８
実施済

農業委員会事務局

　補助金等の見直し基準の策定

実施

　補助金を縮小することだけではなく、公金が市民のため
に有効に使われる制度を構築し、市民との協働による補助
金のあり方を審議する。 Ｂ

　市として真に必要なものを見極め、補助金等をより的確
で効果的なものに見直すため、①廃止　②整理合理化　③
縮小　④拡大を判断する視点と集中改革期間を個別具体的
に定めた基準を策定した。

Ｈ１８
実施済

行革推進室

　補助金等検討委員会の設置

実施

　第三者による審議会を設置し、市が交付する補助金等
が、すでに役割を終えていないか、公益性・公平性の原則
が補完されているか、施策に合致し重点配分を行うべきか
等について、伊予市補助金等の見直し基準に基づき、総点
検を行う。 Ｂ

　市が交付するすべての補助金・交付金・負担金・その他
の財政援助的な支出について、適性かつ効果的な交付を図
ることを目的として、これら補助金等の交付に関する事項
について審議を行い、必要な意見を市長に述べる補助金等
審議会を設置した。
　10月から市長査定までの3ヶ月間で6回の審議を行い、市
の厳しい財政事情を考慮しながら、「市民と行政との協働
によるまちづくり」への一助となるよう、納税者・生活者
としての市民の目線・感覚による意見を付して答申を行っ

Ｈ１９
実施済

行革推進室

　単独で行う団体補助金の整理統合 　以下に分割記述 Ｃ 　以下に分割記述 実施済 関係各課

　補助金交付の目的、趣旨等を十分に周知するとともに、
費用対効果等検証し、適正な補助に努める。

Ｃ

　参画と協働のまちづくりの中心的役割を担う広報区長に
対し、意欲及び知識の向上を図るため研修に対する補助金
を交付した。なお、研修実施後は研修報告書の提出を義務
付けるなど、広報区長の意識改革が図られた。

Ｈ２０
実施済

総務課 関係各課

　補助金について、行政の関与や行政効果等を精査し適正
な執行を図るとともに、所期の目的を達成したもの等につ
いては削減・廃止について必要な見直しを行う。 Ｃ

　2団体に対し、事業内容の見直しに合わせ、補助金の減額
を行った。
　〔国際交流事業支援補助金：853,736円〕
　〔女性リーダー育成委員会補助金：200,000円〕

Ｈ２０
実施済

企画財務課 関係各課

　補助金交付団体の理解、補助金の削減又は廃止を行って
も活動できる体勢作りを実施する。 Ｂ

　交通安全運動費助成金の次年度予算削減を実施。（800千
円→720千円） Ｈ１９

実施済
防災安全課 関係各課

　単独で実施している各種補助金の目的及び費用対効果を
検証し、整理統合を図る。 Ｃ

　補助金等審議会の結果に基づき、１団体に対し補助額の
削減を実施した。 実施済 福祉課 関係各課

　活動状況・補助目的等から補助金交付団体の存立の意義
と社会的な役割を再確認し、団体の整理統合と補助金の削
減廃止に取り組み、敬老会の開催方法・補助金についての
見直しを行う。 Ａ

　補助金の削減をしたことにより団体の負担が増えたが、
小規模での開催を勧めた結果、団体の数及び敬老会参加者
が増加し、市からの補助金の増減によらず、地域が主体的
に行うことができた。
　敬老会を開催した団体等に交付する対象者一人当たり3千
円の補助金を2千円に削減した。

Ｈ１８
実施済

長寿介護課 関係各課

　各団体の事業内容の見直し、予算執行状況の確認を行
い、整理・縮小・廃止が可能な事業・予算の検討及び実施
を図る。
　事務事業評価の成果を踏まえ、運営費補助金等の見直し
をすすめる。

Ｂ

　伊予市農山漁村男女共同参画づくり推進協議会と伊予市
生活研究協議会の組織統合を進めるため両団体との協議・
検討を行い、組織統合には至らなかったものの、事業の整
理が図られ、市補助金縮小への理解を得ることができた。
　経費削減効果　800千円

Ｈ１９
実施済

産業経済課 関係各課

　補助金等審議会の結論に基づき整理・統合を検討する。
　予算編成時等に、各団体の活動内容や事業効果について
検証作業を行う。

Ｃ

　Ｈ20は、補助金等審議会では、当課の補助金については
当面現行どおりとの結論を頂いたので継続する。
　但し、中山高校特用林産科入学奨励金については、Ｈ23
に伊予農高に統合されるのでＨ22で廃止する方向で検討す
る。
　Ｈ21は、中山高校特用林産科入学奨励金について、統合
時廃止する旨調整済み。
　Ｈ22は、愛媛県において、中山高校がＨ23に伊予農高校
へ統合されることが決定するのに伴い、同年度から特用林
産科就学給付金は転校生以外廃止とし、予算削除を行う。

実施済 学校教育課 関係各課

　活動停滞の団体については、廃止も含めて対応を検討す
る。また、実績に応じて補助金の削減についても検討す
る。

Ｂ

　伊予みらい塾の廃止を行った。また、社会教育関係団体
（伊予市連合婦人会、伊予市中山町女性団体連絡協議会、
中山生活文化女性塾、伊豫之二名島扶桑太鼓保存会、愛媛
県人権教育協議会伊予支部）について、補助金の1割の削減
を行った。
　経費削減効果　1,041千円

Ｈ１９
実施済

社会教育課 関係各課

 エ　補助金等の整理合理化

実施

 (ｱ)　補助金交付団体の整理又は統合・団体等の運営費補助金の削減又は廃止

28／53



平成２２年度　行政改革実施計画進捗状況一覧表

Ｈ１８ Ｈ１９ Ｈ２０ Ｈ２１ Ｈ２２ 改革内容 進捗評価 成　　果 到達評価 関係課 関連課

　　　　　　　 評価凡例 ：〔進捗評価〕 Ａ…計画より早まっているもの　Ｂ…計画どおりに進んでいるもの　Ｃ…計画より多少遅れているもの　Ｄ…計画どおり進んでいないもの　Ｅ…計画を見合わせたもの

平成２２年度実施状況

          　　　　　　　　〔到達評価〕 実施済…協議・調整が完了し成果を上げたもの　成果有…〃中だが成果を上げつつあるもの　進行中…〃中だが成果には至ってないもの　未着手…何も実施できていないもの　成果無…成果が無かったもの

平成１８～２２年度実施計画

区分・推進事項・実施項目

２ (1) エ (ｱ) 　補助で行う団体補助金の整理統合 　以下に分割記述 Ｄ 　以下に分割記述 進行中 関係各課

　伊予市シルバー人材センター事業費補助金については、
一定期間ごとに当該補助金の果たす役割、効果、社会経済
情勢の変化等を総合的に判断し、縮減・廃止等に取り組
む。 Ｄ

　シルバー人材センター事業については、今後一層の高齢
化の進展が見込まれる中、行政課題でもある高齢者の生き
がいの場の確保と社会参加の促進等を目的としているが、
現下の厳しい社会経済情勢を踏まえ、人件費の大幅な削減
や新規事業の開拓、会員への手数料縮減を検討するよう指
導を行った。

進行中 長寿介護課 関係各課

　外郭団体の経営に関する指針の策定

実施

　行政事務の民間委譲や民間委託による民間活力の導入・
住民主導による住民自治の推進が重要視されてきており、
これに併せて外郭団体の設立目的や運営方法・公益上の効
果などについても根本的な見直しを行う。

Ｂ

　外郭団体の経営及び市との関係について市の基本的な考
え方を明確にし、適切な指導監督を行うとともに外郭団体
の自発的な経営改革と自立を促すことを目的とした指針を
策定した。

Ｈ１８
実施済

行革推進室

　補助金等の見直し基準の策定[再掲]

実施

　補助金を縮小することだけではなく、公金が市民のため
に有効に使われる制度を構築し、市民との協働による補助
金のあり方を審議する。 Ｂ

　市として真に必要なものを見極め、補助金等をより的確
で効果的なものに見直すため、①廃止　②整理合理化　③
縮小　④拡大を判断する視点と集中改革期間を個別具体的
に定めた基準を策定した。

Ｈ１８
実施済

行革推進室

　補助金等検討委員会の設置[再掲]

実施

　第三者による審議会を設置し、市が交付する補助金等
が、すでに役割を終えていないか、公益性・公平性の原則
が補完されているか、施策に合致し重点配分を行うべきか
等について、伊予市補助金等の見直し基準に基づき、総点
検を行う。 Ｂ

　市が交付するすべての補助金・交付金・負担金・その他
の財政援助的な支出について、適性かつ効果的な交付を図
ることを目的として、これら補助金等の交付に関する事項
について審議を行い、必要な意見を市長に述べる補助金等
審議会を設置した。
　10月から市長査定までの3ヶ月間で6回の審議を行い、市
の厳しい財政事情を考慮しながら、「市民と行政との協働
によるまちづくり」への一助となるよう、納税者・生活者
としての市民の目線・感覚による意見を付して答申を行っ

Ｈ１９
実施済

行革推進室

　単独で行う団体補助金の整理統合[再掲] 　以下に分割記述 Ｃ 　以下に分割記述 実施済 関係各課

　補助金交付の目的、趣旨等を十分に周知するとともに、
費用対効果等検証し、適正な補助に努める。

Ｃ

　参画と協働のまちづくりの中心的役割を担う広報区長に
対し、意欲及び知識の向上を図るため研修に対する補助金
を交付した。なお、研修実施後は研修報告書の提出を義務
付けるなど、広報区長の意識改革が図られた。

Ｈ２０
実施済

総務課 関係各課

　補助金について、行政の関与や行政効果等を精査し適正
な執行を図るとともに、所期の目的を達成したもの等につ
いては削減・廃止について必要な見直しを行う。 Ｃ

　2団体に対し、事業内容の見直しに合わせ、補助金の減額
を行った。
　〔国際交流事業支援補助金：853,736円〕
　〔女性リーダー育成委員会補助金：200,000円〕

Ｈ２０
実施済

企画財務課 関係各課

　補助金交付団体の理解、補助金の削減又は廃止を行って
も活動できる体勢作りを実施する。 Ｂ

　交通安全運動費助成金の次年度予算削減を実施。（800千
円→720千円）

Ｈ１９
実施済

防災安全課 関係各課

　単独で実施している各種補助金の目的及び費用対効果を
検証し、整理統合を図る。 Ｃ

　補助金等審議会の結果に基づき、１団体に対し補助額の
削減を実施した。 実施済 福祉課 関係各課

　活動状況・補助目的等から補助金交付団体の存立の意義
と社会的な役割を再確認し、団体の整理統合と補助金の削
減廃止に取り組み、敬老会の開催方法・補助金についての
見直しを行う。 Ａ

　補助金の削減をしたことにより団体の負担が増えたが、
小規模での開催を勧めた結果、団体の数及び敬老会参加者
が増加し、市からの補助金の増減によらず、地域が主体的
に行うことができた。
　敬老会を開催した団体等に交付する対象者一人当たり3千
円の補助金を2千円に削減した。

Ｈ１８
実施済

長寿介護課 関係各課

　各団体の事業内容の見直し、予算執行状況の確認を行
い、整理・縮小・廃止が可能な事業・予算の検討及び実施
を図る。
　事務事業評価の成果を踏まえ、運営費補助金等の見直し
をすすめる。

Ｂ

　伊予市農山漁村男女共同参画づくり推進協議会と伊予市
生活研究協議会の組織統合を進めるため両団体との協議・
検討を行い、組織統合には至らなかったものの、事業の整
理が図られ、市補助金縮小への理解を得ることができた。
　経費削減効果　800千円

Ｈ１９
実施済

産業経済課 関係各課

　予算編成時等に、各団体の活動内容や事業効果について
検証作業を行い既得権化を抑制する。

Ｃ

　Ｈ20は、補助金等審議会では、当課の補助金については
当面現行どおりとの結論を頂いたので継続する。
　但し、中山高校特用林産科入学奨励金については、Ｈ23
に伊予農高に統合されるのでＨ22で廃止する方向で検討す
る。
　Ｈ21は、中山高校特用林産科入学奨励金について、統合
時廃止する旨調整済み。
　Ｈ22は、愛媛県において、中山高校がＨ23に伊予農高校
へ統合されることが決定するのに伴い、同年度から特用林

実施済 学校教育課 関係各課

　活動停滞の団体については、廃止も含めて対応を検討す
る。また、実績に応じて補助金の削減についても検討す
る。

Ｂ

　伊予みらい塾の廃止を行った。また、社会教育関係団体
（伊予市連合婦人会、伊予市中山町女性団体連絡協議会、
中山生活文化女性塾、伊豫之二名島扶桑太鼓保存会、愛媛
県人権教育協議会伊予支部）について、補助金の1割の削減
を行った。
　経費削減効果　1,041千円

Ｈ１９
実施済

社会教育課 関係各課

 (ｲ)　補助金交付対象事業の活動実態に即した見直し・新規補助金の既得権化の抑制

実施

実施
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平成２２年度　行政改革実施計画進捗状況一覧表

Ｈ１８ Ｈ１９ Ｈ２０ Ｈ２１ Ｈ２２ 改革内容 進捗評価 成　　果 到達評価 関係課 関連課

　　　　　　　 評価凡例 ：〔進捗評価〕 Ａ…計画より早まっているもの　Ｂ…計画どおりに進んでいるもの　Ｃ…計画より多少遅れているもの　Ｄ…計画どおり進んでいないもの　Ｅ…計画を見合わせたもの

平成２２年度実施状況

          　　　　　　　　〔到達評価〕 実施済…協議・調整が完了し成果を上げたもの　成果有…〃中だが成果を上げつつあるもの　進行中…〃中だが成果には至ってないもの　未着手…何も実施できていないもの　成果無…成果が無かったもの

平成１８～２２年度実施計画

区分・推進事項・実施項目

２ (1) エ (ｲ) 　補助で行う団体補助金の整理統合[再掲] 　以下に分割記述 Ｄ 　以下に分割記述 進行中 関係各課

　伊予市シルバー人材センター事業費補助金については、
一定期間ごとに当該補助金の果たす役割、効果、社会経済
情勢の変化等を総合的に判断し、縮減・廃止等に取り組
む。

Ｄ

　シルバー人材センター事業については、今後一層の高齢
化の進展が見込まれる中、行政課題でもある高齢者の生き
がいの場の確保と社会参加の促進等を目的としているが、
現下の厳しい社会経済情勢を踏まえ、人件費の大幅な削減
や新規事業の開拓、会員への手数料縮減を検討するよう指
導を行った。

進行中 長寿介護課 関係各課

　サンセット方式の導入 　以下に分割記述 Ｃ 　以下に分割記述 成果有 関係各課

　市の厳しい財政状況に鑑み、行政効果を精査し活動実態
に即した見直しを行うとともに、新規補助金については公
益上の必要性を考慮しながら終期を設定することにより補
助金の既得権化を抑える。 Ｃ

　Ｈ20は、住民自治に対する活動支援補助金については、
準備補助金1年間、事業補助については5年間と終期を定め
た。
　Ｈ21は、新たな補助金の制定もなく、国際交流事業支援
補助金についても事業内容の見直しを行った。
　Ｈ22に制定した魅力ある地域づくり事業補助金について
も事業補助を5年間とするよう規定した。

Ｈ２１
実施済

企画財務課 関係各課

　敬老会の開催補助金及び伊予市シルバー人材センター事
業費補助金については、一定期間ごとに当該補助金の果た
す役割、効果、社会経済情勢の変化等を総合的に判断し、
縮減・廃止等に向けたサンセット方式を導入する。

Ｄ

　敬老会開催補助金及びシルバー人材センター事業費補助
金については、いずれも本格的なサンセット方式の導入に
は至っていない。今後、具体的な期間の設定や判断基準と
なる指標の作成等に取り組む必要がある。

進行中 長寿介護課 関係各課

　公益上の観点から客観性・妥当性に着目し、事業内容を
精査することにより、支出を段階的に見直しながら補助金
額の削減を図る。

Ｃ

　「伊予市の自然を守る市民の会」への補助金の交付を段
的に見直すこととし、Ｈ20に補助金額を約10％削減するこ
ととした。

Ｈ１９
実施済

市民生活課 関係各課

　ふれあい広場整備事業補助が現在必要とされている事業
であるか申請者等から聞き取り事業評価を行う。

Ｃ

　ふれあい広場整備事業で借地料の補助をしている広報区
に対し聞き取り調査を行い、固定資産税免除の手続きを行
なうことが確認できたので、本年度をもって補助を終了す
ることとした。

Ｈ２１
実施済

都市整備課 関係各課

　業者格付け・発注基準・指名基準の見直し

実施

　旧市町内の事業者の格付基準を統一し公平に行うこと
で、地元企業の入札の参加機会を増加させることにより育
成に繋げる。 Ｂ

　客観的審査による総合数値を基に格付名簿を作成し、市
内業者にあっては主観的審査による付与数値を加えること
とした。
　これにより指名業者の選定に至る過程の透明性・公平性
を確保することができた。

Ｈ１８
実施済

企画財務課

　入札予定価格の入札前公表[再掲]
検討 実施

　入札・契約課程の透明性を高めるため、指名通知書及び
指名業者一覧に予定価格を記載し入札参加者等へ公表す
る

Ｂ
　県下各市の取組状況を調査する。
　指名協議会・庁議を経て公表する業種を決定した。

Ｈ１９
実施済

企画財務課

　入札監視委員会の設置[再掲]

検討 実施

　競争参加資格の設定・確認、指名及び落札者決定の経緯
等について定期的に報告を徴収し、その内容の審査及び意
見の具申等ができる第三者機関を活用する。

Ｅ

　予定価格の事前公表を実施しているため、入札回数が1回
になり、監視の必要性が低下してきたため、実施は見送り
とする。

Ｈ２０
成果無

企画財務課

　設計・施工一括発注方式の導入
検討 → Ｅ

　現時点では必要性も乏しく、実施検討については見合わ
せる。

Ｈ２０
成果無

企画財務課

　一般競争入札等における郵便入札・電子入札システムの導入

検討 実施

　入札への参加を容易にして応札業者を増やし、価格競争
を促すとともに工事費の引き下げで事業規模を維持する。

Ｃ

　Ｈ20…県の実施している電子入札について担当者から説
明を受け、意見交換を行った。
　Ｈ21…22年度導入を目指したいが、砥部・松前両町と同
様の方法で、県のシステムの活用をすることとした。
　Ｈ22…砥部・松前両町と同様の方法で、県のシステムの
活用をすることとしたい。

進行中 財務課 Ｈ22より財務課

　公共サービスの民間委託等に関する指針の策定

実施

　民営化及び民間委託の定義等の基本的な考え方を示し、
その進め方についての指針を策定する。
　○基本的な考え方　○民間委託の進め方 Ｂ

　指針を作成することにより、各課に基本的な方向性を示
すことができた。
　また、指針に基づく統一的な観点のもと、関係各課にお
いて指定管理者制度等への移行に向けた計画の策定及び実
施へ向けた検討が行われ始めた。

Ｈ１８
実施済

行革推進室

　任期付採用職員採用制度の導入

検討 実施

　地方行政の高度化・専門化が進む中で、高度の専門性を
備えた民間の人材を活用する必要性や期間が限定される専
門的な行政ニーズへの効率性から、一般職の任期付職員の
採用に関する条例を制定する。

Ｃ

　Ｈ19は、ニーズがなかったため、採用実績はないが、行
政ニーズが複雑・多様化しており、今後、効率的な行政運
営をしていく上で適宜制度を活用した採用を行う。
　Ｈ20・21は、任期付職員を採用する職種がなかったた
め、制度活用なし。
　Ｈ22は、条件は整っているが、これまで実績はない。今
後、必要に応じて任期付職員の採用を行っていく。

実施済 総務課

　設計・施工一括発注方式の導入[再掲]
検討 → Ｅ

　現時点では必要性も乏しく、実施検討については見合わ
せる。

Ｈ２０
成果無

企画財務課

 (ｲ)　計画的・効率的な実施と外部委託の検討

 オ　公共工事関係

 (ｱ)　新たな入札・契約方式の検討・導入

実施

実施
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平成２２年度　行政改革実施計画進捗状況一覧表

Ｈ１８ Ｈ１９ Ｈ２０ Ｈ２１ Ｈ２２ 改革内容 進捗評価 成　　果 到達評価 関係課 関連課

　　　　　　　 評価凡例 ：〔進捗評価〕 Ａ…計画より早まっているもの　Ｂ…計画どおりに進んでいるもの　Ｃ…計画より多少遅れているもの　Ｄ…計画どおり進んでいないもの　Ｅ…計画を見合わせたもの

平成２２年度実施状況

          　　　　　　　　〔到達評価〕 実施済…協議・調整が完了し成果を上げたもの　成果有…〃中だが成果を上げつつあるもの　進行中…〃中だが成果には至ってないもの　未着手…何も実施できていないもの　成果無…成果が無かったもの

平成１８～２２年度実施計画

区分・推進事項・実施項目

２ (1) オ (ｲ) 　ＰＦＩ事業の研究[再掲]

実施

　ＰＦＩ事業の導入を目的に策定した指針に基づき、民間
事業者の経営上のノウハウや技術的能力を活用し、官民の
適切な役割分担にによる新たな官民パートナーシップを形
成する。
　初期段階での検討熟度が事業に多大な影響を与えること
から、実施方針策定前に的確な導入可能性調査を実施し、
事業に対する考え方を整理する。

Ｅ

　本市におけるＰＦＩの導入は時期尚早と判断しているた
め、事業の研究は行わないこととした。

Ｈ２０
成果無

行革推進室

　総合評価落札方式の導入

検討 実施

　入札価格が予定価格の制限の範囲内にあるもののうち、
価格と品質を数値化した「評価値」の最も高いものを落札
者とすることで、予定価格の範囲内での最も品質の良い施
工業者を選定する。

Ｂ

　Ｈ19は、簡易型総合評価落札方式により落札者を決定す
る競争入札の試行準備を整えた。
　Ｈ20は、総合評価による入札制度を実施。

Ｈ２０
実施済

企画財務課

　評価委員会等の設置
実施 Ｅ

　導入検討を行ったが、必要性に乏しく計画を見合わせ
る。

Ｈ２０
成果無

企画財務課

　入札時ＶＥ提案方式(価格競争型)の導入
検討 試行 Ｅ

　他市においても例がないことから、当面、検討も含め導
入については見合わせる。

Ｈ２０
成果無

企画財務課

　設計・施工一括発注方式の導入[再掲]
検討 → Ｅ

　現時点では必要性も乏しく、実施検討については見合わ
せる。

Ｈ２０
成果無

企画財務課

　ＰＦＩ事業の研究[再掲]

実施

　ＰＦＩ事業の導入を目的に策定した指針に基づき、民間
事業者の経営上のノウハウや技術的能力を活用し、官民の
適切な役割分担にによる新たな官民パートナーシップを形
成する。
　初期段階での検討熟度が事業に多大な影響を与えること
から、実施方針策定前に的確な導入可能性調査を実施し、
事業に対する考え方を整理する。

Ｅ

　本市におけるＰＦＩの導入は時期尚早と判断しているた
め、事業の研究は行わないこととした。

Ｈ２０
成果無

行革推進室

　ＰＤＣＡマネジメントサイクルの確立 　以下に分割記述 Ｃ 　以下に分割記述 実施済 全課

　行政評価システムを活用し、厳しい財政状況の中、市民
ニーズの変化に迅速・的確に対応するために政策決定方法
の見直しと強化を図る。

Ｃ

　行政評価システムが導入され、常にコスト意識を持って
事業の執行に努めた。今後は、評価に基づいた具体的な改
善に取り組む必要がある。

Ｈ２０
実施済

総務課 全課

　全ての事業においてＰＤＣＡマネジメントサイクルの確
立を図るには一定の基準に基づいた手法の確立が必要であ
るため、行政評価システムを構築し市政運営における計
画・実施・評価・改善のサイクルを確立する。

Ｂ

　行政評価システムが実施され、常にコスト意識を持って
事業にあたった。
　今後は評価に基づいた具体的な改善に取り組んでいく必
要がある。

Ｈ１９
実施済

企画財務課 全課

　課内会議等を行い、事業の不断の見直し、改善を進める
ことで、より高い成果をあげられるように努める。

Ｃ

　毎月定例の課内会議及び個別事業の打ち合せ会を実施
し、業務及び事業の検証や検討を行い、業務の改善点も見
え成果が現れた部分もあったが、なお引き続き、関係会議
を通してより細かな確認作業が必要である。

Ｈ２１
実施済

防災安全課 全課

　課の目標・課題を共有し、コスト意識を持って事業を進
める。行政評価による検証を通し、事業遂行の改善につな
げる。

Ｃ

　行政評価システムにより事務事業の検証を行い課題も発
生した。この課題を来年度の事務事業に取り入れることに
より、より良い事業の推進を目指すこととする。

実施済 庁舎建設課
全課
Ｈ22より庁舎建設課

　課の課題・目標を共有し事務改善を実現する。

Ｂ

　課の課題・目標を共有し、事務改善を実現した。
Ｈ１９
実施済

税務課 全課

　全事業の進捗状況を担当者から報告することで、関係者
全員が状況を把握するとともに、改善点及び今後の対応に
かかる協議を実施し、適正かつ迅速な運営を図る。

Ｃ

　保育料の未納者に対し、紙ベースの報告書を作成・回覧
し、個々の対応策を模索するとともに、夜間徴収等によ
り、保育料の収納率の向上に努めた。

実施済 福祉課 全課

　計画時に評価できる適切な指標をいくつか定めておき、
見直しをする。

Ｃ

　地域支援事業中の任意事業の高齢者への配食サービス事
業の事業内容を精査し、安否確認の見守り事業に転換する
ことにより、サービスの質の低下を来たすことなく約4,000
千円の事業費の縮減等、ある一定の効果を挙げることがで
きた

Ｈ２０
実施済

長寿介護課 全課

　課内協議を行い効果的で効率的な事務事業を実施する。

Ｂ

　医療制度改革に対応するため、窓口業務の変更点等を課
内で協議し、効率的な対応を行う。 Ｈ２０

実施済
健康保険課

全課
Ｈ20より保険年金課と健康増
進課は健康保険課に統合

　市民の保健ニーズに対応し効果的かつ効率的なサービス
を行うため、事業の計画・実施・評価・改善のサイクルを
確立する。

Ｂ

　事業の見直し・医療制度改革に向けた新たな事業の取組
計画・コスト意識を持たせた。 Ｈ１９

実施済
健康増進課 全課

　所管の全事業について、行政評価を実施し、事業ごとに
職員自ら計画・実施・評価を実践することで、ＰＤＣＡサ
イクルの確立を目指す。

Ｃ

　戸籍・住基関係業務について、法改正に対応した適正な
事務処理を行うための具体的な計画を立て、実行すること
ができた。

Ｈ２０
実施済

市民生活課 全課

実施

 (ｱ)　ＰＤＣＡマネジメントサイクルの確立

 (ｳ)　民間技術の採用や民間技術提案制度の導入

 カ　業務手順の改革
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平成２２年度　行政改革実施計画進捗状況一覧表

Ｈ１８ Ｈ１９ Ｈ２０ Ｈ２１ Ｈ２２ 改革内容 進捗評価 成　　果 到達評価 関係課 関連課

　　　　　　　 評価凡例 ：〔進捗評価〕 Ａ…計画より早まっているもの　Ｂ…計画どおりに進んでいるもの　Ｃ…計画より多少遅れているもの　Ｄ…計画どおり進んでいないもの　Ｅ…計画を見合わせたもの

平成２２年度実施状況

          　　　　　　　　〔到達評価〕 実施済…協議・調整が完了し成果を上げたもの　成果有…〃中だが成果を上げつつあるもの　進行中…〃中だが成果には至ってないもの　未着手…何も実施できていないもの　成果無…成果が無かったもの

平成１８～２２年度実施計画

区分・推進事項・実施項目

２ (1) カ (ｱ) 　各事業に計画・実施・評価・改善の考え方を導入し、常
にコスト意識を念頭において事業を執行する。 Ｂ

　全事業において実施した行政評価の結果を踏まえ、Ｈ20
予算措置に反映させた。 Ｈ１９

実施済
産業経済課 全課

　効率的かつ効果的な市民サービスを提供することで、常
にコスト意識を持った事業の実施を図る。 Ｂ

　マネジメントサイクルによる事務が行われることによ
り、事務処理が向上し、ミスも減少した。 Ｈ１９

実施済
都市整備課 全課

　限られた財源のなか、最大限の効果発揮を図るため、計
画・実施・評価・改善のマネジメントサイクルを確立す
る。

Ｂ

　全ての事業について行政評価を実施し検証を行なうこと
により、コスト意識を持つことが出来た。 Ｈ１９

実施済
道路河川課 全課

　限られた財源・人材を最大限の効果を発揮するために、
計画・実施・評価・改善のサイクルを確立する。

Ｃ

　行政評価、人事評価システム導入によりＰＤＣＡマネジ
メントサイクルで工程管理（境界設定・用地測量）を行っ
た結果、事務事業の先取りを行うことで工程の短縮に寄与
した。
　地区別に登記捺印交渉を集団で行い事務の省力化を図っ
た

Ｈ２０
実施済

用地整理課 全課

　すべての事業におけるＰＤＣＡのサイクルを確立する。
　安全で効率的な水の提供をするために、常にコストの軽
減を意識し事業実施を行う。

Ｂ

　業務・工務の事業にＰＤＣＡを導入し、効率的な事務の
推進がなされた。 Ｈ１９

実施済
水道課 全課

　事務事業の執行における計画・実施・評価・改善のサイ
クルを確立する。
　効率的かつ効果的な市民サービスを提供することで、常
にコスト意識を持った事業の実施を図る。

Ｃ

　Ｈ19は、行政評価システムの導入に伴い、従来の業務処
理の検証を行うなど事務事業の見直しを行うための流れが
構築できた。
　マネジメントサイクルによる事務が行われることによ
り、事務処理が向上し、ミスも減少した。
　前年度の成果を踏まえ、コスト意識を持って実施に当た
ることが出来た。なおＯＪＴに関して、更なる推進を図っ
ていきたい。

Ｈ２０
実施済

下水道課 全課

　より効率的・効果的な市民サービスの提供を行う。

Ｃ

　正確性・迅速性・効率性を目標に市民に接するよう心が
け、問題が発生すれば課内で話し合い、法律に基づく業務
を効果的に実施した。

Ｈ２０
実施済

農業委員会事務局 全課

　選挙事務や監査事務を通じて、より効率的・効果的な市
民サービスの提供を行う。

Ｂ

　参議選の執行において、非拘束名簿方式による開票事務
の複雑さもあり、開票の迅速化に向けての課題も残った。
　また、監査事務においては、公正で合理的かつ効率的な
市の行財政運営確保を図るべく、指導監査を実施し、通知
をメールにより効率化を図った。

Ｈ１９
実施済

行政委員事務局 全課

　ＰＤＣＡサイクルを確立することで、より効率的で効果
的な事務事業の実施に努める。 Ｃ

　事務事業を検証し課題を見つけることで、事務局内で問
題意識が共有でき、これからの事務事業の取り組みへの意
識啓発を図ることができた。

Ｈ２１
実施済

議会事務局 全課

　常に、計画・実施・評価・改善意識を持った事務事業の
推進体制を確立する。 Ｃ

　定期的な課内会議・個別面談により、目標推進管理シー
ト等に基づくPDCAマネジメントサイクルを絡めた事務事業
の共通認識と意識の醸成が図られた。

Ｈ２０
実施済

学校教育課 全課

　行政が取り組むべき行事と諸団体で実施する行事・イベ
ントの区別化を行うとともに、イベント事業の効果向上と
地域活性化を図るため常に改善していく。

Ｂ

　平成20年3月に伊予市中山観光協会と活性化推進協議会が
合併統合し、平成20年3月27日に旧伊予市・双海・中山町の
観光協会が合併し、伊予市観光協会に一本化され、Ｈ20か
らは伊予市観光協会中山支部が主体となりイベントを実施
することとなる。
　また合併の課程の中で、観光協会の会員の入会を働きか
け会員増に結びついた。

Ｈ１９
実施済

中山地域振興課 全課

　最も身近な窓口として、住民ニーズが充足できる支所事
務機能を確保するため、目標とする行政サービスの提供・
確認・修正といったサイクルを導入し、限られた人員によ
る効率的、有効的な窓口業務の推進を図る。

Ｃ

　業務の性格から目標及び成果（活動）指標の数値化によ
る評価は困難であったが、事業目的との整合性や提供サー
ビスの実績を市民の目線で確認・検証し、限られた人員で
の、きめ細かな住民サービス提供と業務の効率化が図られ
た

Ｈ２０
実施済

中山総合窓口課 全課

　市民サービスの観点から客観的な評価に努め事務の効率
化を図る。 Ｃ

　マネジメントサイクルで各業務の検証を行うことによ
り、コスト意識を持つことができた。 Ｈ２０

実施済
双海地域振興課 全課

　限られた人材・財源で最大限の事業効果を発揮できる行
政運営を図るため、計画・実施・評価・改善のマネジメン
トサイクルを確立する。

Ｂ

　課内会を毎月実施し、ＰＤＣＡマネジメントサイクルを
確立した。 Ｈ１９

実施済
双海総合窓口課 全課

　目標管理制度の運用 　以下に分割記述 Ｃ 　以下に分割記述 実施済 全課

　OJTマニュアルを活用することにより、適宜、進捗管理を
行うことによって職員の能力開発を図る。 Ｃ

　目標の達成状況を確認するほか、職場内のコミュニケー
ションの向上にも努めることができた。

Ｈ２０
実施済

総務課 全課

　人事評価システムによる目標設定を行い、市民が真に求
めている行政施策を見極めながら効率的かつ効果的な市民
サービスを提供することで、常にコスト意識を持った事業
の実施を図る。

Ｂ

　人事評価システムが実施され、目標管理を行った。目標
設定により進捗管理が行われ、概ね適切に事務事業が実施
された。

Ｈ１９
実施済

企画財務課 全課

実施

実施
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平成２２年度　行政改革実施計画進捗状況一覧表

Ｈ１８ Ｈ１９ Ｈ２０ Ｈ２１ Ｈ２２ 改革内容 進捗評価 成　　果 到達評価 関係課 関連課

　　　　　　　 評価凡例 ：〔進捗評価〕 Ａ…計画より早まっているもの　Ｂ…計画どおりに進んでいるもの　Ｃ…計画より多少遅れているもの　Ｄ…計画どおり進んでいないもの　Ｅ…計画を見合わせたもの

平成２２年度実施状況

          　　　　　　　　〔到達評価〕 実施済…協議・調整が完了し成果を上げたもの　成果有…〃中だが成果を上げつつあるもの　進行中…〃中だが成果には至ってないもの　未着手…何も実施できていないもの　成果無…成果が無かったもの

平成１８～２２年度実施計画

区分・推進事項・実施項目

２ (1) カ (ｱ) 　目標管理制度について課レベルでＰＤＣＡのサイクルを
効果的に運用し、制度の効果的な運用につなげる。

Ｃ

　目標設定を目指した業務の遂行により、自ずと行政コス
トの削減効果が期待できると判断する。
　目標推進管理シートを作成する制度も定着し、職員の業
務並びに行政改革に対する意識も醸成され、課内の業務の
遂行・業務の質の向上に良い効果をもたらしている。

Ｈ２０
実施済

防災安全課 全課

　部・課・担当者の目標を設定し､事務の進捗を明確にする
ことにより、職員一人ひとりが自発的に事業に取り組むこ
とができる環境を作る。また常に進捗状況をチェックする
ことにより、新たな改善につなげる。
　目標管理制度に基づいた進捗管理を行う。

Ｂ

　目標を達成するために課内での会議や協議を重ね、事業
の方向性が明確になった。また事業執行への意識統一が図
られた。 実施済 庁舎建設課

全課
Ｈ22より庁舎建設課

　行政評価システムを構築し、市政運営における計画・実
施・評価・改善のサイクルを確立する。 Ｃ

　共通した目標設定により、事務の効率化に向けた改善策
を決め取り組む等、効果的な運用ができるようになった。 Ｈ２１

実施済
税務課 全課

　個人目標の進捗状況を定期的に検証し、目標・時期等を
再設定も踏まえて協議を実施し、個人の資質の向上を図
る。 Ｃ

　年度途中で取り組まなくてはならない事業（子育て支援
緊急対策事業等）があったため、担当者を決定し、個人の
目標としてスケジュール等の設定を行うとともに、随時進
捗状況を確認し、事業の適正な運営に努めた。

実施済 福祉課 全課

　業務遂行に当たっては必ず明確な目標を立てて臨むとと
もに、絶えず業務の進捗管理と得られた結果に対する問題
点の把握・改善による再スタートといった一連の流れを意
識することで業務の質の向上や効率化につなげる。

Ｃ

　行政評価制度や人事評価制度の活用あるいは係内で意見
交換するなど、設定した目標に対して一定の効果的・効率
的な事業実施ができている。 実施済 長寿介護課 全課

　担当者の目標を設定することにより事務の進捗状況を明
確にし、成果と課題を次の目標につなげる。 Ｂ

　目標管理シートを作成することにより、目標認識が高
まった。 Ｈ１９

実施済
保険年金課 全課

　定期的な職場研修の実施は行えているものの、より充実
した意見交換を行うための環境づくりを行う。 Ｂ

　課内会議・職場研修を実施することにより、目標達成の
重要性を認識し、コミュニケーションの円滑化を図ること
ができた。

Ｈ１９
実施済

健康増進課 全課

　部及び課で設定した目標達成のため、個々の職責に見合
う目標を設定させ適正な進捗管理と状況に応じた指導を行
う。

Ｃ

　新規事業の実施や法律の改正に対応するため、具体的な
目標設定を行い適正な進捗管理を行うことができた。 Ｈ２０

実施済
市民生活課 全課

　設定した目標の進捗管理に努め、対費用効果を測りなが
ら効率的行政サービスの提供に努める。 Ｂ

　目標管理制度の実施によって、事業の効率的執行、コス
ト意識の発揚につながった。 Ｈ１９

実施済
産業経済課 全課

　基本構想や総合計画及び施政方針などを個人の目標とし
て分担することにより目標達成型の組織体制を築くととも
に、役割と責任を明確にしつつ職員一人ひとりが意欲的・
自発的に業務を実施する組織風土を確立する。

Ｂ

　目標管理シートによる事務の作業内容が把握できるため
的確な指示や助言をすることができた。 Ｈ１９

実施済
都市整備課 全課

　目標設定・進捗管理を行うことにより職員一人ひとりが
役割と責任を自覚しながら、目標達成へ向け自発的に業務
に取り組む職場風土を確立する。

Ｂ

　各人が目標達成のため役割・責任を自覚し業務に取り組
むことができた。 Ｈ１９

実施済
道路河川課 全課

　限られた財源・人員・時間を未登記解消に各々職員が目
標を意識しながら業務に取組む。

Ｃ

　目標管理制度の導入により、事業進捗が明確となり各々
の目標に対する結果が出ることで事業の効率的執行、コス
ト意識の発揚につながった。
　地区別に登記捺印交渉を集団で行い事務の省力化を図っ
た。

Ｈ２０
実施済

用地整理課 全課

　個人の目標を明確にし、職員一人ひとりが、役割、責任
を意識して仕事に取り組むことにより、事業の効率化を図
り、コスト削減に努める。

Ｂ

　各担当で目標の進捗状況を確認し、事業の効率的な執行
に寄与できた。 Ｈ１９

実施済
水道課 全課

　基本構想や総合計画及び施政方針などを個人の目標とし
て分担することにより目標達成型の組織体制を築くととも
に、役割と責任を明確にしつつ職員一人ひとりが意欲的・
自発的に業務を実施する組織風土を確立する。

Ｃ

目標設定の具体化により、それぞれの事務内容が明確にな
るとともに、お互いの事業内容を共有することにより、協
力体制の確立が出来た。

Ｈ２０
実施済

下水道課 全課

　課内でＰＤＣＡについて話し合いを行い、より効率的な
制度運用ができるよう努め

Ｃ

　Ｈ21…効率的で公正な委員会運営を目指して、業務推進
に取り組み一定の成果があった。
　Ｈ22…改正農地法では転用規制の厳格化、農地の貸借に
係る規制の見直し、農地の有効利用の促進などをめざして
おり、これら新制度に対応すべく農業委員及び事務局職員
を対象に研修会を実施し、効率的な運用が図られるよう努
めた。

実施済 農業委員会事務局 全課

　目標設定を行うことで、職員一人一人が今まで以上に目
的意識を持ち業務に取り組む。 Ｃ

　目標管理制度の導入により、目標の進捗状況の把握や上
司との面談で人材育成にもつながっている。 Ｈ２１

実施済
議会事務局 全課

実施
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平成２２年度　行政改革実施計画進捗状況一覧表

Ｈ１８ Ｈ１９ Ｈ２０ Ｈ２１ Ｈ２２ 改革内容 進捗評価 成　　果 到達評価 関係課 関連課

　　　　　　　 評価凡例 ：〔進捗評価〕 Ａ…計画より早まっているもの　Ｂ…計画どおりに進んでいるもの　Ｃ…計画より多少遅れているもの　Ｄ…計画どおり進んでいないもの　Ｅ…計画を見合わせたもの

平成２２年度実施状況

          　　　　　　　　〔到達評価〕 実施済…協議・調整が完了し成果を上げたもの　成果有…〃中だが成果を上げつつあるもの　進行中…〃中だが成果には至ってないもの　未着手…何も実施できていないもの　成果無…成果が無かったもの

平成１８～２２年度実施計画

区分・推進事項・実施項目

２ (1) カ (ｱ) 　目標設定について担当者と上司の意思疎通を図り事務推
進を行う。 Ｂ

　課内調整や上司と事前協議を持ち、情報交換・意見調整
を実施し、個人目標を達成した。 Ｈ１９

実施済
行政委員事務局 全課

　目標推進管理シート等に基づき各担当者の目標管理を徹
底し、本制度を効果的に運用する。以って事務事業の検証
と改善に資する。 Ｃ

　定期的な課内会議・個別面談により、目標推進管理シー
ト等に基づく目標管理が徹底され、事務事業の共通認識と
意識の醸成が図られた。

Ｈ２０
実施済

学校教育課 全課

　人事評価システムの評定を適正に行うため、業務の進捗
管理とコミュニケーションの円滑化。 Ｃ

　目標管理シートを作成することにより、事務の進捗状況
が明確になり今後の効率化が図られた。 Ｈ２０

実施済
社会教育課 全課

　各人が業務遂行の目標を設定し、業務の推進目標を達成
できるよう意識の改革と業務の改善を図る。 Ｃ

　目標管理シートを作成し制度も定着し、職員の意識改革
も図られるとともに、課内全体の業務の質の向上に良い効
果を与えている。

Ｈ２０
実施済

中山地域振興課 全課

　事務事業の目的及び人事評価制度で設定された課内目標
の実現に向け、目標管理制度を活用した費用対効果を検証
し事務の効率化を図る。 Ｃ

　事務事業の有効性（行政評価）の検証や課内及び個人目
標（人事評価）実現に向けた取組み継続により、職員の改
革意識が向上し、評価対象事業のみにとどまらず、窓口業
務全般にわたる事務の効率化が図られた。

Ｈ２０
実施済

中山総合窓口課 全課

　各人が設定した改善目標に努力することによって、事務
改善・意識改善を図る。 Ｃ

　各担当において目標管理シートにより進捗状況等を確認
することで、事業の効率的な執行が図れた。 Ｈ２０

実施済
双海地域振興課 全課

　各人が設定した改善目標に努力することによって、事務
改善・意識改善を図る。

Ｂ

　毎月の課内会や担当者間の話合いで目標の課内調整が行
われ、重複した目標をたてることがなくなり事務効率が向
上した。
　毎月の課内会で情報を共有すると共に、住民のために業
務を行うという意識が高まった。

Ｈ１９
実施済

双海総合窓口課 全課

　行政評価制度を活用した業務の進捗管理 　以下に分割記述 Ｃ 　以下に分割記述 実施済 全課

　目標設定を適正に行い、評価結果に基づく改革を実施す
る。

Ｃ

　行政評価の実施により、効率的な事務事業への取り組み
について、意識向上が図られた。
　今後は、毎年度の行政評価を検証した上で、事業執行の
改善に取り組む必要がある。

Ｈ２０
実施済

総務課 全課

　市民が真に求めている行政施策を見極めながら、より効
率的かつ効果的な市民サービスを提供することで、常にコ
スト意識を持った事業の実施が図られる。

Ｂ

　行政評価の実施により、これまで以上に効率的・効果的
な事業への取組について意識向上が図られた。 Ｈ１９

実施済
企画財務課 全課

　課内会議等を行い、評価・検証結果に基づき、事業の内
容を精査しより成果を高める。

Ｃ

　Ｈ20…毎月、課内会議を開催する計画であったが、現場
対応業務が多く不定期による業務の検討会で業務の進捗管
理や検証となった。
　Ｈ21…毎月及び随時の課内会議や個別の面談を行い、業
務の行政評価の指標や個別の目標など業務の進捗管理や検
証を行った。

Ｈ２１
実施済

防災安全課 全課

　限られた経営財源を有効に活用し、市民満足度を上げる
ため、執り行う事務事業について妥当性、有効性、効率性
の観点から評価を行い、事務事業のあり方を判断する。
　適正な目標設定を行い、評価・検証により、より良い成
果を求める。

Ｂ

　行政評価をした成果をもとに、業務遂行のスケジュール
管理をし、事務経費の節約や事務効率の向上により時間外
勤務数の削減に努めた。 実施済 庁舎建設課

全課
Ｈ22より庁舎建設課

　行政評価システムを構築し、市政運営における計画・実
施・評価・改善のサイクルを確立する。 Ｃ

　行政評価をした成果をもとに、業務遂行のスケジュール
管理をし、事務経費の節約や、事務効率の向上により時間
外勤務数の削減に努めた。

Ｈ２０
実施済

税務課 全課

　行政評価の前期データ作成時に各事務事業の進捗状況を
確認し、後期における実施時期・方法等の検討を実施す
る。また、後期データについては事業成果を検証し、次年
度に反映をさせる。

Ｃ

　前期データの作成時に、予算の執行率の確認を行うとと
もに、後期データの作成時に、次年度の改善点等を検証
し、業務遂行に反映することができた。。 実施済 福祉課 全課

　行政評価制度と人事評価制度を関連させ、適宜、設定し
た目標に対する事業の進捗状況あるいは指摘事項に対する
改善状況を確認することによって目標達成を図る。 Ｃ

　行政評価制度や人事評価制度の活用あるいは係内で意見
交換するなど、設定した目標に対して一定の効果的・効率
的な事業実施ができている。 実施済 長寿介護課 全課

　事業の実施にあたり、成果目標の進捗状況を把握するこ
とにより効果的、効率的な事務事業になるよう改善を図
る。

Ｂ

　行政評価を行うことにより、進捗状況の把握で今後の事
業の効率化を検討する。 Ｈ１９

実施済
保険年金課 全課

　定期的な職場研修の実施は行えているものの、より充実
した意見交換を行うための環境づくりを行う。 Ｂ

　客観的な考察を基本に、事務の効果的・効率的実施につ
いて検討し、ＯＪＴの積極的展開により出先を含め全体で
の円滑な事業展開を図ることができた。

Ｈ１９
実施済

健康増進課 全課

実施

実施
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平成２２年度　行政改革実施計画進捗状況一覧表

Ｈ１８ Ｈ１９ Ｈ２０ Ｈ２１ Ｈ２２ 改革内容 進捗評価 成　　果 到達評価 関係課 関連課

　　　　　　　 評価凡例 ：〔進捗評価〕 Ａ…計画より早まっているもの　Ｂ…計画どおりに進んでいるもの　Ｃ…計画より多少遅れているもの　Ｄ…計画どおり進んでいないもの　Ｅ…計画を見合わせたもの

平成２２年度実施状況

          　　　　　　　　〔到達評価〕 実施済…協議・調整が完了し成果を上げたもの　成果有…〃中だが成果を上げつつあるもの　進行中…〃中だが成果には至ってないもの　未着手…何も実施できていないもの　成果無…成果が無かったもの

平成１８～２２年度実施計画

区分・推進事項・実施項目

２ (1) カ (ｱ) 　行政評価制度を活用し、適正な業務進捗管理を行い、当
初計画の確実な実行を目指す。 Ｃ

　新規事業の実施や法律の改正に対応するため、定型業務
においても具体的な進捗管理を行うことができた。 Ｈ２０

実施済
市民生活課 全課

　的確に行政評価を加えることにより、効率的事業の執
行、行政サービスの向上を図る。 Ｂ

　全事業の行政評価行い、効率的な事務執行、コスト意識
の高揚を図った。 Ｈ１９

実施済
産業経済課 全課

　限られた経営資源を有効活用し経済性・効率性を評価す
ることにより成果コスト重視の行政とする・
　方針・目標（組織目標、部門目標）を明確にし活動指
標・成果指標を表すことにより改善策・方向性を策定す
る

Ｂ

　成果指標を目標とすることで、事業の進捗状況の把握を
することができた。 Ｈ１９

実施済
都市整備課 全課

　限られた人材・財源で最大限の事業効果が発揮できる行
政運営とするため、絶えず事業の評価・検証を行うことに
より効果的・効率的な事業実施に努める。

Ｂ

　事務事業の評価・検証を行うことにより、効率的な業務
の進捗管理が行えた。 Ｈ１９

実施済
道路河川課 全課

　行政評価制度を活用し業務の進捗管理を行うことで、市
民に対して協働の方向を示す。

Ｃ

　行政評価を行うことで、事務事業に対する効率的な執行
及び評価が検証できた。
　工程管理を行い事業の前倒し執行及び地区別の集団捺印
交渉を行い事務の省力化を図った。

Ｈ２０
実施済

用地整理課 全課

　限られた人員、費用で最大の効果が発揮出来る事業とす
るため、絶えず事業評価、検証をし、事業を実施する。 Ｂ

　部課内会議を通じ、行政評価の内容を踏まえた協議がな
され、事務執行等に寄与することができた。 Ｈ１９

実施済
水道課 全課

　限限られた経営資源を有効に活用し経済性・効率性を評
価することにより成果コスト重視の行政とする。
　方針、目標（組織目標、部門目標）を明確にし、活動指
標、Ｈ18成果指標を表すことにより、改善策、方向性を策
定する。

Ｃ

　Ｈ19は、モデル事業に対する行政政評を行なうことによ
り、事務事業に対するコスト意識の検討が行なわれた。
　成果指標を目標とすることで、事業の進捗状況の把握を
することができた。
　前年度の成果を踏まえ、個人及びグループの意識が高
まった。

Ｈ２０
実施済

下水道課 全課

　行政評価制度を活用し業務の進捗管理を行うことで、限
られた人員での適正な事務事業の検証に努める。 Ｃ

　行政評価制度を意識し業務に取り組むことで、限られた
人員で最大の成果を上げるため、業務の効率化を目指す事
務改善意識が高まった。

実施済 議会事務局 全課

　目標の設定管理を適正に行い、改善計画を実行し、効率
的な事務事業を実施する。 Ｃ

　行政評価により、より効率的な業務推進と費用対効果の
意識向上が図られた。 Ｈ２１

実施済
農業委員会事務局 全課

　合併により監査対象・区域が拡大したため選別して監査
の実施に努める。 Ｂ

　限られた人員の中で効率的な監査を実施した。
Ｈ１９
実施済

行政委員事務局 全課

　本制度を有効に活用した業務の進捗管理を適切に行うこ
とで、市民サービスの低下を招かない事務事業の検証と改
善を実施する。

Ｃ

　定期的な課内会議・個別面談により、各担当者の進捗管
理が徹底され、事務事業の共通認識と意識の醸成が図られ
た。

Ｈ２０
実施済

学校教育課 全課

　限られた人員、費用で最大の効果が発揮できる事業とす
るため、絶えず事業評価、検証をし、事業を実施する。 Ｃ

　事業に対する行政評価を行い、課内会において検討し、
事務事業に対するコスト意識について認識を深めた。 Ｈ２０

実施済
社会教育課 全課

　制度を活用した適正な業務の進捗管理と検証を行い今後
の業務遂行に資する。（個人レベルでの進捗管理からグ
ループや課内での進捗管理へ）

Ｃ

　毎月課内会議を開催するとともに、特別な業務は検討会
を開催し、業務の進捗管理・検証を実施した。 Ｈ２０

実施済
中山地域振興課 全課

　市民志向の行政サービス提供を念頭に、住民に最も身近
な窓口業務としてのあり方を考えた進捗管理に努め、事務
の効率化と職員の意識改革を図る。 Ｃ

　人事・行政評価（目標・指標実現に向けた取組み）制度
を活用した業務の進捗管理により、各種の行政サービスを
確実に、すばやく提供するといった職員意識の向上が図ら
れ、市民目線に立った効率的な窓口業務が推進できた。

Ｈ２０
実施済

中山総合窓口課 全課

　行政評価システムの活用により、市民に少しでも満足で
きるよう常に問題意識を持って事業を実施する。 Ｃ

　事務事業の検証により、効率的な事務執行及びコスト意
識の向上が図られた。 Ｈ２０

実施済
双海地域振興課 全課

　絶えず事業の評価・検証をすることにより、進ちょく管
理に努める。 Ｂ

　毎月1回、課内全員が協議を行い情報を共有し、効率的な
事務の遂行につとめている。 Ｈ１９

実施済
双海総合窓口課 全課

　公共サービスの民間委託等に関する指針の策定[再掲]

実施

　民営化及び民間委託の定義等の基本的な考え方を示し、
その進め方についての指針を策定する。
　○基本的な考え方　○民間委託の進め方

Ｂ

　指針を作成することにより、各課に基本的な方向性を示
すことができた。
　また、指針に基づく統一的な観点のもと、関係各課にお
いて指定管理者制度等への移行に向けた計画の策定及び実
施へ向けた検討が行われ始めた。

Ｈ１８
実施済

行革推進室

実施

 キ　公共施設の設置と効率的な管理運営

 (ｱ)　指定管理者制度や民間活力の積極的な活用
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平成２２年度　行政改革実施計画進捗状況一覧表

Ｈ１８ Ｈ１９ Ｈ２０ Ｈ２１ Ｈ２２ 改革内容 進捗評価 成　　果 到達評価 関係課 関連課

　　　　　　　 評価凡例 ：〔進捗評価〕 Ａ…計画より早まっているもの　Ｂ…計画どおりに進んでいるもの　Ｃ…計画より多少遅れているもの　Ｄ…計画どおり進んでいないもの　Ｅ…計画を見合わせたもの

平成２２年度実施状況

          　　　　　　　　〔到達評価〕 実施済…協議・調整が完了し成果を上げたもの　成果有…〃中だが成果を上げつつあるもの　進行中…〃中だが成果には至ってないもの　未着手…何も実施できていないもの　成果無…成果が無かったもの

平成１８～２２年度実施計画

区分・推進事項・実施項目

２ (1) キ (ｱ) 　商工観光施設の管理運営

検討 実施

　効率的な施設運営による経費の削除と民間の能力を活か
した施設の利用増進に向け、指定管理者制度を導入する。

Ｂ

　花の森ホテル（中山）においては、新たに指定管理者を
委託して、健全な経営を行っている。特に、指定管理委託
料H19：1,000万円からH20：600万円へと営業努力によって
減額となった。

Ｈ２０
実施済

産業経済課

　市民会館の管理運営

検討

　効率的な施設運営による経費の削減と民間活力を生かし
た施設の利用促進を図る。

Ｅ

　会館２階部分は庁舎としての利用があり、施設全体の一
体的な管理が困難であることから、改築までは現状の管理
運営形態を維持する。
　なお、伊予市総合計画実施計画に市民会館の改築が登載
されたことを踏まえ、市民会館運営委員会において、改築
後の施設の管理運営における指定管理者制度の導入につい
て検討する。

Ｈ２１
成果無

総務課

　市民体育館・公園の管理運営

検討

　公園施設を指定管理者に一体的に管理して維持経費を軽
減する。

Ｃ

　Ｈ20は、Ｈ21・4・1から、しおさい公園を指定管理者制
度に移行することに決定した。
　Ｈ21は、株式会社ランドマークを指定管理業者としてし
おさい公園を管理させた。

Ｈ２１
実施済

都市整備課

　保育所の管理運営

検討

　公立保育所10園における指定管理者制度の導入

Ｅ

　保育所運営については、県下では直営又は私立保育所で
対応を行っており、全国的に指定管理者制度ではなく、民
営化が進んでいる状況にある。
　また、保育所運営については、保育士と園児及び保護者
の連携が不可欠であり、指定管理者が変わることにより、
保育士の体制等が変わるのは好ましくないと考えられる。
　このため、指定管理者制度の導入にかかる検討は中止と
する。

成果無 福祉課

　双海・中山地域の簡易水道及び県条例水道施設の管理運営

検討 実施

　他市の水道施設への指定管理者等の導入の状況を把握
し、導入の可能性、効果について検討する。

Ｅ

　他市の指定管理者等の導入状況を調査した結果､小規模な
水道施設への導入の事例は無く､大幅な費用対効果を見込ま
れないので現状の管理運営を行うこととした。

Ｈ１９
成果無

水道課

　下水処理場の管理運営

検討

　包括的民間委託及び指定管理者制度の導入による経費の
縮減が可能かどうか業務別に検討を行う。

Ｂ

　下水道事業団による現状調査の結果、既に現状の管理体
制は最小限に抑えられているため、包括的民間委託の導入
により大幅な費用削減は見込まれず、現状の運転管理業務
等の見直しにより削減を図ることとした。

Ｈ１９
実施済

下水道課

　公共施設再配置計画の策定

検討 実施

　施設の実態を評価した上で、統廃合すべき施設を選定、
再利用や跡地の有効活用の方向性、用途の変更など改修・
改築による多目的施設として活用すべき施設の選定、地域
課題や地域間バランスを考慮した新たな施設の整備の方向
性を定め、財政効果と将来見通しを試算する。

Ｄ

　Ｈ21は、公共施設のうち、主要施設である市庁舎、総合
保健福祉センター、中山地域事務所自治支援センター、図
書館、文化ホール（市民会館ホール部分）を整備すること
とし、建設地を決定した。
　ライフサイクルコスト算定の一環として、公共施設の利
用形態や使用料の洗い出しを行っていたが、同じ目的の施
設であっても、施設規模が不明なものや、利用形態や使用
料に統一性がないこともあり、整備の方向性を定める基準
が見出せなかった。
　Ｈ22は、これまでの成果に続き、公の施設の把握・計画
対象施設の決定・対象施設の分類までは行えたものの、施
設の持つ特性が多岐にわたっているため、計画期間の策定
や基本的な考え方の整理にはまでは及ばず、計画どおりの
進展は図れなかった。

進行中 行革推進室

　施設管理費の削減

実施 10%

　住民ニーズの低下により余剰となった施設、当初の目的
や役割を終えた施設について、売却、貸出し等により施設
管理費の削減を図る。

Ｂ

　Ｈ21は、公共施設の再配置計画に該当しなかった未利用
地の洗い出しを行い、22年度予算にそれらの土地勘定料を
計上し、処分に向けた準備を進めた。
　21年度において未利用となった南伊予児童クラブについ
て、大谷池土地改良区へ賃貸することとした。
　Ｈ22は、未利用地の新規賃貸しを行った。

実施済 財務課 Ｈ22より財務課

　国保診療所運営の見直し

検討 実施

　民営化も含めて指定管理者制度の導入を検討する。

Ｃ

　７月、県を通じて厚生労働省からの財産処分内諾通知を
受け９月、住民説明会を実施した。１０月、厚生労働省か
らの正式承認通知を受け、診療所民営化に関する市民意見
公募を実施した。
　１２月定例市議会において承認を受け、３月３１日を
もって国保直営診療所は廃止、４月１日より民間診療所に
よる診療開始となる。

Ｈ２１
実施済

健康保険課
Ｈ20より保険年金課と健康増
進課は健康保険課に統合

　産業振興関係施設の統廃合

検討 実施

　効率的な施設運営による経費削減のため施設の統廃合を
行う。
　林業センターの民営化を図り、伊予森林組合双海支所と
して活用する。

Ｃ

　Ｈ23から指定管理制度による伊予森林組合への施設管理
運営を検討している。しかし、指定管理料について協議が
必要となっている。 進行中 産業経済課

 (ｲ)　施設の民営化や統廃合の検討
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Ｈ１８ Ｈ１９ Ｈ２０ Ｈ２１ Ｈ２２ 改革内容 進捗評価 成　　果 到達評価 関係課 関連課
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          　　　　　　　　〔到達評価〕 実施済…協議・調整が完了し成果を上げたもの　成果有…〃中だが成果を上げつつあるもの　進行中…〃中だが成果には至ってないもの　未着手…何も実施できていないもの　成果無…成果が無かったもの

平成１８～２２年度実施計画

区分・推進事項・実施項目

２ (1) キ (ｲ) 　小・中学校の統廃合

検討 実施

　教職員の充実や教育施設・設備の充実を図る前提とし
て、各小・中学校の適正配置について検討する。
　下灘中学校を上灘中学校に統合する。併せて、上灘中学
校の教育施設・設備の充実を図る。

Ｃ

　平成22年4月1日より下灘中学校を廃止、上灘中学校に統
合のうえ、名称も双海中学校となる。なお、同中学校の新
校舎を含む教育施設・設備の整備は、本年度中に完了予定
となる。

実施済 学校教育課

　学校給食センター化の導入[再掲]

検討

　混在する学校給食提供施設の１センター化について検討
する。

Ｃ

　Ｈ21は、基本設計が完了し、一部建設候補地協議を行
う。新市建設計画実施計画の見直し案を提示、理解を得
る。
　Ｈ22は、建設候補地を選定し、地元説明会等の開催に努
めたものの理解を得るには至っていない。

成果有 学校教育課

　幼・保一元化の導入

検討

　幼・保一元化の導入可否を踏まえ、施設老朽化の解消手
法について検討・実施する。

Ｄ

　Ｈ20は、「おおひら保育所」の改築が予算化されたが、
幼稚園のない大平地区の施設運営手法等についての関係課
協議は行われなかった。
　来年度以降、可能性について研究協議を進めていく必要
がある。
　Ｈ21・22は、具体的事案はなかった。

成果無
福祉課
学校教育課

　審議会等の設置に関する指針の策定

検討 実施

　設置・廃止等の明確な方針がないため、統一性に欠けて
いるため、市としての基本的な考え方を示す指針を策定
し、設置・運営等の適正化を図る。

Ｄ

　Ｈ20は、多岐にわたる審議会等が設置されている状況の
中、市としての基本的な考え方を踏まえ、委員定数や人選
方法の見直しを行う必要があるが、即座に実施することが
困難であるため、市の現在の審議会の状況等を把握の上、
次年度以降に実施する。
　Ｈ21は、委員定数及び人選方法については、審議会等の
設置に関する指針の中で基準を策定いたしたい。
　Ｈ22は、先進事例の調査・研究を進め、課題等の洗い出
しを行った。今後、課題等の精査を行い、委員定数等の基
準を盛り込んだ「伊予市審議会等の設置に関する指針」を
策定する。

進行中 総務課

　委員定数・人選方法の見直し 　以下に分割記述 Ｃ 　以下に分割記述 成果有 関係各課

　設置基準等に基づき、委員定数や人選方法の見直しを行
う。

Ｄ

　Ｈ20は、多岐にわたる審議会等が設置されている状況の
中、市としての基本的な考え方を踏まえ、委員定数や人選
方法の見直しを行う必要があるが、即座に実施することが
困難であるため、市の現在の審議会の状況等を把握の上、
次年度以降に実施する。
　Ｈ21は、委員定数及び人選方法については、審議会等の
設置に関する指針の中で基準を策定いたしたい。
　Ｈ22は、先進事例の調査・研究を進め、課題等の洗い出
しを行った。今後、課題等の精査を行い、委員定数等の基
準を盛り込んだ「伊予市審議会等の設置に関する指針」を
策定する。

進行中 総務課 関係各課

　各種委員会や協議会の委員定数・人選方法を見直し、効
率的・効果的な委員会運営に努めるとともに広く市民の意
見を聴取して市政に反映させる。

Ｃ

　Ｈ23に設置する介護保険事業計画等の見直しに向けた検
討委員会については、これまでの介護保険事業計画策定委
員会と地域密着型サービス運営委員会の検討内容に関連性
が高いため、これを１本化して伊予市高齢者保健福祉計画
及び介護保険事業計画策定等審議会とし、委員数の削減を
図るとともに公募による市民代表を加えるなど、方針の決
定と条例の制定を行った。

実施済 長寿介護課 関係各課

　審議会等の活動状況を精査し、実情に即した委員定数・
人選方法の見直しによる合理化を図る。

Ｂ

　目的を達成した審議会等について、設置要綱の廃止手続
き等を実施した。 Ｈ２０

実施済
学校教育課 関係各課

　経営の健全化に関する計画書の作成

実施

　財政事情の変化や事業の見直し等によって保有期間が長
くなった土地が増加傾向にあり、経営状況が厳しさを増し
ている。
　土地開発公社経営健全化対策会議を設置し、諸問題の調
査、研究及び健全化計画を推進する。

Ｂ

　平成18年度から平成22年度までの5ヵ年間の「土地開発公
社の経営の健全化に関する計画書」を策定した。
　同年6月30日付けで県より公社経営健全化団体に指定され
る。

Ｈ１８
実施済

企画財務課

　保有期間５年以上の土地の簿価総額

実施 0%

　簿価の上昇を抑制するため、資金調達する場合には、各
金融機関から利率に関する見積を徴収し、最も有利な条件
を提示した者を採用する。

Ｂ

　民間金融機関からの借入金を一部返済することにより簿
価の上昇を抑制することができた。また引き続き伊予市土
地開発基金を低利で借入れた。

実施済 財務課 Ｈ22より財務課

 (ｱ)　統廃合による合理化と定数・人選方法の見直し

 ケ　外郭団体の見直し

 ク　審議会等の見直し

 (ｱ)　土地開発公社の徹底した経営改善

実施
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平成１８～２２年度実施計画

区分・推進事項・実施項目

２ (1) ケ (ｱ) 　保有する土地の売却処分

実施 50％以上

　保有用地のうち、代替用地及び見直しにより不要になっ
た土地は、民間に直接売却を実施する。

Ｂ

　Ｈ21は、愛媛県宅地建物取引業協会発行の機関誌「宅建
にゅうす」に記事を掲載し販売促進を図った。数件の問い
合わせがあったが、成約には至らなかった。
　Ｈ22は、現地に販売促進用の看板を設置し、売却促進を
図った。数件の問い合わせがあったが成約には至らなかっ
た。
　　Ｈ18…1,428,225千円　53,558.39㎡　Ｈ22…565,911千
円　 33,601.00㎡

実施済 財務課 Ｈ22より財務課

　外郭団体の経営に関する指針の策定[再掲]

実施

　行政事務の民間委譲や民間委託による民間活力の導入・
住民主導による住民自治の推進が重要視されてきており、
これに併せて外郭団体の設立目的や運営方法・公益上の効
果などについても根本的な見直しを行う。

Ｂ

　外郭団体の経営及び市との関係について市の基本的な考
え方を明確にし、適切な指導監督を行うとともに外郭団体
の自発的な経営改革と自立を促すことを目的とした指針を
策定した。

Ｈ１８
実施済

行革推進室

　情報公開による透明性の向上

検討 実施

　市において、出資法人の保有する情報の公開が推進され
るような具体的な対策が実施されていないため、出資法人
が保有する情報公開が推進されるよう、要綱等の整備を行
う。

Ｃ

　Ｈ21は、市出資法人（６法人）の情報公開制度を推進す
るため、市職員の研修会と併せて関係者の研修を実施し
た。また、情報公開制度に対する取組状況のアンケートを
実施したことにより、出資法人の現状を把握することがで
きた。
　Ｈ22は、昨年度開催した研修会で実施したアンケート調
査において、研修会の開催時期は隔年で良いとの回答が
54.5％と過半数を占めていたことを受け、本年度は開催を
見送り、来年度研修会を開催することとした。

成果有 総務課

　各種団体の一元化(交通安全協会等)

検討 実施

　伊予交通安全協会と伊予市交通指導員会を一元化し、交
通安全推進費の削減を図る。

Ｅ

　交通安全県民総ぐるみ運動実施要綱において、各種団体
ごとに交通安全運動を展開するよう明記されており、伊予
警察署内に事務局を置く伊予交通安全協会と、伊予市が設
置する伊予市交通指導員会の組織一元化は不要と判断し
た。
　また、伊予市交通指導員会の支部一元化についても、合
併以前より各地区において支部ごとに地域に根付いた交通
安全運動を推進しているため、支部の一元化を実施するよ
り現体制の方がより充実した交通安全運動が可能と判断
し、支部の一元化も不要とする。

Ｈ２０
成果無

防災安全課 Ｈ19より防災安全課へ

　経営健全化の促進 　以下に分割記述 Ｃ 　以下に分割記述 実施済 関係各課

　独立採算に至っていない３セクを中心に経営内容の分
析、把握を行うとともに、行政の適正なコスト負担につい
て見直しを行う。

Ｃ

　Ｈ20は、市内の３セク会社（観光施設のみの３社：㈱ま
ちづくり郡中、(有)栗の里なかやま、(有)シーサイドふた
み）の社長及び営業責任者等を集めて、情報交換会を実施
した。
　Ｈ21は、伊予市第三セクター等経営改革検討委員会よ
り、伊予市第三セクター等に関する経営改革について提案
がなされた。㈱FunSpaceに委託し、(有)シーサイドふたみ
の経営改善計画を作成し、今後の買い栄改善についての検
討を進めた。
　Ｈ22は、いよぎん地域経済研究センターに委託し、
（有）栗の里なかやまの経営改善計画書を作成、今後の経
営改善に いて検討を行 た

実施済 産業経済課 関係各課

　外郭団体の統合・廃止の検討 　以下に分割記述 Ｃ 　以下に分割記述 実施済 関係各課

　伊予市観光協会として一本化を行い、市からの補助期も
一つの窓口として事務事業の改善を図る。

Ｃ

　Ｈ20は、４月１日に伊予市観光協会として、３観光協会
の合併を行った。
　また、合併を機に情報の共有化を行うために、伊予市観
光協会のホームページを立ち上げて観光振興に寄与した。
　Ｈ21は、伊予市観光協会として各支部の運営方法を統一
出来るよう調整した。
　情報の共有化のため、観光協会ホームページを活用し
た。

実施済 産業経済課 関係各課

　滞納整理機構の活用

実施

　滞納整理機構を有効利用し収納率の向上を図る。

Ｂ

　愛媛県地方税滞納整理機構に40件3千万円の移管を行うこ
とによる効果があった。
　完納　13件　5,682千円　一部納付　20件　6,079千円
合計　33件　11,761千円

Ｈ１８
実施済

税務課
会計課

　滞納整理方針の策定

実施

　滞納処分、差し押さえ等により滞納整理を推進する。

Ｃ

　Ｈ22滞納整理方針（年間計画）を策定した。
　滞納整理機構への移管催告による成果については、納付
額 48件 6,766千円　　納付約束 13件 29,640千円を見込
む。

成果有
税務課
会計課

 ア　市税等の収納率の向上

 (ｲ)　その他外郭団体の財政的自立に向けた指導

 (2)　歳入の確保と強化

検討

評価検証

一部実施

実施

 (ｱ)　市税・国民健康保険税等の収納率の向上
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平成１８～２２年度実施計画

区分・推進事項・実施項目

２ (2) ア (ｱ) 　市税等徴収率の向上

実施 2%

　納期内納付を推進し徴収率の向上を図るため嘱託徴収員
の検討を行う。

Ｃ

　12月に実施した県内市町合同滞納整理月間にあわせて、
本年度の滞納処分の件数等を広報紙に掲載した。さらに、
滞納処分の概要をホームページに掲載した。現年度分の収
納率は前年度を若干上回る見込みである。

成果有
税務課
会計課

　市税の滞納繰越分の収納率
実施 20%

　滞納整理強化し収納率の向上を図るため嘱託徴収員の検
討を行う。 Ｂ

　滞納整理・滞納処分を行うことにより収納率33％を達成
する見込み。 実施済 税務課 Ｈ21より税務課

　国民健康保険税の滞納繰越分の収納率
実施 20%

　滞納整理強化し収納率の向上を図るため嘱託徴収員の検
討を行う。 Ｂ

　滞納整理・滞納処分を行うことにより収納率25％を見込
んでいる。 実施済 税務課 Ｈ21より税務課

　介護保険料の滞納繰越分の収納率

実施 38%

　収納率向上に向けての方策を検討する。

Ｃ

　Ｈ20は、個別徴収、「休日納付窓口」の開設等を前年度
に引き続き実施した。収納率向上のための効果的な方策を
見出せない状態にあるため、引き続き検討を要する。
　Ｈ21・22は、依然として収納率向上のための効果的な方
策を見出せておらず、引き続き検討を要する。
　Ｈ22は、今年度、税務課が中心となって「伊予市徴収対
策検討会」を２回開催し、全庁的な徴収強化の取り組みに
ついて協議するとともに一定の方向性をまとめた。（Ｈ18
…18.4％　Ｈ22…22.4％）

成果有 長寿介護課

　インターネット公売の活用

実施

　全国規模の公売により差押物件の高価有利な売却を行
う。
　様々な物件カテゴリー（自動車・不動産）に対応できる
体制を整える。

Ｂ

　公売物件　22点（動産）に対して落札物件が22点・見積
総額　46,800円に対して落札総額　180,871円・入札者数
110人（入札件数：293件）であった。
　税収確保を図るとともに滞納処分強化姿勢をアピールで
きた。

Ｈ１８
実施済

税務課
会計課

　公金のクレジット納付の導入[再掲]

検討 順次拡充

　納付方法の利便性を拡大し収納率の向上を図る。

Ｄ

　Ｈ21は、銀行、システム提供会社から提案を受けたが成
果を出すことができなかった。他市の動向及びコンピュー
タシステムの更改状況等、引き続き情報収集に努めること
とする。
　Ｈ22は、銀行から新たに提案を受けるとともに、アウト
ソーシングの活用セミナーにも参加し、多方面からの情報
収集に努めた。引き続き検討を要する。

進行中
財務課
税務課
会計課

Ｈ22より財務課

　郵便局・コンビ二収納の導入

一部実施

　電算システムの変更・手数料の調整

Ｄ

　Ｈ21は、銀行、システム提供会社から提案を受けたが成
果を出すことができなかった。他市の動向及びコンピュー
タシステムの更改状況等、引き続き情報収集に努めること
とする。
　Ｈ22は、銀行から新たに提案を受けるとともに、アウト
ソーシングの活用セミナーにも参加し、多方面からの情報
収集に努めた。引き続き検討を要する。

成果無 税務課 Ｈ21より税務課

　公共料金口座振替の奨励

実施 90%

　各金融機関と連携し安定した納付が可能な公共料金口座
振替を全税目について推進する。

Ｄ

　Ｈ21は、見込みベースで、市県民税47.9％、固定資産税
64.7％、軽自動車税41.6％、市税計で51.0％、国民健康保
険税65.6％。全体で52.66％と加入率が大幅に下落した。高
齢者の後期高齢者医療への移行及び年金からの特別徴収等
により、口座振替加入者が抜け落ちたことがその原因では
あるが、目標数値を達成することが不可能な状況になっ
た。
　Ｈ22は、当初納税通知書に口座振替制度の案内文書を同
封するなど周知に努めたが、加入率は前年度並みで上昇す
る傾向も特に見られない。

成果無 税務課 Ｈ21より税務課

　未回収債権の回収強化 　以下に分割記述

Ｃ

　以下に分割記述

成果有

税務課
都市整備課
会計課
水道課
下水道課

　市債権（税・税外問わず）の未収金回収を専門組織によ
り一元的に実施する。

Ｄ

　Ｈ21は、税債権の収納率については、様々さ取り組みに
より前年並みを確保する見込みである。市債権全般の回収
体制については、他市の取り組み状況について、引き続き
情報収集に努めることとする。
　Ｈ22は、税債権の収納率については、様々な取り組みに
より前年並みを見込んでいる。市債権全般の回収体制につ
いては、有志職員による意見交換会を開催した。

成果無
税務課
会計課

都市整備課・水道課・下水道課

　住宅使用料及び駐車場使用料の過年度分について、電話
連絡及び住宅訪問等による徴収率の向上に努める。

Ｃ

　未納者に対し、滞納すれば本人にとって、不利益になる
ことを自覚させ、自主的な納付形態を構築するため、粘り
強く指導をした。
　しかし、市の直営管理のため危機感がなく、納付義務に
欠けており、未納が常習化されていることを踏まえ、今年
度において２件の高額未納者に明け渡し請求を行い退去さ
せた。

Ｈ２１
実施済

都市整備課 税務課・会計課・水道課・下水道課

実施
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平成１８～２２年度実施計画

区分・推進事項・実施項目

２ (2) ア (ｱ) 　自主納付の意識高揚を図るため訪問徴収を原則として廃
止し、督促・催促を再三に渡り送付することにより納付を
促す。
　また、これに従わない悪質滞納者に対しては給水停止を
執行することで収納率の向上を図る。

Ｂ

　滞納者に督促と給水停止の実施により、納付指導を徹底
したことで滞納額が前年度より約1,200万円の減になった。

Ｈ１９
実施済

水道課 税務課・会計課・都市整備課・下水道課

　受益者負担金及び下水道使用料の滞納額が年々増加して
いることから、再三の納付指導にも従わない悪質滞納者に
対し国税徴収法による滞納処分を検討する。

Ｂ

　受益者負担金は、滞納者への集中・個別徴収方法による
徴収（微増）及び滞納処理に対する姿勢を示した。
　下水道使用料は、水道課と歩調を合わせて滞納者リスト
の整理、水道事業給水停止取扱要綱による給水停止の通知
等と合わせ催告状を送付することにより、滞納者からの徴
収が多少改善した。

Ｈ１９
実施済

下水道課 税務課・会計課・都市整備課・水道課

　市営住宅使用料収納率の向上

実施

　住宅使用料及び駐車場使用料について、口座振替の推
進・督促状を発送する等、市営住宅の使用料徴収率の向上
に努める。

Ｃ

　Ｈ21は、未納者に対し、滞納すれば本人にとって不利益
になることを自覚させ、自主的な納付形態を構築するた
め、粘り強く指導をした。
　しかし、市の直営管理のため危機感がなく、納付義務に
欠けており、未納が常習化されている。
　Ｈ22は、本人面談を実施し、納付計画を立て納付させる
など強く指導を実施した。

成果有 都市整備課

　水道事業の給水停止の執行

実施

　悪質滞納者に対して給水停止を執行することで滞納整理
を進める。
　短期間のサイクルで給水停止を執行し、利用者に使用料
の支払い義務意識を持たせる。

Ａ

　滞納者に、督促と給水停止の実施により、納付指導を徹
底したことで前年度より過年度分が２．５倍の収納額の増
加となった。

Ｈ１８
実施済

水道課
下水道課

　手数料・使用料算出基準の策定

検討 実施

　施設の維持やサービスの提供に要する経費の不足分につ
いては、税金で補われることから、最終的には市民全体の
負担となるため、料金の見直しに対する共通認識と合意形
成を図ることを目的に基本方針を策定する。

Ｃ

　庁内に使用料等見直し検討委員会を設置し、①受益者負
担の原則　②算定方法の明確化　③減額・免除規定の見直
し　を主たる柱とした「使用料・手数料の設定に関する基
本方針」を策定し、使用料等の設定に当たっての基本的な
考え方を示した。

実施済 行革推進室 H22より行政改革政策推進室

　統一的な減免基準の策定

検討 実施

　手数料については、他市と足並みをそろえた形での減免
規程とする。使用料については、施設の利用に公益性があ
るもの、負担能力が低く支援が必要なもの等を判断基準と
して減免規程を設ける。 Ｃ

　「使用料・手数料の設定に関する基本方針」において、
利用対象者や施設によって大きく異なることなく可能な限
り共通の対応となるよう、基準の統一化を図ることとし
た。
　減額・免除の対象とする範囲は、本来の目的や必要性に
応じて可能な限り限定し、基準をそのまま適用することが
困難な場合は、施設ごとの事情を勘案しながら、基準を大
きく逸脱す と な 範囲 お 規定を設け とと

実施済 行革推進室 H22より行政改革政策推進室

　各種行政事務に係る手数料の見直し

検討 実施

　手数料・使用料算出基準を策定し、その方針を基に負担
の公平性を確保した使用料等の見直しに取り組み、新しい
受益と負担の構築に向けて関係条例の改正を行う。

Ｃ

　受益者に適正な負担を求めることを原則として、「使用
料・手数料の設定に関する基本方針」に基づき、合併前の
料金体系や長年にわたり据え置かれてきた手数料・使用料
などについて、合併後初めて全体的な見直しを行い、公平
で分かりやすい料金体系に改めた。
　手数料に関する改正条例５件　使用料に関する改正条例
３３件

実施済 行革推進室 H22より行政改革政策推進室

　市民会館使用料の改定

検討 実施

　施設の設置目的、利用状況、物価、近隣市・町の状況な
ど総合的に判断し、使用料の適正な設定を行う。

Ｅ

　Ｈ19…本施設は、市民の文化及び教養の向上と福祉の増
進を図ることを目的としており、単なるレクリエーション
施設と異なり、受益者に負担を大きく求めるものではな
く、また、施設の老朽化が著しいことを勘案すると、現在
の使用料が妥当であると考える。今後は、施設の存続につ
いて検討する必要がある。
　Ｈ20…平成１９年度の成果を踏まえ、使用料の改定を行
わないこととした。今後、状況を踏まえ、必要に応じて検
討する。

Ｈ２０
成果無

総務課

　児童クラブ費の改定

検討 実施

　開所時間の設定条件等を精査し、利用者負担金の統一化
を図る。

Ｃ

　負担金の改定を実施していなかった２クラブについて
は、額面の統一はできていないものの、負担金を徴収する
ことになった。
　額面については、これまで市内で統一する方向で協議を
進めていたが、各児童クラブで活動内容に相違があり、ま
た保護者の希望等も考慮する必要があるため、負担金の統
一にかかる協議は廃止とする。

実施済 福祉課

　農林水産業施設整備に関する受益者分担金の見直し

検討 実施

　高率の補助事業の取り組みや事業コストの低減による負
担軽減策、また、近隣市町の負担率等を参考にするなど、
今後、分担金の見直しを検討していく。

Ｃ

　Ｈ20は、近隣市町の土地改良事業の工種毎の負担割合を
調査する。
　Ｈ21は、基幹水利施設ストックマネジメント事業の近隣
市町の負担割合を調査する。
　Ｈ22は、基幹水利施設ストックマネジメント事業の事業
計画が決まり、Ｈ23からＨ27にかけて水管橋の取替えや、
水路等の補修工事を実施することになり、道後平野土地改
良区及び関係市町により負担割合が決定した。（国50％、
県25％、市町24％、受益者1％）

成果有 産業経済課

実施

 (ｱ)　使用料・手数料等の額と減免基準の見直し

 イ　使用料・手数料の適正化
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平成１８～２２年度実施計画

区分・推進事項・実施項目

２ (2) イ (ｱ) 　市営住宅使用料の改定
実施

　住宅の便益に応じて利便性数値を設定することにより住
宅相互間の家賃の均衡を図る。 Ｂ

　市営住宅家賃算定に係る利便性数値設定規程の一部改正
により住宅相互間の家賃の均衡が図られた。

Ｈ１８
実施済

都市整備課

　市民体育館・公園等使用料の改定

検討 実施

　公園施設の使用料については各施設立地条件に合わせた
公平な料金体系にする。

Ｃ

　Ｈ20は、使用料の額及び減免基準については、市民アン
ケート等をとり、検討整理した。
　Ｈ21は、使用料の改訂については部内調整を行なえな
かった。減免規定については減免が必要か再度検討する必
要がある。
　Ｈ22は、使用料の全面改訂を行い、Ｈ23より実施する。
減免規定については、利用者の責によらない場合のみ減免
とした。

実施済 都市整備課

　簡易水道及び県条例水道施設料金体系の統一

検討 実施

　水道施設の維持管理に伴う経費を受益者が負担すること
が原則であり、それに見合う料金体系の統一化を行う。
　簡易水道施設料金の格差について、使用者に料金統一化
の理解を求める。

Ｅ

　簡易水道統合計画との整合性を図りながら、統合整備事
業の進捗にあわせて一部見直しを行い、事業統合及び経営
統合を実施の時点で料金の統一を再検討することとした。

Ｈ２１
成果無

水道課

　水道料金等の改定

検討 実施

　上水道については、今後の大型事業に伴う資金確保及び
維持管理経費の増加等に対応するため、経営の合理化を図
るとともに、中長期的な資金計画に基づく料金改定を実施
することで、自主財源の確保に努める必要がある。

Ｃ

　上下水道事業運営審議会を条例設置し、上水施設の実態
や水需要、事業経営の現状及び平成26年度までの収入等見
込み額に関する審議資料を作成し、平成23年度中の料金改
定に向けた諮問を行い、審議会から答申を受けた。

成果有 水道課

　下水道使用料の改定

検討 実施 見直し

　下水道事業の適正な維持管理を安定的に実施していくた
め、段階的にその維持管理費をまかない得る収入の確保を
前提とした使用料体系とする。

Ｃ

　Ｈ19は、平成19～21年度の3ヵ年を算定期間とし、その期
間内における平均維持管理費の概ね75%程度の回収を見込
み、平均で約20%増となる使用料改定を行った。
　Ｈ21は、現在までの事業費・維持管理費及び使用水量の
伸び率等について、状況把握を行い、H22の使用料改定に向
け取り組んできた。また、支出経費の縮減にも取り組み一
般会計からの繰入金の削減に努めた。
　Ｈ22は、各下水道（公共・特環・農集）事業の施設の実
態や財政状況等の把握を行い、使用料体系の統一及び改定
に向けた資料を作成、上下水道事業運営審議会（9回開催）
に諮問して答申を受けた。

成果有 下水道課

　下水道事業受益者負担金の見直し

検討 実施

　認可区域が市街化調整区域へと拡大され、現在の負担区
に比べ施工延長増による建設事業費の拡大も懸念されるた
め、事業費に対する適正な受益者負担金を設定する。 Ｂ

　Ｈ19は、認可拡大区域を第4負担区・負担金額350円／㎡
とする条例改定を行った。
　Ｈ20は、認可拡大区域の事業執行において、適正な受益
者負担金を賦課することが出来きた。

Ｈ２０
実施済

下水道課

　未利用財産の有効利用計画の策定

検討 実施

　財産台帳の整備が出来次第、売却可能資産も含めた今後
の利用計画を策定する。

Ｄ

　Ｈ21は、公共施設の再配置計画により未利用地となった
普通財産については、売却の方向で22年度に鑑定評価を行
うこととした。
　Ｈ22は、売却予定の土地について、分筆作業等が遅れた
ため、鑑定評価は次年度への先送りとなった。

成果無 財務課 Ｈ22より財務課

　財産台帳の整備

実施

　全ての土地についてデータベース化を行う。
今後の公会計への活用も視野に入れ、条件設定による集計
が可能で、修正が容易なシステムとする。

Ｃ

　インフラ以外の資産についてはデータ管理が可能となっ
た。 Ｈ２１

実施済
企画財務課

　遊休地の売却処分

実施

　適正な維持管理に努めるとともに活用可能な未利用地に
ついて活用策を検討し、見込みのないものについては積極
的に賃貸及び売却を行う。 Ｄ

　Ｈ21は、公共施設の再配置計画により未利用地となった
普通財産については、売却の方向で22年度に鑑定評価を行
うこととした。
　Ｈ22は、売却予定の土地について、分筆作業等が遅れた
ため、鑑定評価は次年度への先送りとなった。

成果無 財務課 Ｈ22より財務課

　市有地の貸付

実施

　適正な維持管理に努めるとともに活用可能な未利用地に
ついて活用策を検討し、見込みのないものについては積極
的に賃貸及び売却を行う。 Ｂ

　施設建設等の有効利用が図れない土地についてはホーム
ページ等への掲載等により一般に公開し、積極的に賃貸及
び売却処分を進めることにより管理費の削減及び新たな財
源の確保を図った。
　年間貸付料　6,282千円

Ｈ１９
実施済

企画財務課

　廃道路・廃水路敷の払い下げ

実施

　申請から処分までの事務手続きにかなりの日数を要して
いるため、事務手続きの簡素化・処理日数の短縮について
検討する。

Ｃ

　事務内容の再検討を行い、手続きの簡素化に努めて運用
することで効率化が図られた。 Ｈ２０

実施済
企画財務課
道路河川課

　市のホームページへの広告掲載

検討・実施

　新たな財源の確保と市民サービスの向上及び地域経済の
活性化を図ること目的とし、広告収入の確保と広告を情報
とした地域経済活性化事業として展開する。 Ｂ

　10月から広告掲載事業を開始し、年度末現在で５社の広
告を掲載した。
　税収以外の収入を得る積極的な事業の展開は初めてであ
り、今後展開される他の収入事業のためのノウハウを蓄積
した。

Ｈ１８
実施済

企画財務課

 (ｲ)　その他財産の有効活用

 ウ　市有財産の有効活用・売却の促進

 (ｱ)　未利用地の有効活用と積極的な売却
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平成１８～２２年度実施計画

区分・推進事項・実施項目

２ (2) ウ (ｲ) 　広報紙への広告掲載 　以下に分割記述
Ｂ

　以下に分割記述 Ｈ１８
実施済

総務課
企画財務課

　要綱・要領・基準等を制定し広告事業の適正な運用を図
るとともに、広報紙に有料広告を掲載することによって新
たな自主財源を確保する。

Ｂ

　要綱・要領・基準等を制定し11月から広報紙へ有料広告
を導入し、自主財源の確保と市内企業の広告掲載による地
域の活性化が図られた。

Ｈ１８
実施済

総務課 企画財務課

　新たな財源の確保と市民サービスの向上及び地域経済の
活性化を図ること目的とし、広告収入の確保と広告を情報
とした地域経済活性化事業として展開する。
　ホームページと違い毎月確実に市内全戸に配布されるメ
ディアであるため生活に密着した事業を展開する企業等に
その有効性をアピールし広告収入の向上を図る。

Ｂ

　11月から広告掲載事業を開始し、年度末現在で４社の広
告を掲載した。
　税収以外の収入を得る積極的な事業の展開は初めてであ
り、今後展開される他の収入事業のためのノウハウを蓄積
した。

Ｈ１８
実施済

企画財務課 総務課

　水道事業等への広告掲載
検討・実施

　新たな財源の確保を図るため、水道メータ検針票への広
告募集を実施し、市民サービスの向上及び地域経済の活性
化を図る。

Ｄ

　広報紙及びホームページ等で広告募集を行ったが、広告
の依頼はなかった。 成果無

財務課
水道課

Ｈ22より財務課

　行政財産の目的外使用の範囲拡大 　以下に分割記述 Ｃ 　以下に分割記述 成果有 関係各課

　個々の行政財産の性質を踏まえつつ有効活用するため行
政財産の目的外使用の範囲拡大を図る。
　施設の状況を考慮し、可能な範囲での目的外使用の範囲
拡大を行う。

Ｂ

　Ｈ19…市民会館に自動販売機１台を設置している。ただ
し、自動販売機の設置に当たっては、近隣の商店と競合し
ないよう配慮が必要である。
　Ｈ20…引き続き市民会館に自動販売機１台を設置するこ
ととした。

Ｈ２０
実施済

総務課 関係各課

　自動販売機設置についての規則整備が出来ていないた
め、特定の事業者しか設置していない。
　市営住宅に自動販売機の設置が出来るよう、総務部局と
の調整を行った。

Ｃ

　市営住宅敷地内に自動販売機が設置され、占用料が納付
された。 Ｈ２０

実施済
都市整備課 関係各課

　目的外使用の範囲拡大の是非について検討し、市有財産
の有効活用に資する。

Ｅ

　安全・安心な学校生活の提供と管理手法への懸念から、
時間帯の拡大は好ましくない。また、提供箇所は各教室、
屋内運動場及び屋外運動場と既に広範囲に渡っており、箇
所の拡大も好ましくないとの結論に至る。

Ｈ１９
成果無

学校教育課 関係各課

Ｃ

　野中ふれあい館に民具を収集整理し、資料室として活
用。学校教育や社会教育の場として施設の有効活用が図ら
れた。

実施済 社会教育課 関係各課

　双海地域事務所２・３階部分の使用用途の変更による有
効活用を検討し、多くの地域住民が幅広く利用できるよう
にする。

Ｃ

　３階議場あとを文化ホールに改修するなど、実施計画に
基づき改修工事を実施。
　工事期間平成21年6月17日～平成21年11月30日。

Ｈ２１
実施済

双海地域振興課 関係各課

　定員適正化計画の運用管理

実施 見直し 見直し

　事務事業についての見直しを行うとともに、グループ制
のメリットを活かした人員の配置の検討を行う。
　勧奨退職制度の周知を図る。
　「任期付職員」や「再任用制度」を効果的に活用し、職
員数の削減を図りながら行政サービスレベルの向上を図
る

Ｂ

　Ｈ20は、定員適正化の目標数値を達成するとともに、職
員数を削減していく中で、事務事業の見直し及び業務改善
が図れた。
　Ｈ21・22は、当初計画を上回る削減を実施できた。

実施済 総務課

　臨時・嘱託職員の縮減

実施

　女性職員の育児休業取得による臨時的任用が増加する
中、グループ制のメリットを活かした対応できるよう、職
員個々の能力を高める。

Ｃ

　Ｈ20は、新規事業及び正規職員の雇用を抑制したことに
伴い、業務増への対応が困難となり、臨時職員が増加し
た。
　Ｈ21は、業務増への対応のため、一部職場において臨時
職員が増加した。
　Ｈ22は、関係部課長とのヒアリングを行い、事務補助を
行う臨時職員については、縮減することができた。

実施済 総務課

　再任用職員の採用

実施

　行政サービスレベルの維持・向上を図るために職員定数
を圧迫しても再任用制度を積極的に活用する。 Ｂ

　再任用職員を２名任用することにより行政サービスレベ
ルの維持・向上を図ることができた。 Ｈ１８

実施済
総務課

　任期付採用職員採用制度の導入[再掲]

検討 実施

　地方行政の高度化・専門化が進む中で、高度の専門性を
備えた民間の人材を活用する必要性や期間が限定される専
門的な行政ニーズへの効率性から、一般職の任期付職員の
採用に関する条例を制定する。

Ｃ

　Ｈ19は、ニーズがなかったため、採用実績はないが、行
政ニーズが複雑・多様化しており、今後、効率的な行政運
営をしていく上で適宜制度を活用した採用を行う。
　Ｈ20・21は、任期付職員を採用する職種がなかったた
め、制度活用なし。
　Ｈ22は、条件は整っているが、これまで実績はない。今
後、必要に応じて任期付職員の採用を行っていく。

実施済 総務課

　定員管理進捗状況の公表

実施

　定員管理の進捗状況を広報・ホームページで公表する。

Ａ

　２月に行う人事行政の運営等の状況の公表に併せて定員
管理の進捗状況を広報・ホームページで公表した。 Ｈ１８

実施済
総務課

検討・実施

 (3)　定員管理の適正化

 ア　職員の適正配置と定員適正化計画の策定・運用管理

実施

42／53



平成２２年度　行政改革実施計画進捗状況一覧表

Ｈ１８ Ｈ１９ Ｈ２０ Ｈ２１ Ｈ２２ 改革内容 進捗評価 成　　果 到達評価 関係課 関連課

　　　　　　　 評価凡例 ：〔進捗評価〕 Ａ…計画より早まっているもの　Ｂ…計画どおりに進んでいるもの　Ｃ…計画より多少遅れているもの　Ｄ…計画どおり進んでいないもの　Ｅ…計画を見合わせたもの

平成２２年度実施状況

          　　　　　　　　〔到達評価〕 実施済…協議・調整が完了し成果を上げたもの　成果有…〃中だが成果を上げつつあるもの　進行中…〃中だが成果には至ってないもの　未着手…何も実施できていないもの　成果無…成果が無かったもの

平成１８～２２年度実施計画

区分・推進事項・実施項目

２

　人材育成基本方針の策定

実施 見直し

　市民が市政の主役であり、職員一人ひとりが全体の奉仕
者であることの自覚と使命感を持ち、市民が「住んでよ
かった」「満足できる地域だ」と実感できるような企画立
案と実行力を備えるとともに、そのような行政サービスの
提供を永続的に継続できる体制を整える。

Ｂ

　人人事評価制度検討委員会を設置し、運用についての見
直しを行い、全職員への説明を行った。
　評定基準の統一を図るため、継続した研修を実施した。
　制度の必要性、理念等について、認識を深めることがで
きた。

Ｈ２１
実施済

行革推進室
総務課

　人事評価制度運用指針の策定

実施

　職員一人ひとりが常に問題意識を持ち、市民が何を求め
ているのか、行政として何をするべきかを考え、より効率
的・効果的な行財政運営を展開していくため、職員の適正
配置と個々の能力を最大限に引き出す人事制度への転換を
図るとともに、努力し頑張った職員が報われる能力重視の
人事制度の構築に向けた運用指針を策定する。

Ｂ

　職員の勤務実績や能力・資質・適正などを正確に把握
し、「努力と成果が報われる」適正な人事管理により処遇
を決定していくこのとできる、「やっても同じ」から「や
れば違う」という組織風土への変革の足がかりとなる「伊
予市人事評価システム運用指針」を策定した。

Ｈ１８
実施済

行革推進室

　人事評価システムの導入

試行 実施

　職員間での評価基準のばらつきやシステム導入に対する
温度差を解消するため、評価者研修等を継続的に実施する
ことでシステムへの理解を深めるとともに評価基準の統一
を図る。

Ｃ

　Ｈ21は、人事評価制度検討委員会を設置し、運用につい
ての見直しを行い、全職員への説明を行った。
　評定基準の統一を図るため、継続した研修を実施した。
　制度の必要性、理念等について、認識を深めることがで
きた。
　Ｈ22は、試行を含め４年を経過し、管理職に人事評価制
度が定着したこと。また、昨年度、評価の基準等を説明し
たことで、評定の標準化が図れた。

実施済 総務課 H20より総務課

　勤勉手当の成績率の導入

検討 実施

　人事評価システムにより勤務成績の客観的な資料を作成
し、評定結果を勤勉手当の成績率に反映させる。

Ｃ

　Ｈ21は、評価基準の統一化は進んでいるものの、評定結
果にバラツキ（差）があることから、直接、勤勉手当に反
映させることには行っていない。
　Ｈ22は、評定結果の標準化が進んだことから、下半期の
評定結果を直近の勤勉手当へ反映することとした。

実施済 総務課

　査定昇給制度の導入

検討 実施

　人事評価システムにより勤務成績の客観的な資料を作成
し、評価結果を昇給に反映させる。

Ｃ

　Ｈ21は、評価基準の統一化は進んでいるものの、評定結
果にバラツキ（差）があることから、直接、勤勉手当に反
映させることには行っていない。
　Ｈ22は、評定結果の標準化が進んだことから、下半期の
評定結果を直近の勤勉手当へ反映することとした。

実施済 総務課

　職員昇任試験制度の推進

検討 実施

　昇任試験を実施することにより、職員個々の行政能力を
高めるとともに、組織の活性化を図る。
　昇任時の、基準等を作成し、公平性・透明性の確保に努
める。

Ｅ

　昇任については、人材育成基本方針による階級別研修の
受講を昇任要件としており、上席監督者の推挙もあり、対
象職員の多数が受講している。
　また、人事評価制度の運用により、各職員の能力、態度
を指数化した他、「伊予市職員の昇格運用に関する内規」
を設け昇格基準を作成したので、昇任試験の導入について
は、現段階での実施は不要と思われる。

Ｈ１９
成果無

総務課

　人事評価者研修会の導入

実施

　評定者個々の評定基準が一定でないため評定基準の統一
を図る。 Ｂ

　評価者研修を４回実施することにより評定基準の統一を
図ることができた。 Ｈ１８

実施済
総務課

　人事評価制度の定着化

実施

　人事評価制度の研修会等を実施し職員への浸透を図る。

Ｂ

　全職員を対象とした説明会・評価者を対象とした研修会
を実施し人事評価制度に対する職員の理解を深めることが
できた。

Ｈ１８
実施済

総務課

　新たな給与制度の導入

実施

　職務・職責に応じた給与構造となっていないため人事院
勧告に準拠した給与構造改革を行う。 Ｂ

　４月１日から人事院勧告に準拠した給与構造改革の実施
により、年功的上昇を抑制し、職務・職責と実績を十分反
映し得る給与システムとした。

Ｈ１８
実施済

総務課

　職員手当（管理職・特勤手当等）の見直し

実施

　管理職手当・特勤手当等の随時見直しを実施する。

Ｂ

　４月1日から管理職手当（部長級）の支給率を１５％から
１２％に変更・特勤手当（研究手当）の廃止・管理職手当
を定率制から定額制に変更・税務職員手当、社会福祉業務
従事職員手当、特殊労務作業手当、使用料徴収手当、用地
交渉手当を廃止した。

Ｈ１８
実施済

総務課

　職員給与の公表

実施

　公表方法が、数字の羅列になっており、市民の側からす
ると理解しがたいため、グラフ等を使うことにより市民に
見やすい公表方法で公表する。

Ｂ

　２月に広報・ホームページで公表を実施し広く市民に理
解を得ることができた。 Ｈ１８

実施済
総務課

　特別昇給制度の適正運用

検討 実施

　人事評価制度の導入により評定結果を特別昇給に反映さ
せる。 Ｂ

　人事評価制度とは別の案件で１人の職員に対して特別昇
給を実施した。 Ｈ１９

実施済
総務課

 (4)　給与の適正化

 イ　市に適応した給与制度への見直し

 ア　人事評価システムの構築
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平成１８～２２年度実施計画

区分・推進事項・実施項目

２ (4) イ 　勤勉手当の成績率の導入[再掲]

検討 実施

　人事評価システムにより勤務成績の客観的な資料を作成
し、評定結果を勤勉手当の成績率に反映させる。

Ｃ

　Ｈ21は、評価基準の統一化は進んでいるものの、評定結
果にバラツキ（差）があることから、直接、勤勉手当に反
映させることには行っていない。
　今年度、運用方法等を見直したことから、次年度以降、
早期の導入を目指す。また、人事評価システムの精度を高
めるため、継続した研修を実施する。
　Ｈ22は、評定結果の標準化が進んだことから、下半期の
評定結果を直近の勤勉手当へ反映することとした。

実施済 総務課

　査定昇給制度の導入[再掲]

検討 実施

　人事評価システムにより勤務成績の客観的な資料を作成
し、評価結果を昇給に反映させる。

Ｃ

　Ｈ21は、評価基準の統一化は進んでいるものの、評定結
果にバラツキ（差）があることから、直接、勤勉手当に反
映させることには行っていない。
　今年度、運用方法等を見直したことから、次年度以降、
早期の導入を目指す。また、人事評価システムの精度を高
めるため、継続した研修を実施する。
　Ｈ22は、評定結果の標準化が進んだことから、下半期の
評定結果を直近の勤勉手当へ反映することとした。

実施済 総務課

　定員適正化計画に基づく定員管理

実施

　定員適正化計画に基づき各部門に適正な職員数を配置す
ることで全体としての定員を抑制し、多様化・複雑化する
行政需要に的確に対応する。

Ｂ

　Ｈ21は、当初計画を上回る削減を実施できたことによ
り、人件費の抑制につなげることができた。
　Ｈ22は、当初計画を上回る削減を実施した。

実施済 総務課

　ノー残業デーの導入

検討 実施

　職員の健康管理意識、時間外勤務削減の観点から、部課
長の意識を統一し、一斉にノー残業デーを実施できる体制
をとる。 Ｂ

　平成19年10月から実施。
　計画的に時間外勤務命令をすることにより、手当を削減
すると共に、職員の健康管理にも配慮した効率的な業務執
行に努めることができた。
　時間外勤務手当・・前年度比５．９％削減

Ｈ１９
実施済

総務課

　職員手当（管理職・特勤手当等）の見直し[再掲]

実施

　管理職手当・特勤手当等の随時見直しを実施する。

Ｂ

　４月1日から管理職手当（部長級）の支給率を１５％から
１２％に変更・特勤手当（研究手当）の廃止・管理職手当
を定率制から定額制に変更・税務職員手当、社会福祉業務
従事職員手当、特殊労務作業手当、使用料徴収手当、用地
交渉手当を廃止した。

Ｈ１８
実施済

総務課

　グループ制の導入

実施

　職員の意識改革を促すため職員研修等を実施しグループ
制の定着により事務の効率化を図る。

Ｃ

　継続した職員研修によりグループ制の意義が浸透してき
ている。
　特に職員が長期休暇を取得した部署については、年度途
中ではあるが、担当課長の判断により、効率的な組織体制
を整えることができた。

Ｈ１９
実施済

総務課

　組織・機構の見直し

実施 見直し 見直し 見直し

　縦割り型組織にとらわれず、政策目標に基づき、効果的
かつ効率的に事務事業を処理し得る組織を目指すととも
に、市民に責任と権限の所在が分かりやすい構造・職名と
する。
　組織機構の基本理念は、市民サービスを低下させること
なく、同一または類似の事務事業の統合、集約化と地域事
務所の総合窓口体制による組織のワンストップ化など人間
的・合理的な組織体制と人員配置を行う。

Ｂ

　合併後５年が経過し、合併協定で協議された組織機構の
最終形を構築するために、分かりやすく簡素で効率的な組
織機構に再編を行った。
　伊豫國「あじの郷づくり」の推進や地域公共交通の整備
促進を図るため、従来の企画財務課をまちづくり創造課と
財務課に分割し、市の総合計画実施計画に謳われた主要施
設を専門的に扱い、限られた期間に建築するため、新たに
庁舎建設課を設置した。

Ｈ２１
実施済

行革推進室

　定期的な行政診断

実施

　合併後における市の組織・機構、財政状況、職員配置等
について、現状の調査・分析を行い、第三者の専門的な立
場から新市として時代の要請に対処しうる組織機構・職員
定数等に関する提案を受け、これらを実践に移す。

Ｂ

　市の財政状況の分析・事務事業の見直し・職員定数の適
正化・更なる行政改革の推進・組織や機構改革に向けての
報告を取りまとめた「行政診断結果報告書」を作成した。
　これらの内容を受け、職員定数の適正化については、短
期的削減可能数として示された数値を盛り込んだ目標数値
に「第１次伊予市定員適正化計画」の改訂を行った。
　その他、事務事業の見直しについては、特に改善が必要
な事務事業について改善方策(案)が示されたため、今後、
担当課へ行政評価シート単位に周知することとした。
　また、行政改革の更なる推進に向け、行政改革実施計画
の実施項目の達成に向けた今後の取り組み提案を活用して
いくこととした。

Ｈ２０
実施済

行革推進室

　経営者会議の設置

実施 見直し

　市の行政運営の基本方針及び重要施策に関する事項を審
議し、各部門間の相互調整を図り、統一ある行政を遂行す
る。
　特に「庁議と各部課内会議の位置づけの周知と実施の徹
底」「予算編成方針・議案・市政運営事項の庁議付議の徹
底」などにより経営者会議としての機能強化を図る。

Ａ

　Ｈ18の見直しを受け、庁議付議案件について担当部局で
の検討の徹底が図られた。
　また、企画調整会議での審査においても審議ポイントの
明確化に努め、庁議機能の充実を図った。
　今後、さらに経営者会議としての機能強化を図らなけれ
ばならない。

Ｈ１９
実施済

企画財務課

 (ｱ)　最も効率的な組織のあり方への見直し

 ３　住民ニーズに即応できる業務体制の整備と電子市役所の構築　～組織～

 (1)　分権時代に対応した組織機構の整備

 ウ　人件費の抑制

 ア　簡素で効率的な組織機構の整備
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区分・推進事項・実施項目

３ (1) ア (ｱ) 　市内公民館組織の見直し

検討 実施

　厳しい財政事情や市職員の定員の適正化等により、現在
の公民館組織の維持は困難であるため、住民のより具体的
な公民館運営への参画を促進しながら地域の実情に応じた
組織の再編を行う。 Ｃ

　21年度より、双海地区に常勤館長を１名配置する。ま
た、22年度より中山地区にも常勤館長を１名配置すること
とした。
　22年度より、野中・佐礼谷・中山・永木地区公民館を支
館とし中山地区公民館に統合、上灘・下灘地区公民館を双
海地区公民館に一本化した。

実施済 社会教育課

　行政管理・政策進行管理部門の創設

実施

　伊予市総合計画の進行を管理し、政策を推進する監督部
門を創設する。

Ｂ

　助役直轄の組織として、行政事務の改善・行政評価・人
事評価・職員の定数及び定員管理・合併に係る未調整事
項・総合計画の推進等を取り扱う行政改革・政策推進室を
設置した。

Ｈ１８
実施済

行革推進室

　組織を越えたプロジェクトチームの設置

実施

　職務の縄張り意識や固定主義を打破するため、行政改革
という共通の目標の元、組織を越えた職員の集まりの場を
設定し、検討を行うことにより、柔軟な発想と課題解決意
欲の養成を図る。

Ｃ

　人事評価システム及び行政評価システムの円滑な運用に
向け、職員の意見を広く反映しつつ制度の検証と更なる定
着化を図ることを目的に、伊予市評価システム推進委員会
を設置した。

Ｈ１９
実施済

行革推進室

　定期的な行政診断[再掲]

実施

　合併後における市の組織・機構、財政状況、職員配置等
について、現状の調査・分析を行い、第三者の専門的な立
場から新市として時代の要請に対処しうる組織機構・職員
定数等に関する提案を受け、これらを実践に移す。

Ｂ

　市の財政状況の分析・事務事業の見直し・職員定数の適
正化・更なる行政改革の推進・組織や機構改革に向けての
報告を取りまとめた「行政診断結果報告書」を作成した。
　これらの内容を受け、職員定数の適正化については、短
期的削減可能数として示された数値を盛り込んだ目標数値
に「第１次伊予市定員適正化計画」の改訂を行った。
　その他、事務事業の見直しについては、特に改善が必要
な事務事業について改善方策(案)が示されたため、今後、
担当課へ行政評価シート単位に周知することとした。
　また、行政改革の更なる推進に向け、行政改革実施計画
の実施項目の達成に向けた今後の取り組み提案を活用して
いくこととした。

Ｈ２０
実施済

行革推進室

　定員枠配分による人事管理

実施

　部内の所属別配分を各部長の権限・責任とし柔軟な定数
配置を図る。

Ｅ

　人事異動を行う際には、関係部長から職員配置に関して
聞き取りを行うことで、部内での人員の配置希望を一定掌
握できることから、当面は現在のとおり、人事担当部局で
人員配置を行うことが望ましいと考える。

Ｈ２０
成果無

総務課

　組織階層のフラット化

実施

　機動的・弾力的な組織運営を図ることを目的に、職員の
意識改革を促すための職員研修等を実施し、グループ制を
定着させる。 Ｂ

　今後も引き続き職員の意識改革を促すために職員研修等
を継続的に実施する。

Ｈ１８
実施済

総務課

　グループ制の導入[再掲]

実施

　職員の意識改革を促すため職員研修等を実施しグループ
制の定着により事務の効率化を図る。

Ｃ

　継続した職員研修によりグループ制の意義が浸透してき
ている。
　特に職員が長期休暇を取得した部署については、年度途
中ではあるが、担当課長の判断により、効率的な組織体制
を整えることができた。

Ｈ１９
実施済

総務課

　経営者会議の設置[再掲]

実施 見直し

　市の行政運営の基本方針及び重要施策に関する事項を審
議し、各部門間の相互調整を図り、統一ある行政を遂行す
る。
　特に「庁議と各部課内会議の位置づけの周知と実施の徹
底」「予算編成方針・議案・市政運営事項の庁議付議の徹
底」などにより経営者会議としての機能強化を図る。

Ａ

　Ｈ18の見直しを受け、庁議付議案件について担当部局で
の検討の徹底が図られた。
　また、企画調整会議での審査においても審議ポイントの
明確化に努め、庁議機能の充実を図った。
　今後、さらに経営者会議としての機能強化を図らなけれ
ばならない。

Ｈ１９
実施済

企画財務課

３

　窓口業務施設の環境整備 　以下に分割記述
Ｃ

　以下に分割記述
成果有

行革推進室
企画財務課

　顧客志向の行政サービス構築の視点から関係窓口の移
設・事務分掌の見直しを行い、住民登録と戸籍の事務を中
心にしたワンストップサービスを推進する。 Ｃ

　双海地域事務所庁舎における２・３階の改修工事に併せ
て、１階フロアーの窓口業務に来庁者志向に基づく住民
サービスが行えるよう対面型ローカウンターを設置するこ
ととした。

Ｈ２１
実施済

行革推進室 企画財務課

　市民サービスの向上を目的として、複数課にまたがって
いる各種申請・交付・証明業務をできるだけ１箇所の窓口
で行うワンストップサービスを目指し、現市民生活課を中
心として窓口の一本化を行う。 Ｅ

　Ｈ19は、検討委員会で検討中。
　Ｈ20は、検討委員会においてワンストップ化可能事務の
洗い出しを行い、これに伴う電算システムの改修、窓口の
体制等を検討中。
　Ｈ21は、現庁舎におけるスペースでの対応は無理との判
断により、新庁舎建設に合わせた対応とすることとした。

Ｈ２１
成果無

企画財務課 行革推進室

 ア　窓口サービスの向上

 (2)　窓口サービスの向上

 (ｲ)　機動的で効率的な組織体制の構築

実施
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３ (2) ア 　玄関ロビーの活用方法の検討 　以下に分割記述
Ｃ

　以下に分割記述 Ｈ１９
実施済

行革推進室
企画財務課

　市庁舎の顔となる玄関ロビーを最小の経費で最大の効果
が得られるよう有効活用する。

Ｃ

　旧収入役室に隣接していたＡＴＭを市金庫前に移設する
ことにより、支払いを行う来庁者の利便性を向上させると
同時に、不在となった収入役室の有効利用として、市税・
国保税・市公共料金の収・滞納事務を行う会計課収納分室
を設置することとした。
　市民生活課の待合所が更に広くなると同時に、会計課分
室に来られた納付者のプライバシーを守るレイアウトが設
定できた。

Ｈ１９
実施済

行革推進室 企画財務課

　来庁者は必ず玄関ロビーを通過するので市民生活に役立
つ催し物の案内や公共施設情報や統計書、調査書など閲覧
できるようにするなど積極的に情報発信の場にする。

Ｃ

　玄関ロビーを利用して公表している文書を閲覧可能にし
た。 Ｈ１９

実施済
企画財務課 行革推進室

　新任職員と窓口職員の接遇研修の導入

実施

　接遇研修を毎年実施し職員の意識改革を行うことにより
市民に満足のいく質の高い行政サービスを提供する。 Ｂ

　窓口職員を対象とした接遇研修を実施し職員個々の資質
の向上を図ることができた。 Ｈ１８

実施済
総務課

　全職員が総合案内を行える人材育成

実施

　庁舎内の案内、誘導の充実を図る。
　職員が担当部署へ案内するか、担当者が迎えに来るよう
な体制作りを構築する。

Ｂ

　オフィスマナーリーダー制度により、職員一人ひとりが
来庁者に対する声かけ等「案内人」としての自覚を高める
ことができた。

Ｈ１９
実施済

総務課

　分かりやすい庁舎案内表示

検討 実施

　絵文字や大きめの文字を使った案内板を設置することに
より、高齢者、障害者、幼児連れの方などにやさしく分か
りやすい窓口にする。

Ａ

　各課の案内板等来庁者の目線に合った表示板を設置し
た。 Ｈ１９

実施済
企画財務課

　市民志向への意識改革 　以下に分割記述 Ｃ 　以下に分割記述 実施済 全課

　市民の満足度と納得度を高め、質の高い行政サービスを
提供するため、職員の意識改革と能力開発を行う。

Ｃ

　Ｈ19…挨拶、電話対応、苦情対応等、組織としての接遇
改善を行うための研修を実施した。
　Ｈ20…接遇・クレーム対応研修を通して、サービス向上
とコミュニケーション力を高めることができた。

Ｈ２０
実施済

総務課 全課

　的確な対応を行うために十分な業務知識を身に付けると
ともに、親切で分かりやすい窓口対応に向け接遇向上に取
り組む。 Ｂ

　業務に必要な知識取得のため各種研修会への参加あるい
は課内での知識の共有、そして自己啓発を行った。
　親切で分かりやすい窓口対応を目指して、市民に対して
丁寧な説明、必要な相談等ができた。

Ｈ１８
実施済

企画財務課 全課

　市民の意見を聞き、市民の立場に立った窓口サービスに
努める。 Ｂ

　各種研修会に参加し専門的な知識の取得を行いより分か
りやすい窓口対応を目指した。

Ｈ１８
実施済

保険年金課 全課

　市民一人ひとりのニ－ズに応じた親切・丁寧・的確な保
健サ－ビスの提供を行う。

Ｂ

　市民の立場に応じた親しみのある利用しやすい爽やかな
窓口対応を実施した。
　課内会議等による研修の伝達や法改正に伴う学習会の実
施により適切な保健サ－ビスの提供ができた。

Ｈ１８
実施済

健康増進課 全課

　高齢者の目線に合わせた、わかりやすい対応を心掛け
る。
　①普段から課内の連携を取っておくこと。
　②十分に対応できなかった場合のフォロー（訪問・郵
送・電話など）を適切に行う。

③相談室を利用するなど 個人情報の保護に留意する

Ｃ

　①適宜の課内会議
　②虐待対応マニュアルの検討
　課内で対応の検討が随時できた。 Ｈ１９

実施済
長寿介護課 全課

　専門性の高い業務については、対応できる職員が限られ
るため、迅速な応対ができない場合がある。また、実行困
難な要求をされた場合、法的な根拠を示すなどして説得す
ることができないことがある。
　職員の研修体制の確立により、職員の資質の向上を図る
とともに、市民の立場に立った対応を徹底する。

Ｃ

　各種研修会への参加やＯＪＴにより、職員の業務知識の
向上に努めた。
　業務の従事経験年数に応じた各種研修会に参加し、担当
業務に関する知識の習得に努めるとともに、日々の業務で
生じる問題点・改善点について担当者間で協議する場を設
けることで、情報の共有を図った。

Ｈ１９
実施済

市民生活課 全課

　各グループの情報を共有するなど、課員を挙げて窓口対
応に努め、きめ細かな行政サービスを提供していく。 Ｂ

　毎日、各グループにおける業務内容を確認するなど、市
民志向への意識改革に繋がった。 Ｈ１８

実施済
産業経済課 全課

　専門的知識が必要な部署において担当者がいなければ市
民に十分な対応ができないため、グループ制を導入するに
より市民に次のステップにつながるように対応する。

Ｂ

　グループ内でＯＪＴを行うことにより事務内容を把握
し、担当者の不在時でも市民対応が出来るようになった。 Ｈ１８

実施済
都市整備課 全課

　業務内容が専門性を要するものについて、グループ制を
活用することにより、課の窓口業務全般を対応可能とす
る。

Ｂ

　グループ内の業務内容を確認することで担当者不在時も
対応可能となった。 Ｈ１８

実施済
道路河川課 全課

　専門用語等が多いことから内容説明を詳細に行う。
　交渉時に苦情・要望の対応を適切に行う。 Ｃ

　内容説明を詳細に行い捺印交渉を行った。
　土地所有者からの苦情・要望を担当課に引継ぎを行い問
題解決にあたった。

Ｈ１９
実施済

用地整理課 全課

　各分野の情報共有に努め、課員挙げて窓口対応に努め
る。 Ｂ

　グループ間の知識の把握により、より親切な窓口対応が
出来た。 Ｈ１８

実施済
水道課 全課

実施

実施
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３ (2) ア 　専門的知識が必要な部署において担当者がいなければ市
民に十分な対応ができないため、グループ制を導入するこ
とにより市民に次のステップにつながるように対応する。

Ｃ

　グループ内でＯＪＴを行うことにより事務内容を把握
し、担当者の不在時でも市民対応が出来るようになった。 Ｈ１９

実施済
下水道課 全課

　市民の目線で行政事務を推進する。
Ｃ

　市民の目線に立ち公平性を重んじた行政サービスに努め
た。

Ｈ１９
実施済

農業委員会事務局 全課

　選挙事務等来庁者に対して市民の目線に立った窓口サー
ビスに努め、常に全体の奉仕者として意識を持つよう心掛
ける。

Ｂ

　市民志向の徹底を図り意識改革が図られた。
Ｈ１８
実施済

行政委員事務局 全課

　意識改革とマニュアル化により窓口業務の共有化に務め
る。 Ｃ

　定期的な課内会議を開催し、窓口業務の見直しとマニュ
アル作成及び意識改革に務める。

Ｈ１９
実施済

学校教育課 全課

　市民の視点に立ち、親しみやすく利用しやすい窓口対応
を確立する。 Ｃ

　課内会を開催し、情報の共有と連絡体制の充実を図っ
た。

Ｈ１９
実施済

社会教育課 全課

　ワンフロアでの対応・接遇の改善と職員相互の連携及び
事務分掌の把握を徹底し、住民が気軽に窓口を訪れる雰囲
気を作る。 Ｂ

　職員がグループ制により事務処理を共有し、窓口業務を
確実に、すばやく提供するとともに、ワンフロア化での窓
口の一元化（ワンストップの実施）による市民サービスの
向上が図られた。

Ｈ１８
実施済

中山地域事務所 全課

　窓口対応で内容によっては即答できない事項があるた
め、各分野の情報共有に努めるとともに職員の意識改革を
行う

Ｃ
　職員研修に積極的に参加し、資質向上を図ることができ
た。

Ｈ１９
実施済

双海地域振興課 全課

　来庁者の都合に合わせる接遇・職員が来庁者のほうへ移
動する接遇・専門用語、業界用語を一般用語に置き換える
接遇・図解などを多用した分かりやすい説明・分かりやす
い記入例の作成など、市民のための市役所、市民のための
職員であることを自覚し、市民の目線にたった接遇に取り
組む

Ｂ

　複数の職員が来庁者の座っている椅子まで出向いて接遇
するようになった。また、分かりやすい記入例を作成し
た。 Ｈ１８

実施済
双海総合窓口課 全課

　地域情報化推進計画の策定

実施 見直し

　行政に限らず地域で提供される様々なサービスに関する
情報を、必要とする市民に必要な時に提供する仕組みを計
画的に構築・運営するために推進計画を策定する。

Ｃ

　Ｈ18は、地域情報化推進計画は早期に策定されており、
施策推進上の一貫性の確保の点ではＨ18成果を上げてい
る。
　また、全体スケジュールを明確にしているため、次年度
以降の検討事項を絞ることができ、効率的な推進が望め
る。
　Ｈ20・21・22は、行政手続や事務事業の見直しに関する
具体的な取組みがなされておらず、行政手続のオンライン

成果有 まちづくり創造課 H22よりまちづくり創造課

　電子調達システムの導入(工事・物品等)

検討 実施

　競争原理が働けばさらに工事費が安くなり、入札に参加
する業者が直接参加する機会がなくなるため談合防止に寄
与する。

Ｄ

　Ｈ20は、愛媛県の実施している電子入札について担当者
等の説明を受け、意見交換を行った。導入について検討を
進める。
　Ｈ21は、22年度導入を目指したいが、砥部・松前両町と
同様の方法で、県のシステムの活用をすることとしたい。
　Ｈ22は、県のシステムに便乗対応するか、近隣市町で統
一的なシステムを構築するか方針が定まらず、計画延期と
なったが、物品については市内業者がほとんどであり、営
業形態から考えて導入は当面困難であると見込まれる。

進行中 財務課 Ｈ22より財務課

　えひめ電子自治体共同運営システムとの連携[再掲]

検討・実施

　情報機器を活用し、各種申請手続の簡素化・合理化を図
るとともに、窓口の時間に縛られない方法により、市民
ニーズに沿ったサービスを提供する。

Ｂ

　40種類の手続を対象とし、市民の利便性向上を図った。
Ｈ１９
実施済

企画財務課

　ＬＧＷＡＮの利用拡大

検討・実施

　ＬＧＷＡＮを利用した地方公共団体相互間のコミュニ
ケーションの円滑化、情報の共有による情報の高度利用を
一層推進する。 Ｃ

　事務事業によっては、当該ＬＧＷＡＮを活用し、補助
金・交付金の申請や実績報告といった補助金事務等を国及
び県に行っている。今後の利用拡大については、国・県の
方針や他の自治体の状況と歩調を合わせた取り組みを進め
る

Ｈ２０
実施済

総務課

　新たな共同開発システム等の導入

検討

　多くの自治体向けに開発されたパッケージシステムの導
入により費用削減を目指す。
　パッケージシステムの導入を実施するともに、部分修正
等が生じないようなシステム導入及び運用を行う。

Ｃ

　ＡＳＰ、システム運営の効率化について情報収集及び検
討を行い、将来的に最良のパッケージを導入するための考
察が継続できた。

Ｈ２０
実施済

企画財務課

　ＡＳＰ方式の研究

検討

　多くの自治体向けに開発されたパッケージシステムの導
入により費用削減を目指す。
　パッケージシステムの導入を実施するともに、部分修正
等が生じないようなシステム導入及び運用を行う。

Ｅ

　ＡＳＰ方式が利用可能とされた内部事務関係システムの
効率的運用のためには、ＡＳＰで提供されるアプリケー
ションの仕様に沿った事務の流れが事務効率化の基本とな
るため、仕様の精査もさることながら、事務事業の見直し
も含めた検討が必要であり、電算部門のみによる検討には
限界があるため、行政改革部門を中心とした取組みを求め
ることとし、電算部門による検討は当面見合わせる。

Ｈ２０
成果無

企画財務課

 (4)　行政の情報化の推進

実施

　ア　各種行政手続のオンライン化

 ア　電算処理システムの導入コスト・ランニングコストの削減

 (3)　電子市役所の推進
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平成２２年度　行政改革実施計画進捗状況一覧表

Ｈ１８ Ｈ１９ Ｈ２０ Ｈ２１ Ｈ２２ 改革内容 進捗評価 成　　果 到達評価 関係課 関連課

　　　　　　　 評価凡例 ：〔進捗評価〕 Ａ…計画より早まっているもの　Ｂ…計画どおりに進んでいるもの　Ｃ…計画より多少遅れているもの　Ｄ…計画どおり進んでいないもの　Ｅ…計画を見合わせたもの

平成２２年度実施状況

          　　　　　　　　〔到達評価〕 実施済…協議・調整が完了し成果を上げたもの　成果有…〃中だが成果を上げつつあるもの　進行中…〃中だが成果には至ってないもの　未着手…何も実施できていないもの　成果無…成果が無かったもの

平成１８～２２年度実施計画

区分・推進事項・実施項目

３ (4) ア 　各種個別業務システムの運営効率化

検討

　各業務担当課で導入した業務システムについて、運営の
効率化による経費削減を目指す。
　パッケージシステム、ＡＳＰ方式の採用により、導入及
び運営にかかる費用の削減を行う。

Ｃ

　ＡＳＰ、システム運営の効率化について情報収集及び検
討を行い、将来的に最良のパッケージを導入するための考
察が継続できた。

Ｈ２０
実施済

企画財務課

　統合型地理情報システムの導入

検討

　防災、福祉、環境、観光等の業務改善を、統合型地理情
報システムの利活用により支援する。

Ｅ

　Ｈ19は、防災・福祉・環境・観光等からの具体的な要望
も無く、システム導入の検討にまで至らない状況である。
　新たなシステム導入時に検討することとし、事業見送り
とする。

Ｈ２０
成果無

企画財務課

　防災情報システムの導入

→ 100%

　職員・市民・関係機関等との情報共有を図り、早期初動
体制を確保し、災害に強いまちづくりを目指す。
　比較的普及している携帯電話を用いた情報配信システム
の構築を図る。

Ａ

　デジタル防災行政無線施設整備と併せ、市民向けの『安
全・安心メール』配信システムの構築により情報の一斉送
信が可能となったほか、災害時等の職員参集システムの構
築を図った。

Ｈ２０
実施済

防災安全課 Ｈ19より防災安全課へ

　独居老人・寝たきり老人・在宅障害者等ハイリスク者マップの作成 　以下に分割記述
Ｃ

　以下に分割記述
実施済

福祉課
長寿介護課

　災害時要援護者として、障害者の中で同意した人のリス
トを作成し、緊急時に対応できるようにする。

Ｃ

　地域ごとに提出された災害時要援護者名簿を基に、緊急
時に、要援護者を支援するための個別避難支援プランの整
備を行った。また、要援護者の情報管理のため、対象者の
地理情報を住宅地図に明記することを行っている。
　災害時に迅速な対応ができる体制の整備を構築するため
に、支えあい（災害時要援護者名簿）マップを作成するこ
とができた。今後は、登録された情報の更新と必要に応じ
た情報の追加等を行いたい。

実施済 福祉課 長寿介護課

　一人暮らしの高齢者や要介護高齢者等が増加する中、災
害発生時等の緊急時に対応ができるよう、防災・福祉・環
境・観光情報との連携を図りWEB上で情報を共有するシステ
ムを構築する。

Ｂ

　各地区の民協定例会で説明会を開催して民生委員等へ要
援護者情報収集の依頼により各地域の災害時要援護者（高
齢者）のリストの作成ができた。
　そして上記の情報を各民生委員に提供し自主防災組織の
活動に活用する。
　今後、このリストは、民生委員の協力により随時更新し
ながら活用を進めていく。

Ｈ２０
実施済

長寿介護課 福祉課

　公共施設予約システムの導入 　以下に分割記述
Ｃ

　以下に分割記述
成果有

企画財務課
関係各課

　情報技術を利用した施設予約のシステムを導入し、利用
者の利便性の向上及び事務の効率化を図る。

Ｅ

　伊予市総合計画実施計画（案）に市民会館の改築計画が
登載され、現有施設が取り壊されることになったため、現
在の市民会館にあっては、施設予約システムの導入は見送
りとする。なお、当該実施計画では市民会館（文化ホー
ル）をはじめ、庁舎、総合福祉センターなどの改築が含ま
れており、他の公共施設との統一システムでの導入につい
て、適切な時期に検討を開始することとする。

Ｈ２１
成果無

総務課
企画財務課
関係各課

　貸し出し可能施設の管理担当課の業務改善を、公共施設
予約システムの利活用により支援する。

Ｅ

　Ｈ19は、貸し出し可能施設の管理担当課からの具体的な
要望も無く、システム導入の検討にまで至らない状況であ
る。
　新たなシステム導入時に検討することとし、事業見送り
とする

Ｈ２０
成果無

企画財務課 関係各課

　施設管理者が対応できるパソコン等で施設管理を検討す
る。

Ｄ

　Ｈ19は、従来通りによる施設の予約、収納を実施してお
り、システムの導入についての検討がなされていない。
　Ｈ20は、従来通りによる施設の予約、収納を実施。
　Ｈ21は、現在嘱託職員による運営管理を行っているが、
従来通りによる施設の予約、収納を実施による不都合は見
られない。
　Ｈ22は、類似施設や近隣市町の状況を調査検討。

成果無 産業経済課
企画財務課
関係各課

　利用者がインターネットで公共施設の空き状況が分かる
ようにした上で、申請受付、利用料金支払いが出来るよう
にする。

Ｂ

　Ｈ20は、しおさい公園が指定管理者制度に移行すること
に決定し、しおさい公園のみ利用者がインターネットで施
設の空き状況の閲覧及び予約受付を平成21年4月1日から実
施できるようになる。
　Ｈ21は、しおさい公園において、指定管理業者がイン
ターネットによる施設予約を稼働させた。

Ｈ２１
実施済

都市整備課
企画財務課
関係各課

　公民館施設の利用予約に関しインターネットを利用した
オンラインシステムの構築に向けた検討を進める。

Ｄ

　Ｈ20は、公共施設予約システムについて県内の先進事例
を調査研究し、システム導入後の利活用の方法及び必要経
費について必要な資料を収集し、課内会で検討した。
　Ｈ21・22は、全庁的なシステムの構築及び費用対効果の
検討が更に必要である。

成果無 社会教育課
企画財務課
関係各課

実施検討

実施検討

 イ　統合型地理情報システムの導入

 ウ　公共施設予約システムの導入
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Ｈ１８ Ｈ１９ Ｈ２０ Ｈ２１ Ｈ２２ 改革内容 進捗評価 成　　果 到達評価 関係課 関連課
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平成２２年度実施状況
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平成１８～２２年度実施計画

区分・推進事項・実施項目

３ (4) ウ 　図書館業務のシステム化の推進

検討 実施

　公共図書館のネットワークに対応するため、外部ＭＡＲ
Ｃデータによる図書のデータ化に取り組み、同時期以降に
システムを導入する。

Ｂ

　Ｈ20は、図書館業務システムについて、実施した場合の
具体的な研修会を開催し説明を受け内容を検討した。
　Ｈ21は、図書館システムを導入した。

Ｈ２１
実施済

社会教育課

　情報共有ソフトウエア等を用いたシステムの構築

検討 実施

　職員間の情報共有を推進し、効率的な行政運営を支援す
るためのシステムを導入する。

Ａ

　システム導入については、コンペによる業者選定によ
り、優れたシステムを選定することができた。
　また、情報系端末を管理できるシステムの整備も併せて
行うことができたため、修正プログラムの一斉適用や職員
異動に伴う管理作業を大幅に軽減できるようになった。

Ｈ１９
実施済

企画財務課

　保存紙文書のデータベース化〔重要活字文書〕

→ 50%

　電子決裁・文書管理システムを導入し、保存文書の電子
化・データベース化を行い、情報共有を図るシステム（グ
ループウェア）により情報の共有化を図る。
　公文書の保管方法・保存文書のデータベース化について
検討を行い、保存文書データの共有化の方向性を検討す
る。

Ｃ

　Ｈ21は、文書管理システムの導入が予算の問題で先送り
となっているため実施できないが、議案書・告示・公示文
書をデータ化し情報の共有化を図った。
　Ｈ22は、電子決裁システムの構築については、全国的に
その導入が進んでいない状況等を踏まえ、今回は見送りと
するが、今後も国及び地方自治体の動向を注視する。
　文書管理システムの構築については、市役所庁舎建設に
併せて調査・研究を進めるとともに、データベース化につ
いても検討する。

成果有 総務課

　保存紙文書のデータベース化〔手書き文書〕

→ 10%

　電子決裁・文書管理システムを導入し、保存文書の電子
化・データベース化を行い、情報共有を図るシステム（グ
ループウェア）により情報の共有化を図る。
　公文書の保管方法・保存文書のデータベース化について
検討を行い、保存文書データの共有化の方向性を検討す
る。

Ｄ

　Ｈ21は、文書管理システムの導入が予算の問題で先送り
となっているため未実施。
　Ｈ22は、電子決裁システムの構築については、全国的に
その導入が進んでいない状況等を踏まえ、今回は見送りと
するが、今後も国及び地方自治体の動向を注視する。
　文書管理システムの構築については、市役所庁舎建設に
併せて調査・研究を進めるとともに、データベース化につ
いても検討する。

成果無 総務課

　作成文書のデータベース化

→ 100%

　電子決裁・文書管理システムにより公文書の電子化を図
り、データの共有化について検討する。

Ｄ

　Ｈ21は、文書管理システムの導入が予算の問題で先送り
となっているため未実施。
　Ｈ22は、電子決裁システムの構築については、全国的に
その導入が進んでいない状況等を踏まえ、今回は見送りと
するが、今後も国及び地方自治体の動向を注視する。
　文書管理システムの構築については、市役所庁舎建設に
併せて調査・研究を進めるとともに、データベース化につ
いても検討する。

成果無 総務課

　情報セキュリティポリシーの見直し

実施

　監査、点検等の実施結果により、情報セキュリティポリ
シーの必要な部分を見直す、ＰＤＣＡサイクルを導入す
る。 Ｃ

　セキュリティポリシーの見直し及びセキュリティ内部監
査の実施に向けて、見直し箇所の抽出を行った。また、ポ
リシーに従った具体的な手順の明確化や内部組織の立ち上
げについて検討した。

Ｈ２０
実施済

企画財務課

　情報セキュリティ研修の導入

実施

　業務担当課の管理職員を中心に、機密情報を適切に取り
扱う知識、情報セキュリティの具体的対策を推進する能力
を習得させる。

Ｂ

　インターネットによるｅ－ラーニング方式により、16名
（内、課長職8名）に情報セキュリティ研修初級コースを受
講させた。
　全ての職員が、対象の期間内に全ての講座の受講を終え
ることができた。
　今後も定期的に研修を計画・実施する。

Ｈ１９
実施済

企画財務課

　個別情報システムのセキュリティ対策 　以下に分割記述 Ｃ 　以下に分割記述 実施済 全課

　職員に対してセキュリティ研修への参加を促進し、また
情報管理に関する個別指導することなどにより、管理体制
の強化を図る。

Ｃ

　個人情報の取扱い、情報セキュリティーポリシー等情報
管理に関する情報提供することにより、職員の意識向上が
図られた。

Ｈ１９
実施済

総務課 全課

　情報セキュリティポリシーに基づき作成した機密情報取
扱事務の具体的手順を管理責任者である各部課長に再度通
知するとともに、研修により情報セキュリティに対する理
解を深める。

Ｂ

　機密情報の取扱いについて全国で発生した情報漏えい事
件の例とともに各部課長に向けて周知を行うことで基本的
な考え方を示すことができた。
　情報セキュリティ研修（基礎・応用・上級）の受講によ
り、情報セキュリティを確保するため全職員に対して職責
に応じた教育を行うことの重要性を理解し、組織全体のレ
ベル向上を図る今後の研修計画・実施へ向けた準備ができ
た。

Ｈ１８
実施済

企画財務課 全課

　個人情報保護についての職員の管理意識を高め、厳密な
情報管理を行うようにする。 Ｃ

　内部研修を実施し、職員の個人情報保護について管理意
識を高めることができた。

Ｈ１９
実施済

防災安全課 全課

　個人情報の管理意識を高め、厳密な情報管理を行うよう
にする。
　室外からでもパソコンのディスプレーを見ることができ
る環境であるため、情報の管理には細心の注意を図る必要
がある。

Ｂ

　課の入口には目隠しフィルムを施した。また公平性や情
報の保護のため、業者の出入りを抑制する掲示を行い、不
用意に情報が漏れないよう努めている。個人情報の廃棄に
ついては、シュレッダーによる裁断または直接焼却炉へ破
棄するなど適正な処理を行っている。

実施済 庁舎建設課
全課
Ｈ22より庁舎建設課

 エ　情報共有ソフトウェア等を用いたシステムの構築

 オ　情報セキュリティ対策の強化

実施
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平成２２年度　行政改革実施計画進捗状況一覧表

Ｈ１８ Ｈ１９ Ｈ２０ Ｈ２１ Ｈ２２ 改革内容 進捗評価 成　　果 到達評価 関係課 関連課

　　　　　　　 評価凡例 ：〔進捗評価〕 Ａ…計画より早まっているもの　Ｂ…計画どおりに進んでいるもの　Ｃ…計画より多少遅れているもの　Ｄ…計画どおり進んでいないもの　Ｅ…計画を見合わせたもの

平成２２年度実施状況

          　　　　　　　　〔到達評価〕 実施済…協議・調整が完了し成果を上げたもの　成果有…〃中だが成果を上げつつあるもの　進行中…〃中だが成果には至ってないもの　未着手…何も実施できていないもの　成果無…成果が無かったもの

平成１８～２２年度実施計画

区分・推進事項・実施項目

３ (4) オ 　個人情報保護にかかる管理意識を高め、情報の漏洩対策
の徹底を図る。
　・公文書の庁外への持ち出しは厳禁とし、やむを得ない
場合は伊予市情報セキュリティポリシーに基づく処理を行
う。
　・個人情報については個人に確認を行うとともに、目的
外使用は禁止する。

Ｃ

　個人情報保護について職員に定期的に指導を行うととも
に、庁外への持ち出しについては実施しなかった。

実施済 福祉課 全課

　個人情報保護法や個人情報保護条例の趣旨に則り、個人
の権利や利益を侵害することのないよう情報の適正な取扱
いに努める。

Ｃ

　個人情報保護条例や情報提供制度要綱に照らし合わせる
とともに必要に応じて課内協議をするなど適切・柔軟な情
報の提供に努めた。

実施済 長寿介護課 全課

　住民の個人情報をはじめとした重要な行政情報について
漏えい対策の意識を高める。 Ｂ

　伊予市情報セキュリティーポリシーに基づき適正な取り
扱いを行う。 Ｈ１８

実施済
保険年金課 全課

　個別情報管理意識を高め、漏えい対策の徹底を図る。

Ｂ

　個別情報の適正な取扱により、事務の適正かつ円滑な運
営が図られた。 Ｈ１８

実施済
健康増進課 全課

　個別情報のセキュリティに対する職員の意識改革を行う
とともに、危機管理体制の確立、漏えい防止対策の充実を
図る。 Ｃ

　主幹・課長がｅ－ラーニングによる情報セキュリティ研
修を受講し、基礎コース及び応用コースを修了したことに
より、情報セキュリティに対する知識と具体的な対策を推
進する手法を獲得することができた。

Ｈ１９
実施済

市民生活課 全課

　個人、行政情報の漏えい防止対策の徹底を図る。

Ｂ

　情報取り扱い基準に基づき情報管理についてのルール確
認を行うことが職員の情報管理意識の高揚に繋がった。 Ｈ１８

実施済
産業経済課 全課

　職員の管理意識及び情報漏えい対策の徹底を図ることに
より情報の管理体制を整える。 Ｂ

　個人情報保護条例及び情報セキュリティポリシー等に基
づく事務の取り扱いを徹底したことにより、個人の権利利
益を保護することができた。

Ｈ１８
実施済

都市整備課 全課

　行政情報・個人情報の管理意識を高め、漏えい対策を強
化する。 Ｂ

　個人情報取扱事務開始
　個人情報の適正な取扱により、個人の利益・権利を保護
する。

Ｈ１８
実施済

道路河川課 全課

　行政情報・個人情報の管理意識を高める。

Ｃ

　地積の地図に個人名が入ったものは外に出さないなど、
個人情報の適正な取扱いのコンプライアンスに対する意識
が高まった。

Ｈ１９
実施済

用地整理課 全課

　個別情報の管理及び漏えい対策の一層の徹底と教育を行
う。 Ｂ

　個別情報異動禁止マニュアルの策定・調査を行い管理及
び漏えい対策の徹底が図られた。 Ｈ１８

実施済
水道課 全課

　職員の管理意識及び情報漏えい対策の徹底を図ることに
より情報の管理体制を整える。

Ｃ

　個人情報保護条例及び情報セキュリティポリシー等に基
づく事務の取り扱いを徹底したことにより、個人の権利利
益を保護することができた。

Ｈ１９
実施済

下水道課 全課

　事務所内は、職員以外の人の出入りもあるため、特に注
意を払う必要がある。
　個人情報の管理意識を高め、情報漏えい対策の徹底を図
る。

Ｃ

　個人情報への取扱いには十分注意を払い、廃棄文書につ
いても適正に処理を行った。

実施済 議会事務局 全課

　市民が安心できる事務の推進を図るため、ＯＪＴ等を実
施し常に個人意識を高めることでコンプライアンスの確立
に努める。

Ｂ

　選挙人名簿等の情報管理において職員の個人個人のコン
プライアンスに対する意識が高まった。 Ｈ１８

実施済
行政委員事務局 全課

　各校別個別情報等の取り扱い指針を策定後、統一の是非
について検討する。 Ｃ

　全校で情報管理規定の策定が完了した。
Ｈ１９
実施済

学校教育課 全課

　個別情報管理及び漏えい対策の一層の徹底と教育

Ｃ

　職員の情報管理の意志徹底を図り、公的情報の職場外へ
の持ち出し、廃棄文書の適正処理を行った。 Ｈ１９

実施済
社会教育課 全課

　個人・行政情報保護の意識の改革・高揚に努め、情報漏
洩防止対策の徹底を図る。 Ｃ

　個人情報保護や情報セキュリティ対策についての情報管
理に関する資料や情報を提供し、更なる職員の意識の向上
を図った。

Ｈ１９
実施済

中山地域振興課 全課

　個人情報について職員の管理及び保護意識を高め、厳密
な情報管理、漏えい防止対策を確保する。 Ｂ

　情報保護に関するマニュアル等の周知を行い、職員の個
人情報保護（庁内ＬＡＮを含む）に関する管理意識の高揚
を図ることができた。

Ｈ１８
実施済

中山総合窓口課 全課

　セキュリティに関する重要性を深める。

Ｃ

　職員研修に積極的に参加し、資質向上及び職員の情報管
理意識が高まった。 Ｈ１９

実施済
双海地域振興課 全課

実施
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平成１８～２２年度実施計画

区分・推進事項・実施項目

　職員のコスト・効率主義等の意識改革の推進

実施

　職員研修等により、職員のコスト・効率主義等の意識改
革の推進を図る。 Ｃ

　階層別等各種研修を通してコスト意識の醸成、効率主義
への意識改革が図れた。 Ｈ１９

実施済
総務課

　ＯＪＴの推進

実施

　ＯＪＴが定期的に行われているか確認体制を整備する。

Ｃ

　Ｈ21は、今年度主幹昇任者にＯＪＴマニュアルを配布
し、職場内研修の重要性を周知した。また、人事評価研修
においても、グループミーティングの効果を学習すること
ができた。
　徐々にではあるが、各部署においてＯＪＴを浸透するこ
とができている。
　Ｈ22は、人事評価制度を運用する中で、期首の目標設定
時また期中・期末の指導時におけるＯＪＴを浸透させるこ
とができた。

実施済 総務課

　政策形成能力研修の実施

実施

　市町村職員中央研修所等に派遣した職員が研修で得た知
識を広くその他の職員にも周知できる体制づくりを図る。

Ｃ

　昨年度に引き続き、中央研修所、自治大学校等へ職員を
派遣した。
　研修に参加した職員については、研修レポート等を通し
て政策形成能力の向上が図れた。
　特に本年度は、中央研修所において、職員の提出したレ
ポートが入賞しており、そのレポートを部課長会で報告
し、政策立案に関する一つの方策を学習することができ
た。

Ｈ１９
実施済

総務課

　庁内公募制度の導入

実施

　庁内公募の実施により職員の育成を図る制度を確立す
る。

Ｃ

　人事評価システムの自己申告書を人事評価制度に関する
アンケート及び異動希望申告用として活用した。
　申告内容については、一部、定期の人事異動に反映し
た。（申告内容については、異動希望のほか、業務に対す
る意見要望等もあった。）
　特定の役職についての公募は行っていない。

Ｈ１９
実施済

総務課

　昇任試験の導入

検討 実施

　昇任試験を実施することにより、職員個々の行政能力を
高めるとともに、組織の活性化を図る。

Ｅ

　昇任については、人材育成基本方針による階級別研修の
受講を昇任要件としており、上席監督者の推挙もあり、対
象職員の多数が受講している。
　また、人事評価制度の運用により、各職員の能力、態度
を指数化した他、「伊予市職員の昇格運用に関する内規」
を設け昇格基準を作成したので、昇任試験の導入について
は、現段階での実施は不要と思われる。

Ｈ１９
成果無

総務課

　希望降任制度の導入

検討 実施

　職員の職務に対する希望を尊重し、個人の能力と意欲に
応じた任用を行うことにより、職員が過度の肉体的・精神
的負担を強いられることなく職務を継続出来るよう、主幹
以上を対象とした職員希望降任制度を制定する。

Ｂ

　Ｈ19…9月に希望降任制度実施規程を制定し、職員の心身
の健康保持と職務に対する意欲を引き出し、組織の活性化
を図る体制を整えることができた。
　Ｈ20…対象職員に主査以下の職員を加えることについて
検討を行ったが、当該職位にあっては、能力開発期である
こと、また、精神的負担も役職者に比べて軽いと判断し、
対象にしないこととする。

Ｈ２０
実施済

総務課

　職員提案制度の導入

検討 実施

　職員一人ひとりが行政運営へ主体的に参画する機運を高
めると共に政策形成能力の向上を図り、もって、行政の効
率化と市民サービスの向上を推進する。 Ｂ

　制度を創設し、職員への提案を呼びかけた。
　提案件数が少数であったため、今後は提案件数が増える
方法を検討する。

Ｈ２０
実施済

総務課

　課題認識・改善意識を持った職員の育成

実施

　職員研修等の実施により職務に意欲的に取り組むことの
できる職員の育成に努める。

Ｃ

　人事評価制度を運用する上で、各自が目標推進管理シー
トにより、個人目標を設定し、その達成に向け努力をして
いる。
　その結果、徐々にではあるが、課題意識、改善意識を醸
成するこができた。

Ｈ１９
実施済

総務課

　計画的な研修プログラムの策定

検討 実施

　研修規程を策定し専任の研修担当者を配置する。

Ｂ

　職員研修規定に基づき、一般研修、専門研修、自主研修
を行った。
　一般研修においては、階層別研修を行い、各職務に求め
られる知識、技能及び教養の向上と職務を民主的かつ能率
的に運営する職員を育成することができた。
　また、受講者については、上位監督者の推挙もあり、多
数の職員の参加があった。
　専門研修及び自主研修については、職員視察研修実施要
領及び職員自己啓発助成実施要領により計画書を提出した
職員を各目的にあった研修に派遣した。

Ｈ１９
実施済

総務課

 (1)　効果的な施策を立案できる職員の育成

 (2)　使命感に満ちた行動力のある職員の育成

 ４　職員の意識改革と能力向上、主体的な創意工夫を重視した士気の高揚　～育成～
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平成１８～２２年度実施計画

区分・推進事項・実施項目

４

　複線型人事制度の導入

検討 実施

　自己申告書・庁内公募制等の運用により能力・経験・業
績等を活かした複線型人事制度を導入する。

Ｅ

　先進事例を参考に複線型人事制度のイメージを検証する
と共に県下各市の取組み状況を調査した。
　その結果、自己申告書を活用することで、エキスパート
の育成は可能であると思われるので、制度化については、
今後の課題とする。

Ｈ２０
成果無

総務課

　専門研修の導入

実施

　予算上の制約があるため、県外研修は効率的に行うとと
もに、愛媛県研修所を最大限利用する。 Ｃ

　自治大学校1人、中央研修所6人、国際文化研修所5人、愛
媛県研修所17人を各専門研修に派遣し、職員の能力開発に
資することができた。

Ｈ１９
実施済

総務課

　任期付採用職員採用制度の導入[再掲]

検討 実施

　地方行政の高度化・専門化が進む中で、高度の専門性を
備えた民間の人材を活用する必要性や期間が限定される専
門的な行政ニーズへの効率性から、一般職の任期付職員の
採用に関する条例を制定する。

Ｃ

　Ｈ19は、ニーズがなかったため、採用実績はないが、行
政ニーズが複雑・多様化しており、今後、効率的な行政運
営をしていく上で適宜制度を活用した採用を行う。
　Ｈ20・21は、任期付職員を採用する職種がなかったた
め、制度活用なし。
　Ｈ22は、条件は整っているが、これまで実績はない。今
後、必要に応じて任期付職員の採用を行っていく。

実施済 総務課

　職員の経歴管理制度・計画的なジョブローテーションの導入[再掲]

実施

　職務に関する幅広い知識や視野を持ち、複雑・高度化す
る市民ニーズに対応する。
　職員の適正を見出し、適材適所の人員配置を行う。

Ｂ

　①平成19年度新規採用職員については、全員を異動し
た。
　②同一部署での勤務期間が長期に及ぶものを中心に部門
間の異動に努めた。
　③3年間の職場固定に努めるほか、監督者研修を行い、職
務遂行能力の習得に努めた。

Ｈ１９
実施済

総務課

　昇任試験の導入[再掲]

検討 実施

　昇任試験を実施することにより、職員個々の行政能力を
高めるとともに、組織の活性化を図る。

Ｅ

　昇任については、人材育成基本方針による階級別研修の
受講を昇任要件としており、上席監督者の推挙もあり、対
象職員の多数が受講している。
　また、人事評価制度の運用により、各職員の能力、態度
を指数化した他、「伊予市職員の昇格運用に関する内規」
を設け昇格基準を作成したので、昇任試験の導入について
は、現段階での実施は不要と思われる。

Ｈ１９
成果無

総務課

　希望降任制度の導入[再掲]

検討 実施

　職員の職務に対する希望を尊重し、個人の能力と意欲に
応じた任用を行うことにより、職員が過度の肉体的・精神
的負担を強いられることなく職務を継続出来るよう、主幹
以上を対象とした職員希望降任制度を制定する。 Ｂ

　Ｈ19…9月に希望降任制度実施規程を制定し、職員の心身
の健康保持と職務に対する意欲を引き出し、組織の活性化
を図る体制を整えることができた。
　Ｈ20…対象職員に主査以下の職員を加えることについて
検討を行ったが、当該職位にあっては、能力開発期である
こと、また、精神的負担も役職者に比べて軽いと判断し、
対象にしないこととする。

Ｈ２０
実施済

総務課

　ＯＪＴマニュアルの策定

実施

　管理職である上司は、部下に仕事をさせながら部下の視
野を広げ、能力を計画的にレベルアップさせることが要求
されており、その手法の一つとしてＯＪＴを行うための手
引き書を作成する。
　そして、職員一人ひとりの能力向上を図ることにより将
来的に組織課のレベルアップにつなげる。

Ｂ

マニュアルを作成することにより、ＯＪＴを通して標準的
な仕事なら誰でも対応できると言った、知識の「共有化」
を図るきっかけづくりが行えた。 Ｈ１８

実施済
行革推進室

　ＯＪＴを通した目標管理

実施

　ＯＪＴの定期的な開催を促す。

Ｃ

　Ｈ21は、今年度主幹昇任者にＯＪＴマニュアルを配布
し、職場内研修の重要性を周知した。また、人事評価研修
においても、グループミーティングの効果を学習すること
ができた。
　徐々にではあるが、各部署においてＯＪＴを浸透するこ
とができている。
　Ｈ22は、人事評価制度を運用する中で、期首の目標設定
時また期中・期末の指導時におけるＯＪＴを浸透させるこ
とができた。

実施済 総務課

　職員の健康管理の充実・強化

実施

　定期健康診断を年１回実施するとともに保健師による健
康指導を実施する。
　また、人間ドック受診者についても結果の報告を求め健
康状態を把握する。
　さらに、メンタル面についても相談窓口を設け初期段階
で疾病を発見し迅速に対応できる体制を整える。

Ｂ

　共済組合等が実施する人間ドックの受診者についても結
果の報告を求め健康状態の把握に努めた。
　また、メンタルヘルスカウンセリングルームを月１回設
置し、メンタルヘルスの早期発見に努めるとともに、罹患
した職員のケアにも注意した。

Ｈ１８
実施済

総務課

　年次有給休暇の取得促進

実施

　事務事業の見直し等により効率的な事務の実施に努め、
計画的に年次有給休暇を取得できる体制を整える。

Ｃ

　部課長に対して「時間外勤務の縮減及び年次有給休暇の
取得について」により休暇の計画的取得と幹部職員の率先
した取得に努めるよう文書を配布し、職員が休暇を取得し
やすい環境を整えた。
　Ｈ18・・・9.3日　　Ｈ19・・・8.4日

Ｈ１９
実施済

総務課

 イ　長期的な視野に立った人材の育成

 (3)　変革型職員の育成

 ア　能力・経験・業績等を活かした人事管理
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平成２２年度　行政改革実施計画進捗状況一覧表

Ｈ１８ Ｈ１９ Ｈ２０ Ｈ２１ Ｈ２２ 改革内容 進捗評価 成　　果 到達評価 関係課 関連課

　　　　　　　 評価凡例 ：〔進捗評価〕 Ａ…計画より早まっているもの　Ｂ…計画どおりに進んでいるもの　Ｃ…計画より多少遅れているもの　Ｄ…計画どおり進んでいないもの　Ｅ…計画を見合わせたもの

平成２２年度実施状況

          　　　　　　　　〔到達評価〕 実施済…協議・調整が完了し成果を上げたもの　成果有…〃中だが成果を上げつつあるもの　進行中…〃中だが成果には至ってないもの　未着手…何も実施できていないもの　成果無…成果が無かったもの

平成１８～２２年度実施計画

区分・推進事項・実施項目

４ (3) イ 　人事評価システムの導入[再掲]

試行 実施

　職員間での評価基準のばらつきやシステム導入に対する
温度差を解消するため、評価者研修等を継続的に実施する
ことでシステムへの理解を深めるとともに評価基準の統一
を図る。

Ｃ

　Ｈ21は、人事評価制度検討委員会を設置し、運用につい
ての見直しを行い、全職員への説明を行った。
　評定基準の統一を図るため、継続した研修を実施した。
　制度の必要性、理念等について、認識を深めることがで
きた。
　Ｈ22は、試行を含め４年を経過し、管理職に人事評価制
度が定着したこと。また、昨年度、評価の基準等を説明し
たことで、評定の標準化が図れた。

実施済 総務課

　計画的な研修プログラムの策定[再掲]

検討 実施

　研修規程を策定し専任の研修担当者を配置する。

Ｂ

　職員研修規定に基づき、一般研修、専門研修、自主研修
を行った。
　一般研修においては、階層別研修を行い、各職務に求め
られる知識、技能及び教養の向上と職務を民主的かつ能率
的に運営する職員を育成することができた。
　また、受講者については、上位監督者の推挙もあり、多
数の職員の参加があった。
　専門研修及び自主研修については、職員視察研修実施要
領及び職員自己啓発助成実施要領により計画書を提出した
職員を各目的にあった研修に派遣した。

Ｈ１９
実施済

総務課
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